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■ 佐藤
���

裕美
���

学校法人神奈川大学常務理事、神奈川大学外国語学部長。2003
年ワシントン大学大学院 Ph.D.（言語学）。2004年神奈川大学外
国語学部に専任講師として着任後、2006年に助教授、2007年
に准教授を経て2012年に教授。2019年から外国語学部長及び
理事を歴任。2022年から同大学初の女性常務理事に就任し現
在に至る。専門は理論言語学。主な著書に『発話と文のモダリ
ティー対照研究の視点から』2011年ひつじ書房、Modals,

Attitudes, and Different Positions for Complementizers in Japanese,

Anna Cardinaletti, Guglielmo Cinque, Yoshio Endo (eds.) On

Peripheries (Hitsuji Linguistics in English 23) 2014年ひつじ書房。

■ 髙野
���

智志
���

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課課長補佐。東北学
院大学法学部法学科卒。平成12年に山形大学採用。平成15年
から文部科学省で勤務。公民館、情報教育及び男女共同参画
などを担当。放送大学、高知大学及び新居浜市教育委員会に
それぞれ２年間出向。令和６年４月より現職(リカレント教育
等を担当)。

■ 西川
����

紀子
���

学校法人金沢工業大学大学事務局共創教育推進室長。教務事
務、地域連携・産学連携、教育GP・COC事業に従事。社会人
と学生の学び合いを促進する共創教育支援、社会人向けのリ
カレント教育、大学間連携、教育DX、数理DSを担当してい
る。

■ 石井
���

沙耶香
���

学校法人中村学園経営企画室係長。お茶の水女子大学にて教
育学を専攻。卒業後、日本初の完全オンライン大学の立ち上
げに携わり、教務としてオンライン教育における体系的なカ
リキュラム作りを担当。メディアを活用しながら質保証を担
保するため、学習管理システムの諸機能の設計や情報システ
ム室と連携したプラットフォーム策定を行う。本経験を活か
し、中村学園大学では「食MBAリカレント教育プログラム」
の事業運営推進を担当。その他、学園の中期計画立案、官公
庁事業における委託運営担当係長として業務を推進。

■ 鷲崎
����

弘宜
����

早稲田大学教授、国立情報学研究所客員教授、株式会社エクス
モーション取締役、株式会社システム情報顧問、人間環境大学
顧問。IEEE Computer Society 2025 President、情報処理学会ソ
フトウェア工学研究会主査、日科技連SQiP研究会委員長。IoT・
AI・DXリカレント教育「スマートエスイー」事業責任者。

■ 山口
����

理栄
��

青山学院大学社会情報学研究科プロジェクト教授。1984年筑
波大学第三学群情報学類卒業後、株式会社日立製作所にてソ
フトウェア設計・開発・製品企画に従事。1992年 University

of Southern California(米国)にて修士号取得(Master of Science,

Computer Science)。2010年仕事と育児の両立に関する課題解
決を専門とする育休後コンサルタント®として独立し、法人向
けに育児中の従業員とその上司を対象とした職員研修を行
う。2021年より現職。

■ 居駒
���

幹夫
���

青山学院大学社会情報学部教授。1980年から日立製作所に勤
務。ソフトウェア事業部などで大規模ソフトウェア製品の品
質保証、ソフトウェア生産技術、グローバルソフトウェア開
発環境構築などを担当。2018年青山学院大学で任用。博士
(情報学)。情報処理学会情報 システムと社会環境研究会幹
事、情報システム教育委員会委員。

■ 宮川
����

裕之
����

青山学院大学社会情報学部学部長・教授。青山学院大学理工学
部、同研究科修了。文教大学情報学部を経て、2008年より青山
学院大学社会情報学部教授、2013年より情報メディアセンタ
ー所長、2018年より同学部長。情報処理学会情報システム教育
委員会委員、情報システム学会特別顧問。

執筆者紹介
■ 髙梨

����
博子
���

日本女子大学生涯学習センター所長、文学部英文学科教授。米
国カリフォルニア大学サンタバーバラ校大学院言語学科博士
課程修了、博士（言語学）。米国カリフォルニア大学デービス校
人類学科客員研究員、米国ノースカロライナ州イーロン大学外
国語学科アシスタントプロフェッサーを経て、2009年度に日
本女子大学文学部英文学科准教授、2020年度より同大学教授。
専門は相互行為の社会言語学、および言語人類学。2021年度に
日本女子大学生涯学習センターリカレント教育課程主任、
2022年度より生涯学習センター所長として日本女子大学のリ
カレント教育に携わっている。2024年度からは、2019年度の
発足時以来加盟している「女性のためのリカレント教育推進協
議会」会長に就任し、女性のためのリカレント教育の普及啓発
を推進している。

■ 須藤
���

毅顕
����

東京医科歯科大学統合教育機構大学院医歯学総合研究科教育
メディア開発学分野特任講師。2012年東京医科歯科大学歯学
部卒業。2017年東京医科歯科大学歯周病学分野博士課程修了、
2018年１月東京医科歯科大学歯周病学分野医員、2020年４月
東京医科歯科大学歯周病学分野特任助教、2020年９月東京医
科歯科大学統合教育機構特任助教、2023年４月〜東京医科歯
科大学統合教育機構特任講師。

■ 木下
����

淳博
����

東京医科歯科大学執行役・副学長（情報・IR担当）、東京医科歯
科大学統合教育機構教学IR部門/大学院医歯学総合研究科教育
メディア開発学分野教授。1987年東京医科歯科大学歯学部歯
学科卒業。1991年東京医科歯科大学大学院歯学研究科博士課
程修了。歯学博士。日本歯周病学会歯周病専門医。東京医科歯
科大学歯周病学分野助手、歯学部口腔保健学科教授、図書館情
報メディア機構教授、図書館長、東京医科歯科大学病院医療情
報部長・副病院長を経て現職。

■ 栗本
����

猛
���

富山大学教養教育院教授。1987年大阪大学大学院理学研究科
博士後期課程修了、理学博士。1987年大阪大学教養部助手、
1995年富山大学理学部助教授、2005年富山大学理学部教授、
2006年富山大学大学院理工学研究部教授、2019年より現職。
2020年４月よりデータサイエンス推進センター長。専門は理
論物理学(素粒子論）。

■ 皆本
����

晃弥
���

佐賀大学全学教育機構数理・データサイエンス教育推進室長、
佐賀大学教育研究院自然科学域理工学系教授。1997年九州大
学数理学研究科数理学専攻単位取得退学、博士（数理学）。1997
年九州大学大学院システム情報科学研究科情報理学専攻助手。
2000年佐賀大学理工学部知能情報システム学科講師、同准教
授などを歴任。近年、数理・データサイエンス・AI教育に力を
入れており、数学やコンピュータ関連書など約20冊の書籍を
出版している。

■ 藤崎
����

弘士
���

日本医科大学数理・データサイエンス・AI教育センターセン
ター長。早稲田大学理工学部応用物理学科卒業後、東京大学
大学院理学系研究科物理学科で学位を取得。その後、分子科
学研究所、ボストン大学、フランクフルト大学、理化学研究
所でポスドク、2009年に日本医科大学に講師として入職。
2019年から日本医科大学医学部物理学教室教授。

■ 田尻
���

慎太郎
�����

北陸大学学長補佐(情報・IR担当)/経済経営学部教授。1996年
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修了。修士(政策・
メディア)。2007年米国ジョージ・メイスン大学経済学研究
科修了(MA in Economics)。嘉悦大学経営経済学部専任講師、
情報メディアセンター副センター長、教務センター長を経
て、2014年から横浜商科大学商学部専任講師、同准教授、IR

室長。2019年より現職。2022年に北陸大学データサイエン
ス・AI教育プログラムを開始、同コーディネーター。2023
年、MDASH+(リテラシーレベル)に選定。Tableau Academic

Ambassador。DATA Saber。

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。
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本学では2022年４月の建築学部新設に続き、

2023年４月には理学部の湘南ひらつかキャンパ

スから横浜キャンパスへの移転を契機として理工

系学部の再編が行われました。化学生命学部、情

報学部の新設の２学部を含む理工系５学部が１つ

のキャンパスに集結することにより、研究から社

会実装に至るまでこれまで以上に横断的な取組み

が可能となりました。

とりわけ、情報学部の新設は、AIを中心とする

ICTの進化が社会のあらゆる面に多大な影響を与

える状況下、本学が文理の枠を超えたDX・AI人

材を育成に取り組む中で象徴的な動きです。情報

学部は、世界標準の情報教育カリキュラム

CS2013に準じたカリキュラムを導入する「計算

機科学科」、数理的視点からモデリングの方法論

やシステム構築を学ぶことを主眼とした「システ

ム数理学科」、ビッグデータの時代におけるデー

タを中心に処理やモデルを扱う考え方を学ぶ「先

端情報領域プログラム」の２学科１プログラムで

構成され、情報学の普遍的な基礎・基盤を修得

し、論理的思考力や柔軟性を備え、あらゆる情報

分野に精通した、技術の進歩とともに自ら成長し

ていくことができる力を備えた専門家の養成を目

指しています。

全学的なデータサイエンスの学びについては、

2022年度から全学部の学生を対象として「共通

教養データサイエンスプログラム」をスタートさ

せ、それを柱として今年度は更なる拡充を図りま

した。「共通教養データサイエンスプログラム」

には「リテラシーレベル」と「応用基礎レベル」

があり、前者は、数理・データサイエンス・AIに

関する知識・技能・問題解決に関わる基礎力の修

得を目標として、ビッグデータとその活用、倫理

的・法的・社会的課題、データに基づくコミュニ

ケーションについて理解し、活用できる力の涵養

を目指すものです。今年度開始した「応用基礎レ

ベル」は、数理・データサイエンス・AIの観点か

ら解決が可能な問題の発見と定義ができる能力、

また、現実社会の問題を分析し、システム構築を

担うことができる人材の育成を目指しています。

両レベルとも所定の科目を修めたプログラム修了

者に対しオープンバッジが付与されます。開始か

らの２年間で共通教養データサイエンスプログラ

ムを修了し認定された学生は約4,000名になり、

自由選択制であるにも関わらず履修率が入学者の

50％を超える人気科目となっています。なお、

「リテラシーレベル」は文部科学省の「数理・デ

ータサイエンス・AI教育プログラム認定制度」に

認定されており、「応用基礎レベル」は2025年

度の申請が予定されています。

新しい環境の中で行う教育の中身そのものを見

直すとして本学の小熊 誠 学長が現在進める「第

二の改革」では、基礎的なデータサイエンスの知

識・技能を修得した学生たちが、その学びを自身

の専門分野の学び・研究力の向上のために活か

し、課題解決や新たな価値創造の実践に結びつけ

られるよう、経済学部の経済分析専攻の拡充、人

間科学部における人間科学データサイエンスの強

化をはじめとして、各学部のカリキュラムへの反

映について検討が進められています。私自身はい

わゆる人文系の学部に所属していますが、人間と

はどのような存在かについて深い洞察をもつ人文

系の学生は、ヒトの能力をよりよく発揮するため

に、AIとどのように協働するべきかについて興味

深い提案ができると思っています。

データ分析による客観性が重視される一方、

SNSの普及によりフェイクニュースや感情的な意

見が瞬時に世界中に拡散され、世論形成にも影響

を与えうる現実もあります。最先端の知識・技能

を学びつつも、情報の正確さを見抜く力、あらゆ

る情報を客観視する姿勢を身につけることについ

て大学は大きな責任を担っていることを改めて感

じます。本学の建学の理念である、「質実剛健」

「積極進取」「中正堅実」が意図する、本質を見

極め、真理に対して誠実であり、変化にしなやか

に対応し、自律的に行動する人を育て健全な世界

の構築のために貢献する大学であり続けるために

教職員一同努力を続けてまいる所存です。

神奈川大学
常務理事 佐藤　裕美

情報学部開設とともに活性化する文理を超えた

データサイエンスの学び

－新しい環境の中での「第二の改革」
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１．はじめに
「人生100年時代」、「超スマート社会(Society

5.0）」の到来といった2030年以降の社会に向け

て、大きな転換点を迎えています。我が国におい

ては、少子高齢化が進み、2040年には年少人口

が1,142万人(2020年は1,503万人）、生産年齢人

口が6,213万人(2020年は7,509万人)まで減少し、

我が国の総人口の三分の一以上が65歳以上とな

る見込みです(国立社会保障・人口問題研究所）。

さらに、日本の労働生産性はOECD諸国と比べて

低く、今後高めていくことが求められています。

世界的なデジタル化の動きや社会変化が複雑で

予測困難な時代において、人生100年時代を豊か

に生きるために生涯学習の重要性が高まっていま

特　集

我が国では生産人口が減少する中、Society5.0社会の到来を見据え、新たな経済成長に向けた社会人の学び直しが指

摘されている。VUCAの時代に必要とされるスキルは、分野横断的知識・能力、理論と実践の融合、分析的思考等であ

り、高等教育機関しかできないリカレント教育は、労働生産性を高める国の成長戦略として国家的課題とされている。

しかしながら、大学などでの学びに必要な取組みについては、費用の支援、時間の配慮、情報を得る機会の拡充、実

践的かつオンライン活用など受講しやすいプログラムの拡充、企業の評価・環境整備など課題も多い。そのような中、

大学にとっても新たな経営資源として、また、社会人を授業に交えることにより、現場情報や知見などの知的資源を充

実できる可能性に期待が持てることから、大学教育の質的向上につながるリカレント教育の推進が不可欠となろう。

そこで、文部科学省におけるリカレント教育推進施策の動向を紹介いただくとともに、対面とオンラインによるハ

イブリッドや、ｅラーニング等により先導的に試みている大学に、リカレント教育における取組みの工夫・受講生の

声、展望をたずねてみた。

リカレント教育の推進に関する

文部科学省の取組みについて
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
リカレント教育・民間教育振興室課長補佐 髙野　智志

図１　成人学習参加率と労働生産性の相関関係
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す。学校を卒業し社会人になった後も大学等でさ

らに学びを重ね、新たな知識や技能を身に付けて

いくことが必要です。

特に大学等高等教育機関においては、デジタル

技術等を使いこなすための知識やスキル、さらに、

新たな価値を生み出すことができる人材育成が求

められています。

２．リカレント教育の現状と課題
「リカレント教育」とは、元来はいつでも学び

直しができるシステムという広い意味を持つもの

で、キャリアチェンジを伴わずに現在の職務を遂

行する上で求められる能力・スキルを追加的に身

に付けること(アップスキリング)や、現在の職務

の延長線上では身に付けることが困難な時代のニ

ーズに即した能力・スキルを身に付けること(リ

スキリング)の双方も含むとともに、職業とは直

接的に結びつかない技術や教養等に関する学び直

しも含まれています。

職業に関する学び直しでは、OECD「国際成人

力調査(PIAAC）」によると、仕事関連の成人学修

参加率が高い国ほど、時間当たりの労働生産性が

高い傾向にあることがわかっています(前ページ

図１参照）。

しかしながら、日本では、企業の人材投資(OJT

以外)も諸外国と比較して低く、低下傾向にあり

ます。さらに、社外学修・自己啓発を行っていな

特　集

い個人の割合も諸外国と比べて著しく高くなって

います。(図２参照）。

OECD加盟諸国の時間当たり労働生産性におい

て、日本は30位(2022年／38カ国比較)と比較可

能な1970年以降で過去最低を更新しました。「現

在の職場で働き続けたい」と考える人の割合は５

割程度と諸外国と比べて低くなっています。また、

転職や独立・起業したいと考える人の割合も低く

なっている現状があります。

日本でも社会人の学び直しが行われています

が、その多くが民間の教育訓練機関であり、その

次に公共職業能力開発施設で、大学や大学院で学

ぶ社会人は少数となっており、企業が大学等へ従

事者を送り出した実績も少なくなっています。大

学等を活用していない理由については、「大学等

でどのようなプログラムを提供しているのかわか

らない」、「本業に支障をきたすため」の次に、

「自社等の研修プログラムを保有しているため」、

「教育内容が現在の業務に活かせないため」など、

大学等で提供されているプログラムの認知不足

や、大学等が提供するプログラムと企業や社会人

が求めているニーズが乖離していることが伺えま

す。

現状では、企業、個人及び教育機関それぞれが、

職業に関するリカレント教育に取り組めていませ

ん。主な理由としては、

図２ （左）企業のOJTの国際比較　（右）社外学習・自己啓発を行っていない人の割合
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応じて、最新の知識やスキル等を学び続けていく

必要があります。

３．政府におけるリカレント教育の取組み
人生100年時代における職業人生の長期化や働

き方の多様化、また、個人のキャリアアップ・キ

ャリアチェンジのため、リカレント教育を推進す

る必要性が高まっており、幅広い観点から必要な

施策を講じていく必要があります。

そのため、政府ではリカレント教育を総合的か

つ効果的に推進するため、内閣府、文部科学省、

厚生労働省及び経済産業省が連携して、「リカレ

ント教育の推進に係る関係省庁連絡会議」を令和

３年８月に設置し、リカレント教育を総合的かつ

効果的に推進しています。(図３参照）

厚生労働省では、職業能力開発、環境整備の観

点から、職業訓練や教育訓練給付制度を通じた個

人のキャリアアップ・キャリアチェンジや、企業

が労働者に対して新たな分野の知識等を習得させ

る訓練経費等への助成、個人の主体的な学び直し

や企業の学び直しへの支援を推進しています。

経済産業省では、我が国の競争力強化に向けた

機運の醸成・環境の整備の観点から、デジタル・

グリーン等の成長分野における人材育成の推進

や、価値創出の源泉である人材力の強化に取り組

特　集

図３　リカレント教育の推進に関する関係省庁の施策

企業

・「社員にスキルを身に付けさせると退職される

懸念」

・「社員には学ぶよりも働いてもらいたい」

・「社外でどんな教育が行われているか分からない」

・「経営者自身にリカレント教育の経験がない」

などが、

個人（社会人）

・「何を学べばよいか分からない」

・「学んだことが処遇に反映されるか不安」

・「働きながら学ぶことに雇用主の理解が得られ

ない」

・「自ら学ばなくても失業リスクは低い」

などが、

大学

・「企業ニーズや社会人ニーズが分からない」

・「教育プログラムを用意しても定員が埋まらない」

・「夜間や土日の教育にはコストがかかる」

・「若年層以外のマーケットが拓かれていない」

などがあげられます。

上述の通り、我が国の職業に関するリカレント

教育は世界的に見ても大幅に遅れています。我が

国の経済成長や労働生産性の向上を図るため、さ

らに人生100年時代の個人のウェルビーイングを

実現するためにも、それぞれのライフステージに
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むとともに、中堅・中核企業の経営力向上を促進

しています。

また、文部科学省では、実践的な能力・スキル

の習得のための大学・専門学校等を活用したリカ

レント教育プログラムの充実の観点から、大学等

における「リカレントプログラム」の開発・拡充

に向けた支援や、大学等の教育シーズと産業界の

ニーズのマッチングや、企業側の評価・環境整備

等に向けた産官学金の連携体制の構築など、リカ

レント教育推進のための学習基盤の整備に取り組

んでいます。

４．文部科学省におけるリカレント教育
の主な取組み
文部科学省においては、社会人を主なターゲッ

トとして大学・大学院や専修学校等においてリカ

レント教育を進めています(図４参照）。特に令和

２年度以降、大学や高等専門学校、専修学校での

魅力的なリスキリングプログラム開発を支援して

おり、R２年度補正〜R４年度補正予算事業で大

学・高専の207プログラムの開発を支援し、約

7,000人が履修しました。大学等の強みを生かし

た多様なプログラムを提供し、開発されたプログ

ラムの受講ニーズや受講生の満足度は約93％と

高い評価を受けました。その一方で課題も明らか

特　集

になりました。

・学修の狙いが資格や検定などの短期的効果ではな

く、給与やポストなどの「処遇」に結びつかない

・安定的に良質な教育を提供するための社会人学

生の数や学費が確保できない

・企業や地域との連携を進めるためのコーディネ

ーターや予算が足りない

など、開発したプログラムの評価は高いものの、

個人と一部の大学の意欲に頼ることには限界があ

ります。前述の「２．リカレント教育の現状と課

題」で示しましたが、我が国の現状を変えるため

には、産業界と個人と教育機関がリカレント教育

を通じて成長するエコシステムの構築が必要で

す。企業が求めている人材ニーズを大学がしっか

りと把握し、産学が協働してプログラム開発する

ことや、より高度で専門的な学術機関として大学

等高等教育機関にしかできない人材育成（イノベ

ーション創造を含む）のプログラム開発が求めら

れており、文部科学省では、大学等が産学連携と

地域連携を進めるため、以下(１)と(２)の２つの取組

みを実施しています。(次ページ図５参照）

(１)リカレント教育による新時代の産学協働体制

構築に向けた調査研究事業

１つ目の産学連携を進める取り組みは、「企業

•

図４　文部科学省におけるリカレント教育の施策
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特　集

成長に直結する」ことと、「高等教育機関しかで

きない」ことを目指したリカレント教育モデルの

確立です。具体的には、例えば「建設」「エネル

ギー」「小売」「福祉」「農業」など、異なる業界

ごとに人材育成に関する課題を抽出します。業界

ごとの企業ニーズと、それに応える教育リソース

を持つ大学等にヒアリングを実施し、企業従事者

派遣による安定的な学生確保と最新の高等教育を

受けた社会人による企業成長という大学と企業の

双方の実益が得られる仕組みを作り、リカレント

教育が社会の成長基盤となることを目指します。

今年度の調査研究の結果を活用して、来年度、ア

ウトラインに基づき、大学において教育プログラ

ムの実証に取り組む予定です。

(２)地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカ

レント教育プラットフォーム構築支援事業

２つ目は、地域の産学官等が連携して、各地域

の人材ニーズを調査分析し、求める地域人材を育

成するためのリカレント教育プログラムを開発す

るとともに、地域企業の経営者や従業員が働きな

がら学ぶ環境を整備するリカレント教育のプラッ

トフォームを構築する事業です。地域の大学は若

者の進学先として重要ですが、リカレント教育の

拠点となることで、若者と地域の社会人がともに

学ぶことや、地元就職先となる地域企業の高度化、

雇用維持、産業創出等地域産業の維持発展に貢献

します。今年度は全国14機関において実施して

います。[1]

また、上記以外にも以下の取組みなどを実施し

ています。

(３)職業実践力育成プログラム(BP)

平成27年度から社会人や企業等のニーズに応

じて大学等が行う実践的・専門的なプログラムを

「職業実践力育成プログラム」(BP)として令和５年

12月現在で426課程が認定を受けています。認定

を受け厚生労働省の指定を受けた講座は教育訓練

給付制度の対象となるため、受講者の負担軽減と

なるメリットもあります。

テーマについては、①女性活躍、②地方創生

(地域活性化)、③中小企業活性化、④DX(AI･IoT

等)、⑤環境保全(カーボンニュートラル等）、⑥

就労支援、⑦医療・介護、⑧ビジネス等(経済・

政治等）、⑨起業(アントレプレナーシップ）、⑩

防災・危機管理の10のテーマを設けています。

(４)社会人の学びの情報アクセス改善に向けたポ

ータルサイト「マナパス」の改良・充実

社会人のリカレント教育が進まない理由の一つ

として、何を学べばよいか分からないなど学習に

関する情報が不足していることです。そのため、

全国の大学等の社会人向けプログラムのデータベ

ースとして、令和２年度より社会人の学びの情報

サイト「マナパス」[2]を運営しています。大学や専

門学校等の約5,000の講座を掲載しています。

図５　令和６年度文部科学省リカレント教育の主な取組み
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特　集

講座アクセスランキングのほか、土日開講やオ

ンライン講座、奨学金制度の有無等の条件に応じ

て絞り込み検索が可能で、各講座のページに「い

いね」制度についても詳細に記載しています。

大学(大学院を含む)や専門学校等の教育機関の

方は無料で講座情報を掲載いただけます。ぜひ、

ご活用ください。(図６参照）

５．おわりに
日本では、少子高齢化による人手不足が深刻化

しており、社会全体でDXを推進しています。令

和５年度に(独)中小企業基盤整備機構が行った調

査では、中小企業の７割がDXを必要としており、

その期待する成果・効果として「業務の効率化」

や「コスト削減」等を上げている一方で、実際に

「DXに取組済」あるいは「DXを検討している」

企業は３割強にとどまっています。そのような状

況を踏まえ、最新の知識や知見を活用して企業や

社会人のDXの学びを支援する大学が増えています。

今後大学では、地域の多くの企業や産業界、行

政等に大学が持つ強みである教育力・研究力を知

ってもらうとともに、産学官連携を深め、地域の

産業ニーズに対応した人材育成や、地場産業のイ

ノベーションの創出に取り組むなど、大学が産業

界や行政等と連携して、地域振興や産業振興に貢

献することが期待されています。

これまで大学では、主に高校を卒業する18歳

を学部生として受け入れてきましたが、少子化が

進み18歳人口が減少する中、今後は18歳をベー

スにした学生の受け入れだけではなく、社会人や

外国人など多様な人材を受け入れていくことも必

要です。特に社会人に関しては、個人の希望によ

る受け入れの他、企業等から派遣された者を、学

位プログラムの学部生や大学院生として、もしく

は履修証明プログラムの履修生としての受け入れ

ることなども考えられます。

デジタルやAIの発達により社会やビジネス環境

が急激に変化していく中、DX人材やデジタル人

材を確保することが必要で、大学のリカレント教

育には大きな期待が寄せられています。政府全体

としても予算事業を通じて、リカレント・リスキ

リングの推進に取り組んでおり、大学に置かれま

してはそれらの予算事業も活用していただき、産

学官連携の下、急激な社会変化に対応できる人材

育成や地域産業の振興に取り組んでいただくこと

を期待しております。

関連URL
[1] https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/

mext_00016.html

[2] https://manapass.jp/

•

図６　社会人の学びを応援するサイト「マナパス」

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00016.html
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１．はじめに
本学は、石川県野々市市にメインキャンパス

（以下、扇が丘キャンパス)がある４学部12学科、

３研究科11専攻の理工系総合私立大学です。本

学のリカレント教育[1]は、まず2004(平成16)年度

に東京・虎ノ門のサテライトキャンパスにて、働

きながら夜間・休日に学修し、MBA(経営管理)や

MIPM(知的財産マネジメント)の学位を１年で取

得できる大学院を開設したことに始まります。学

位取得コース以外にも科目等履修が可能で、毎年

200名以上の社会人が就業と並行して学びを深め

ています。また、扇が丘キャンパスでは、20歳

前後の学生が学ぶ学部や大学院があり、2009(平

成21)年度より企業と連携して金属熱処理学習に

関する社会人向けのプログラムを開始し、最近で

は、AIやデータサイエンス、ものづくりに関する

カリキュラムや講座を開講しています。

2016(平成28)年度、第６代学長に就任した大

澤敏学長は、これからのSociety5.0によるデジタ

ルやサイバー空間を活用した社会を見据え、「世

代・分野・文化を超えた共創教育」[2]を新たな教

ICT活用によるリカレント教育(社会人の学び直し)の推進

育の方針として掲げました。20歳前後の大学生

に対して、卒業後に進む社会とはどういうものか、

大学で学んだことを社会で活かすとはどういうこ

とか、新しい価値を創出するとはどういうことか

を考え、さらには社会人が学び直す姿勢から学び

の大切さや意欲を高めてもらうことが必要である

として、授業や研究活動に積極的に社会人や企業

との連携に取り組むことを推奨して学生と社会人

による共創教育を始めました。加えて、社会人が

業務を遂行するために、もう一度基礎を学び直す

ことや、社員がAIなど新しい技術を修得するため

に科目等履修生として受講を薦めるなど、組織的

な連携を通して社

員の学びや気づき

による人材育成

と、企業における

新たな価値創出に

向けた支援を行っ

ています。現在で

は、２つのキャン

パスにて、様々な

リカレント教育プ

ログラムを用意

し、年間約400名

の社会人が参加し

ています(図１)(図

２）。

特　集

社会人が学生・教員と学び合うKITリカレント教育
（社会人の学び直し）の推進

金沢工業大学
大学事務局共創教育推進室長 西川　紀子

図１　本学のリカレント教育全体像

図２　KITリカレント教育プログラム参加者人数
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２．世代を超えた社会人と学生の共創教育
大澤学長が推進する「世代・分野・文化を超え

た共創教育」のうち、「世代を超えた共創教育」にお

いては、在学生と社会人がともに学び合うことで

それぞれの学びの相乗効果を図ります。以下に、

扇が丘キャンパスで実施する、社会人が参加でき

る世代を超えた共創教育プログラムを紹介します。

（１)社会人共学者

本学には「社会人共学者」という制度がありま

す。これは、単位修得を目指した科目等履修生で

はなく、社会人(実務者)から企業内の課題や業界

の現状、専門知識・技術の活用事例の情報提供を

頂くとともに、世代を超えて学生と社会人(実務

者)がディスカッションをすることを目的に授業

に協力参加してもらう制度です。年間約20名程

度の社会人の参加があり、社会人には予め担当教

員より参加いただきたい日時と役割が示されま

す。社会人が参加する授業では、学生は異なる世

代の人とのコミュニケーションにより、同世代と

違う視点や新たな知識が得られる他、実務経験の

ある社会人と触れ合うことで、社会や企業のリア

ルな状況について知ることができるため、社会人

共学者に対する期待の声が高まっています。

また社会人においても、学生と一緒に社会や企

業の課題について意見交換することによって、今

の若者の思考や価値観が把握できるほか、若者と

のコミュニケーション方法やプレゼンの仕方な

ど、自らのスキルへの気付きがあるとの感想があ

ります。科目によっては、指定時間以外の授業に

も参加できるため、改めて基礎知識の学習にも役

立っているとの評価もあり、学生・社会人がとも

に学び合う姿が見られます(写真１）。

特　集

し、毎年約20名の社会人の科目等履修生も受け

入れています。本プログラムは、学生・社会人が

共創学習に参加しやすいよう、夏期・春期休業中

の集中講義として開講しています。「AIとビッグ

データ」「IoTとロボティクス」「情報ネットワー

クセキュリティ」の３コースが全14科目から構

成されており、「AIとビッグデータ」「IoTとロボ

ティクス」コースはそれぞれ６単位修得で履修証

明書が発行されるほか、個別の科目の履修も可能

となっています。個別の科目は１科目１単位とし、

学修時間は２〜３日で修了するため、短期の出張

程度で学修が可能です。

学習レベルは学部１年次を対象とした入門レベ

ルから、学部２・３年次を対象とした基礎・応用

レベルがあります。授業は基本的に演習やグルー

プディスカッションなどアクティブラーニングが

主です。ｅラーニングで聞き流すという学習方法

とは異なり、学部学生とコミュニケーションを図

りながら学習を進めます。ここでも社会人共学者

と同様に世代を超えた共創学習が行われています

(写真２）。

写真１　社会人共学者(中央)の授業参加の様子

（２)情報技術教育(科目等履修生）

企業ではDX(デジタルトランスフォーメーショ

ン)を加速化させるために、AIやIoTを学ぶ機会が

増えています。本学では2019年度より、全学部

生を対象とした情報技術教育プログラムを開講

写真２　社会人(左端)がIoTの授業に参加する様子

（３)ポジティブ心理学と組織活性化(科目等履修

生)

社会では仕事は個で行うことはなく、組織やチ

ームで行われています。一人ひとりが能力を発揮

し、効率よく成果を出すためには、良いチーム作

りが欠かせません。本学では学部生がウェルビー

イングの実践的な方法やポジティブ心理学を活用

した組織改革の有り様に関する基礎的な学習を通

して、チーム学習に活かしています。

社会人向けには、夏期・春期の集中講義として

学部３年次を対象とした「ポジティブ心理学と組

織活性化」(１単位)において、科目等履修生の受

け入れを行っています。これも２日間程度で学修

できる内容となっており、学部生との対話を通し

ながらポジティブ心理学の理解を深め、職場環境

の改善に向けて求められるリーダーシップのあり

方について基本的な手法を演習を通して学習しま
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す。学部生にとっては、未知である企業組織に関

する学習となりますが、これまでのチーム学習等

の経験を踏まえて社会人との対話から企業組織に

ついて理解を深めていきます。ここでも社会人共

学者と同様に、世代を超えた共創学習による相互

の学び合いが行われています(写真３）。(令和６

年度より公開講座として開講する予定）

特　集

の指導方法の改善の大きなきっかけとなっていま

す。教員からは企業と連携することへの理解は高

く、社会人の授業参加は教員にとっても良い緊張

感が増すといった感想があります。社会人の授業

に対する評価は学生よりも厳しいこともあり、大

学教育で求められる知識・スキルや指導方法など

新たな気づきがあるといいます。また、企業の実

態やリアルな課題を現場で働く人から伝えてもら

うことで、学生はそれらを身近に感じることがで

き、社会で必要とされる教養や専門知識・スキル

の必要性の理解が増し、学生の学びに対する姿勢

が変わるといいます。加えて、世代の異なる社会

人が授業に参加することで、学生にも緊張感が生

まれ、教室の空気が変わるため、学生・社会人・

教員にとってもWin-Winになることが多いとのこ

とです。

５．まとめ
本学では、リカレント教育は社会人に学びを提

供するだけではなく、世代・分野・文化を超えて、

キャンパスに集う人たちがお互いに学び合い、相

乗的な学びの価値を創出できる場であると認識し

ています。学びたいと思う人たちが集まるのが大

学であり、本学では誰一人取り残さず、学ぶ一人

ひとりが成長する場をこれからも提供していきます。

参考文献および関連URL
[1] 金沢工業大学リカレント教育プログラム

https://www.kanazawa-it.ac.jp/rec/

[2] 世代・分野・文化を超えた共創教育(金沢工業大

学）

https://www.kanazawa-it.ac.jp/kitnews/2016/

20160405_education.html

[3] KITコーオプ教育プログラム(金沢工業大学）

https://www.kanazawa-it.ac.jp/intern/midterm/

index.html

写真３　社会人と学生の演習の様子

３．実務を通して学生と学び合う
「KITコーオプ教育プログラム」[3]

本学には約４か月間、学生が有償で企業に雇用

されながら、企業の一員として企業が抱えるリア

ルな課題を解決する活動に参加する「KITコーオ

プ教育プログラム」があります。2020年から開

始した本プログラムは、主として進学予定の４年

次または大学院生が卒業研究や修士研究の活動の

一環として取組み、４年間で企業30社に50名の学

生が派遣されています。

本プログラムにおいて、学生は、企業の業務計

画等で示される新たな事業開発や改善が必要な課

題解決に向けて取り組みます。学生はリアルな企

業現場で機密保持や業務特有の制約を受けなが

ら、技術開発や課題解決の提案・社会実装に向け

た実験・実証等の実践的な学習を行います。社会

人である企業担当者は、メンターおよび実務家教

員として学生の指導に当たりながら、本務として

企業の課題解決に取り組みます。

先輩社員として、学生が提案する専門的な解決

提案や実践活動に関するアドバイス・相談に応じ

ることが必要となるため、課題解決に向けた成果

以外にも、これまでの業務の見直しや自らの能力

に対する気づきが得られ、リーダーシップやこれ

までと異なる新たなスキルが身に付けられるとい

った評価をいただいています(写真４）。

４．教員の学び、そして授業改善へ
大学の授業や研究活動に社会人・企業を受け入

れることについては、教員にとっても授業や学生

写真４　企業内で課題に取り組む学生と社会人

https://www.kanazawa-it.ac.jp/kitnews/2016/20160405_education.html
https://www.kanazawa-it.ac.jp/intern/midterm/index.html
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１．はじめに
昭和29年開校の福岡高等栄養学校を出発点に

発展した中村学園大学は、「食の中村」として知

られ、特に管理栄養士の国家試験では全国トップ

レベルの合格者数を誇ります。

本学が提供する「食MBAリカレント教育プロ

グラム」は、社会人を対象としたオンラインの教

育プログラムです。このプログラムは学内シーズ

を生かしながら、地元企業のニーズに応えるため、

「食×ビジネス」に特化したリカレント教育を提

供し、「食産業の高付加価値化に寄与する食イノ

ベーション人材」を育成することを目的として開

講しました。受講対象者は、食関連分野の企業や

団体でキャリアアップを目指す方を中心に、管理

栄養士や食関連分野において独立や起業を目指す

方など幅広い方々に受講いただいています。

ここでは、開発の背景や本プログラム内容とと

もに、社会人が受講しやすい工夫や取組みについ

て紹介します。

２．プログラム開発の背景
創立者中村ハル先生は、日本人に必要な栄養の

知識や食を非常に大事にしていました。学園の前

身である食物栄養学科が設立されてから現在に至

るまで、食に特化した様々な取組みや産学官連携

事業を実施してきた70年という歴史と実績があ

ります。

平成29年度には、食産業に携わる企業の方や

自治体とコンソーシアムを作り、「食産業で求め

られる人材」について議論をしました。また、国

内外の食分野の人材育成を担う教育機関の調査を

行い、あらゆる視点から食産業の関係者がどのよ

うな人材を求めているかを考察し、大学のプログ

ラムとして「フード・マネジメント学科」を開設

しています。開設後も企業との交流の中で、「フ

ード・マネジメント学科で学ぶような授業を社会

ICT活用によるリカレント教育(社会人の学び直し)の推進

人向けにも作ってほしい」というお声をいただき、

卒業生や食産業で働く人々の活躍のための一助に

なればと考えたことが開発のきっかけです。折し

も、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、飲

食サービス業を含む食産業は大打撃を受けまし

た。このような食産業の状況を鑑み、アフターコ

ロナを見据えた学びの機会にしてもらえればと、

令和３年度から本プログラムを開講しました。

開講にあたっては、令和３年度に文部科学省

「就職・転職支援のための大学リカレント教育推

進事業」の一環としてベーシックコースを、令和

４年度には同省「DX等成長分野を中心とした就

職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」

でアドバンスコースを、さらに令和５年度には同

省「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリ

カレント教育推進事業」の一環としてプロフェッ

ショナルコースを開講し、予定していた３コース

全てを開講することができました。

３．プログラムの具体的な内容
前述の通り、社会人向けプログラム構築の必要

性を感じながら、国内外の教育課程の違いを調べ、

今後の日本の食産業を支えるために必要なリカレ

ント教育のカリキュラム案を作成しました。これ

が、現在のプログラムのベースとなりました。海

外には、経験を積みながら理論を学び研究して、

理解を深める学問体系になっている国もあり、こ

のような海外の高等教育機関を参考に、食MBA

プログラムはカリキュラムを組み立てています。

プログラムでは、食産業で活躍するために知っ

ておくべき３つの領域「食マネジメント」「食技

術」「食文化」について学ぶことができるように

なっています(次ページ図１)。食マネジメント領

域では、食に関わる経営戦略やマネジメントを学

び、食技術領域では調理や栄養科学を含む食技術

を習得します。さらに、食文化領域では、和食を

特　集

食×ビジネスの専門知識をリカレント教育で届ける

学校法人中村学園 
経営企画室係長 石井　沙耶香
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４．受講に関する工夫
（１)社会人を対象とした授業運営

対象とする受講生が社会人であり、特に飲食業

は一般的に休日が不定期であることなどを考慮

し、授業は一部科目を除き原則オンデマンド配信

としました。１つの講義動画は最短15分で、忙

しい社会人の方にも時間を有効活用しながら、好

きな時間に学べる仕組みとなっています。受講生

は、オンデマンドのメリットを活用し、隙間時間

含む世界各国における食文化を学ぶことでグロー

カルな視点を学んでいきます。

特　集

図２　構成する３コース(HPより）

また、プログラムは、基礎、応用、発展と到達

レベルに合わせて選ぶことができるように３つの

コースで構成しました(図２）。「ベーシックコー

ス」では、基本的な経営戦略やマーケティング、

基礎調理学などを学ぶことができ、食産業で必要

とされる民間資格の初級レベルに対応していま

す。次に、「アドバンスコース」ではホスピタリ

ティマネジメントやイノベーション戦略、DX戦

略、応用調理学など各分野の応用的な知識を学ぶ

ことができます。特にアドバンスコースで特徴的

なのは、料理とお酒のマリアージュを体験すると

いう社会人ならではの調理実習が組み込まれてい

る点です。詳しくは後述しますが、社会人が受講

するための工夫としてドロップアウト防止の観点

からも、受講生同士の交流機会として設定しまし

図３　受講画面例(Cloud Campus）
※Cloud Campusは株式会社サイバー大学が開発したeラーニングプラットフォームです。

図１　プログラム領域のイメージ

た。さらに、「食マネジメント」「食技術」「食文

化」の３領域を融合させた実践的な「プロフェッ

ショナルコース」では、戦略実現に役立てる人材

マネジメントや食産業の海外展開、ホスピタリテ

ィを浸透・実践させるための技術を学びます。プ

ロフェッショナルコースでは、一部でオンライン

でのリアルタイム授業を実施し、講師と受講生、

受講生同士のディスカッションを通して、学びを

深めていくコースになっています。
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で受講したり、講座の再生速度を調整しながら自

身の理解度に合わせて視聴したりと、工夫しなが

ら学ばれています。

また、本プログラムでは視覚的に自らの学習状

況(受講の進捗やレポートの提出状況など)をグラ

フで見ることができる学習管理システムを導入し

ています(前ページ図３)。これにより、受講者自

身が受講状況を管理しやすく、管理者側も受講に

遅れが見られる方や、長期休暇のような受講が進

みやすいタイミングで、定期的な激励の連絡を行

っています。

社会人が受講するための工夫として、スクーリ

ングにも配慮しました。アドバンスコースでは、

前述の通り調理実習を含む科目を１科目加えてい

ますが、事前学習としての調理示範動画を活用す

ることで、１日のみのスクーリングを可能としま

した。さらに、プロフェッショナルコースでは、

オンライン上でのリアルタイム授業を設けていま

すが、授業は平日夜間や土曜日などに実施し、受

講しやすい時間帯にも考慮しています。

このようにオンラインをメインとしつつも、調

理実習による対面授業で、実際に受講生と接する

機会を設けたり、リアルタイムでの授業を実施し

たりする中で、モチベーションの維持に加えて、

共に食産業の発展を志す者同士のネットワーク構

築の機会にもなっています。

（２）選べる受講プラン

各コースでは、全科目を受講し、修了証として

オープンバッジ(図４)を授与することができる

「修了証取得プラン」と、好きな科目を選択して

受講できる「部分受講プラン」の２パターンを用

意しています。体系的に学べる「修了証取得プラ

ン」では、コースを修了した方に国際標準規格に

準拠したオープンバッジを授与しており、SNSで

公開したり名刺に記載したりしている受講生も見

られます。

（３)法人向けオーダーメイドプログラム

食産業と一言でいっても、製造業から卸売業、

外食・中食とその業務形態は広範囲に及びます。

また、各企業にて育成したい役職や階級も異なる

ため、必要とされる人材像や従業員の方に求める

スキルを把握し、最適な学習プランを提案する仕

組みを構築しました。提案にあたっては、受講期

間にあわせた週当たりの授業時間などの要望を伺

い、科目構成を行っています(写真１）。

５．受講生の声や今後の展望

受講後の受講生の様子を伺うと、「起業を考え

て受講し、プログラムで得た知識を使って会社設

立に向けて奮闘中です。」「ビジネスプランコンテ

ストで食をテーマにした地域活性化プランで奨励

賞を受賞しました！」「育休中の時間を成長の機

会にしたいと受講し、会社に貢献できるという自

信を持って復帰できました。」など、嬉しい報告

をいただいています。

これらの結果は、連携企業や団体の皆様の協力

を得ながらプログラムを開発し、授業には外部講

師としても登壇いただくなど産学官連携で取り組

めた結果ではないかと考えています。今後もプロ

グラムをさらに充実すべく、企業および受講生か

らのニーズが高い分野を増やしていく計画で、最

終的には修士課程の設置も目指す予定です。

また、本学と企業の関係だけでなく、受講者と

企業とのつながりも築くことができています。例

えば、副業的な形になりますが、受講生と外部講

師を担当された企業とで新しいビジネスも生まれ

ており、大学がハブとなって地域や産業の発展に

つながる芽が出始めていると感じています。今後

も日本の食産業の発展の一助になるべく取り組ん

でまいります。

特　集

図４　オープンバッジイメージ

写真１　導入後インタビュー(YouTube掲載）
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１．はじめに
本稿では、本学を代表として大規模な産学連携

により筆者を事業責任者として進めている社会人

向けのIoT・AI・DX分野のリカレント教育プログ

ラム「スマートエスイー」[1]の工夫やリカレント

教育の展望を説明します。

スマートエスイーは、IoT・AI・DX分野の履修

証明プログラムであり、職業実践力育成プログラ

ム(BP)の認定を受けています。文部科学省の

2017年度補助金「成長分野を支える情報技術人

材の育成拠点の形成enPiT-Pro」に本学を代表と

して14大学、モバイルコンピューティング推進

コンソーシアムを含む20超の企業・団体の産学

連携によるリカレント教育プログラムとして提案

採択され、2017年度に立ち上げたものです(図１)。

その後は本学データ科学センターの事業として継

続実施しています。

具体的には2018年度からIoTシステム技術検

ICT活用によるリカレント教育(社会人の学び直し)の推進

定・中級合格相当者向けに履修時間120時間以

上・６か月のIoT/AIコースを実施し、IoT・AI・

ビッグデータの各技術を深めた上で、領域を超え

た価値創造をグローバルにリード可能な人材を育

成しています。加えて文科省リカレント教育推進

事業の採択に基づき、2022年度にビジネス経験

者向けのDXコースの新設、さらには2023年度に

サステナビリティに係るプログラム全体の拡充と

運営の持続性向上からなるサスティナビリティト

ランスフォーメーションを進めています。

２．カリキュラムの設計と特徴
立ち上げにあたり、企業・団体へのヒアリング

等を通じてIoT・AIや無線通信等の要素技術群の

一通りを抑えたうえで、ビジネスへの実展開を構

想可能な実践力を備えたイノベーティブなプロフ

ェッショナルのニーズが高いことを確認しまし

た。そこでニーズに応えるために、特に以下に応

えるように教育プログラムを

構築して実施しています。

具体的には、自社展開済み

のキャリア育成プログラムの

弱みを補完する教育プログラ

ムのニーズを確認したため、

イノベーション理論を含むビ

ジネス、アプリケーション、

情報処理、通信・物理および

総合実践の５領域すべてを網

羅したフルスタックの科目群

を提供して応えています。特

に、センサ・モノのインター

ネット(IoT)によるビッグデ

ータの取得からクラウドを経

た機械学習・人工知能(AI)活

用に至るデータ駆動・循環の

技術群を学び、さらにはイノ

特　集

スマートエスイーによる早稲田大学を代表とした産学連携
によるIoT・AI・DXリカレント教育の取組みと課題･展望

早稲田大学
グローバルソフトウェアエンジニアリング研究所 所長
理工学術院 教授・データ科学センター 管理委員

鷲崎　弘宜

図１ 　スマートエスイーの立ち上げにおける全体像と連携
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ベーションの実現力をIoT・AIコースにて養成し

ています(図２)。

加えて、IoT・AIデジタル技術領域を理解し、

DXおよびデジタルビジネスの企画・立案・推進

を担う人材育成のニーズを確認したため、DXコ

ースを設立し、ビジネス領域を手厚くしたカリキ

ュラムにおいて、ビジネス経験を有する幅広い受

講者層に向けて、新たな価値創造を推進するビジ

ネス×デジタルマインド・技術を扱う人材を育成

しています。

設置科目群を、先端スマートシステムや関連技

術の国際的な標準的枠組みRAMI4.0、国内産業界

標準である経産省iCD/ITSS+、ならびに情報通信

技術に全般におけるグローバルなスキル標準の一

つであるSFIA Frameworkに基づき、スキル・知

識体系へと対応付けることで、他の講座群と組み

合わせたキャリア育成計画を容易としています。

必要な科目を網羅的体系的に用意し、さらにプ

ロジェクトベース科目を豊富に用意することで、

実践性を実現しています。関連して、情報技術を

ビジネス展開に活かせる人材育成というニーズを

確認したため、イノベーション＆デザイン思考、

ビジネスモデル仮説検証プログラムを用意し、全

科目にビジネスとの接続を意識したケーススタデ

ィや演習を組み入れています。受講者においてほ

ぼ全科目で産学両面からの講師陣で講義演習の指

導にあたり、さらには受講者の実課題に対して講

特　集

師のマンツーマンもしくはグループ指導下で解決

にあたる修了制作(IoT・AIコース)ならびにDXゼ

ミ(DXコース)を通じて高い実践性を養っていま

す。

加えて広く一般への学習機会として、専門科目

の一部について演習無しで、オンライン講義プラ

ットフォームJMOOC上で無償提供しています。

加えて１科目は英語化しedX上でも無償提供して

います。

３．プログラムの評価と育成効果
有料のIoT・AIコースならびにDXコースについ

て毎年それぞれ25-30名程度が修了し、修了者の
75％-95％が評価アンケートにて総合満足と回答
しています。また修了１年後調査では、80-90％
の方々が業務改善や開拓へつながったと回答し、

修了制作の成果を発展させた共同研究を通じた論

文発表や独立・起業事例も得られ、高い育成効果

を実証しています。

JMOOC上のオンライン科目を４年間で約

90,000名履修登録し、最高80％以上が満足と回

答しています。

ほぼ全科目で実践に優れた産業界と理論に優れ

た大学の両方から第一線の講師が開発・指導し、

受講アンケートに基づき継続的改善にあたってい

ます。またセミナーを20回超実施し、3,600名強

の参加登録を得ており、技術や考え方の普及や啓

図２　スマートエスイーの各領域において設置している科目群
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蒙に取り組んでいます。加えて筆者らが主導して

教育プログラムの開発実施ノウハウと展望をまと

めた論文・解説公開(例えば[2][3][4])や教科書執

筆、対外講演を通じた積極的な一般展開を進めてい

ます。

これらの実績が認められた結果、文科省

enPiT-Pro事業としての最終評価において最高の

S評価を受け、文部科学大臣表彰や経済産業省局

長賞(工学教育賞)、電子情報通信学会　第６回

教育優秀賞ほか多数の表彰を拝受しました。また

内閣官房日本経済再生総合事務局「未来投資戦略

2018」において、AI時代に求められる人材の育

成の先端的な取組・事例として紹介され、日本経

済新聞やBS朝日、NHKほか、多数の報道や掲載

を得ています。

４．オンラインファースト化
コロナ禍に伴い2020年度は、準備済みのオン

デマンドコンテンツを活用するとともに、実機を

受講者に配布し、全講義演習をオンラインで実施

しました。場所を選ばず学びの機会が広がり、議

論やチーム演習もスムーズに進行しました。ただ

し、一部のデバイスにおける細かな質問対応や、

受講者間の打ち解けたコミュニケーションのあり

方などに幾らかの難しさもありました。

そこで以降は、特に実機演習やチーム討議を主

とする科目を中心に対面機会を用意したハイブリ

ッド実施とし、オンラインと対面のそれぞれの良

さを生かしつつ受講者の都合に応じて柔軟に選択

可能としています。

５．コンソーシアムと地域展開
連携組織へのニーズ調査に基づき、先進的な教

育をさらなる人材育成や交流、研究へ展開するた

めのコンソーシアムを設立しています。地域展開

として石川県庁、小松製作所および業界団体と連

携してスマートエスイーIoT/AI石川スクールを立

ち上げて、ものづくり産業に応じて教育をカスタ

マイズし実施しています。

交流機会としては、産学連携フォーラムをはじ

めとする数多くのシンポジウムおよびセミナーを

開催しています。

研究機会としては、修了者や講師が修了制作お

よび教育成果を論文にまとめて発表するととも

に、ワーキンググループを設立し特定テーマの調

査研究を進め、その成果を教育へと還元するサイ

クルを進めている。例えば2020年度には、DX時

代のビジネス目標達成の戦略とその実行プロセス

および方法論について調査研究を進め、2021年

度にも後継の研究活動を実施し、その成果をDX

コースの科目として取り込みました。こうした研

究と教育の循環に引き続き取り組んでいます。

６．アジャイルな運営とリカレント教育
の展望
こうした様々な活動を社会ニーズに即して短期

間で進めるカギは、アジャイルマインドに基づく

迅速かつ柔軟な運営にあります。受講者・修了者

からのアンケートやヒアリングを通じた継続的改

善に加え、顧客である業界団体や企業と密に連携

してニーズの把握と改善のサイクル、価値提供を

高速に回してきました [3]。機敏な意志決定にあた

り大学内部の理解も不可欠であり、大学の中長期

ビジョンにおいて社会人教育を明確に位置付ける

とともに関係各所との密な情報共有を図っていま

す。

今後は、スマートエスイーをはじめとするリカ

レント教育プログラムを通じて、様々な立場の社

会人がデジタル技術を習得し、DXをリードする

ことが期待されます。その発展に向けて、各プロ

グラムの実践性向上や位置づけの整理、さらには

オープンバッジに代表される学習歴の共有と相互

運用の促進が期待されます。スマートエスイーで

は修了制作などを通じて実践機会を最初からプロ

グラム内へ組み入れています。

加えて、社会におけるメンバーシップ型からジ

ョブ型への人材採用と職務遂行の転換や、継続的

な学習への経済的支援の増大も重要であり、スマ

ートエスイーとしても各方面と連携しつつ社会変

革へと貢献してまいります。

謝辞
スマートエスイーは文部科学省のリカレント教

育事業他の採択を得て進めてきました。講師陣を

はじめ関連大学・企業・団体、学内や運営ほか関

係各位に御礼申し上げます。
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１．はじめに

企業や組織の将来の成長、競争力強化のために

IT技術を活用し、新たなビジネス・モデルを創

出・柔軟に改変するデジタル・トランスフォーメ

ーション(DX)が注目されています。経産省が

2018 年に発行したDXレポート[1]によれば改革施

策の一つとして「ユーザ企業のあらゆる事業部門

で事業のデジタル化を実現できる人材の育成」が

あげられ、ビジネスとITが分離されていた国内の

IT 業界で融合的なスキルを持つ人材の育成が課

題の一つになっています。

本プログラムは、そのような人材の育成を目的

として2016年度から検討を始め、2019年度から

社会情報学部の履修証明プログラムである青山・

情報システムアーキテクト育成プログラム

(Aoyama Development Program of Information

Systems Architect、以下ADPISA)[2]として社会人

教育を開始しました。2022年度からは初級、中

級、上級の３プログラムに編成され現在に至って

います。

２．ADPISAの目標、位置付け

ADPISAの目標は、「新たな価値を創造する情報

システムアーキテクトを育成すること」です。こ

こでいう「情報システムアーキテクト(IS アーキ

テクト）」の位置づけを図１に示します。

ICT活用によるリカレント教育(社会人の学び直し)の推進

従来、情報システムというと、IT技術を使った

コンピュータを中心にしたシステムのことを指し

ていました。このシステムを企画、設計できる人

材を ITアーキテクトと呼んでいます。一方、

ADPISAでは、この(従来の定義での)情報システ

ムを「狭義の情報システム」ととらえ、そのシス

テムを使う人間や、利用する組織やプロセス、さ

らには社会までを含めた情報システム学[3]におけ

る「広義の情報システム」を対象とします。この

広義の情報システムを企画、設計できる人材をIS

アーキテクトと呼び、ADPISAではこの人材を育

成することを目的としています。

３．ADPISAの教育内容

(１)教育プログラムの概要

ADPISAは、ISアーキテクトの育成を最終目標

に、図２で示すようなADPISA-H、ADPISA-M、

ADPISA-Eという３つの履修モデルで構成されて

います。

特　集

青山・情報システムアーキテクト育成プログラム（ADPISA）

青山学院大学
社会情報学部学部長 教授

青山学院大学
社会情報学部 教授

(左から　山口、居駒、宮川）

青山学院大学
社会情報学研究科プロジェクト教授 山口　理栄

居駒　幹夫
宮川　裕之

図１　ITアーキテクトとISアーキテクト

図２　ADPISAのプログラム構成

上級履修モデルののADPISA-H は、2019年度

から実施しているDXリーダー向けの情報システ

ム教育です。中級履修モデルのADPISA-Mは、

DXリーダーを目指すIT職種経験者を対象にして



います。エントリーモデルのADPISA-Eは、2021

年度のADPISA-F(女性対象)の後継プログラムで、

単なる初心者向けIT教育ではなく、DXに対応し

た情報システム教育として再編成し、プロジェク

トマネジメント等ITSS2相当の知識・スキルもカ

バーしています。

ADPISA-H、ADPISA-Mは120時間／60時間履

修証明プログラムであり、H、M、Eの定員はそ

れぞれ20名、30名、30名です。

なお、ADPISA-M、Eは、令和３年度文部科学

省事業「DX等成長分野を中心とした就職・転職

支援のためのリカレント教育推進事業」に、そし

て令和４年度文部科学省事業「成長分野における

即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事

業」に採択されました。

(２)教育プログラムの特徴

ADPISAの教育には、以下のような特徴があります。

・大学ならではの体系的な教育を目指し、基

礎知識を重視

・自律的に学びを継続できるための学び方の

習得を支援

・ソフトスキル系、ライフデザイン系の科目

を設置

・多様なバックグラウンドやニーズを持つ受

講生のために、キャリア／テクニカルコー

チによる支援を提供

キャリアコーチングでは個人との経験、価値観、

興味関心をもとに、理想的なキャリアの選択（キ

ャリアチェンジ、転職、セカンドキャリア）につ

いて支援するのに対し、テクニカルコーチングで

はスキルや業務経験をもとに学ぶべき技術分野、

選択科目の提案、学び方などについて支援します。

（３)教育プログラムの詳細

上級履修モデルのADPISA-Hの2023年度の実

施結果は、120時間コースに15名が参加し、全員

が修了しました。実施科目を表1に示します。実

施環境としては青山キャンパスでの対面(ハイブ

リッド)授業を中心とし、一部はZoomによるオン

ラインで実施しました。受講生は15名中会社派

遣が１名、個人参加が14名。職種はIT職が11名、

その他が４名。年齢は36歳から59歳で、平均は

46歳でした。

中級履修モデルのADPISA-Mでは2023年度29

名を受け入れました。うち12名は製造業からの

団体受講であり、これらの受講生には一部のプロ

グラムを企業ニーズに合わせる形で追加して実施

しました。受講生は会社派遣が団体12名＋２社

２名、職種はIT職16名、その他13名(コンサルタ

ント、生産技術等)、年齢は30歳から64歳で平均

は44歳でした。

エントリーモデルのADPISA-Eは、ITを体系的

に学んだことがない社会人を対象とし、DX分野

の人材としてITと情報システムの基礎を習得させ

るものです。定員30名に対して75名の申し込み

があり、30名(女性22名男性８名)を選定しました

(１名辞退)。授業は一部の授業を青山キャンパス

で実施し、IT基礎科目、IT職種対応科目はオンラ

イン授業およびオンデマンドで実施しました。受

講生の職業は会社員26名、公務員２名、無職１

名。年齢は22歳から61歳で、平均は40歳でした。

「楽しく学べるプログラミング入門」ではScratch

でプログラミングして図形を描き、それをコンピ

ュータミシンで刺繍するという授業を行いました

(写真１)。
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写真１　ADPISA-E楽しく学べるプログラミング入門

ID 科目名 分類 時間数

A 情報システム入門 必修 30.0

C チェンジを推進するビジネスアナリシス 必修 15.0

D セキュアな企業と報システム 選択 15.0

E データサイエンスを活用した情報システム構築 選択 22.5

F 情報システムのプログラムマネジメント 選択 15.0

G プロジェクトを成功させるための見積もり技術 選択 15.0

I DX を加速し，チェンジを生み出すリーダーシップ 選択 15.0

J 企業のアジリティを生むIS投資計画 選択 7.5

K アジャイル開発を成功させる組織マネジメント 選択 7.5

Y 選択科目群（Udemy business） 選択 30.0

Z 情報システムアーキテクト実践研究 必修 15.0

表１　ADPISA-H 実施科目
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(３)運営体制

ADPISAは社会情報学部内のADPISA事務局を

主体に社会連携部や関連する事務部門との協力で

運営されています。さらに、学内外の講師で形成

される講師会議により科目間の連携や情報共有を

実施しています。また、学外の有識者による外部

評価委員会、文科省事業実施時に設置が義務付け

られた事業実施委員会との協議を実施しています。

４．実績

(１)教育の実績

2021年度から実施しているADPISAプログラムの

受講者数は、2021年度：ADPISA-F、ADPISA-H

で64名、2022年度：ADPISA-E、ADPISA-M、

ADPISA-Hで81名、2023年度：ADPISA-E、

ADPISA-M、ADPISA-Hで79名であり、延224名

になります。受講者のプログラムに対する評価は、

５段階評価で平均4.8(５人いれば４人が最高評価)

という結果を得ました。

2023年度から始めたコーチングへは、キャリ

ア、テクニカルともに高い評価が得られました。

修了生からは「情報システム学の学習により組

織活動全体で捉えることの重要さをはじめとし

た、企業では学べない理論を知ることができた」

「学ぶ事の楽しさ、視野を広げ選択肢を増やすこ

とが自分の糧になってゆく心強さを実感した」と

いう感想がありました。

（２)国会議員による視察

2022年10月に文部科学省総合教育政策局生涯

学習推進課からの依頼で文部科学部会の衆議院議

員と文部科学省の局長による視察がありました。

大学によるリカレント教育の視察が目的で、プロ

グラミング体験、大学との意見交換、授業の視察、

受講生との意見交換等に対応しました。

（３)東京都女性活躍推進大賞

2021年度の「女性のためのITリカレント教育

プログラム　ADPISA-F」が東京都が主催する東

京都女性活躍推進大賞の教育部門において優秀賞

を受賞しました。（写真２）

（４)BA賞

IIBA日本支部が実施する「BA賞2023」に

ADPISAが選定されました(BA：ビジネスアナリ

シス）。ADPISAの受講者が毎年増加しており、

BAの普及に大きな影響を及ぼしているとして評

特　集

写真２　東京都女性活躍推進大賞贈呈式

５．今後の課題

ADPISAが目的としてきた情報システムアーキ

テクトの育成については一定の成果を得てきたも

のの規模が小さく、受講を必要としている人材の

多くが所属する企業へのさらなるアプローチが必

要です。そこで、2023年度からADPISA PLUSと

いう形で個別の企業のニーズに応える形で

ADPISAの各科目を柔軟に組み合わせてプログラ

ムを提案する取組みを開始しました。また、大学

の所在地自治体での産学連携を促進し、あらゆる

組織のDXへの取組みに協力していきたいと考え

ています。

参考情報および関連URL
[1] DX: Digital Transformation, IT の浸透による新ビ

ジネスの創出，改革を目指す動き

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_servic

e/digital_transformation/20180907_report.html

[2] 青山・情報システムアーキテクト育成プログラム

https://adpisa.si.aoyama.ac.jp/adpisa/

[3] 浦昭二，細野公男，神沼靖子，宮川裕之共編著 :

情報システム学へのいざない，培風館(1998）

写真３　BA賞受賞式

価されました。（写真３）

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation/20180907_report.html
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１．はじめに

本学のリカレント教育課程では、2023年10月

に「次世代リーダーを目指す女性のためのDX人

材育成コース」を開講しました。このコースは、

DX推進人材の育成並びにデジタル分野における

女性のリーダーシップの推進を目的とし、学びへ

の意欲の高い就労中の女性の方々を対象とするも

のです。

日本で初めての女性のための総合大学である本

学の「リカレント教育」は、創立者成瀬仁蔵の

「生涯教育」の理念、即ち、「私たちが生涯を通し

て学び続け、成長し続けることが大切である」と

いう教育理念のもとに実施しております。リカレ

ント教育のフロントランナーとして取組みを推進

してきましたが、今新たなデジタル時代を迎えて

います。

コロナ禍を契機に社会で急速に多様化した学び

方・働き方の現状を踏まえて、デジタル社会の基

盤となるICTの活用・推進とあわせ、本学リカレ

ント教育課程が女性活躍の推進に向けて、どのよ

うに取り組んでいるのか紹介したいと思います。

２．リカレント教育とICTの活用・推進

の取組み

「女性活躍の推進」は、政府においては「女性

活躍・男女共同参画の重点方針2024」等で重要

な課題と認識され、また国際的なレベルでは、

2023年６月に開催された「G7栃木県・日光男女

共同参画・女性活躍担当大臣会合」において女性

の経済的自立などの課題に関する取組みや方針が

とりまとめられています。

こうした中、本学リカレント教育課程では、女

性のためのリカレント教育の推進に向け、内閣

府・文部科学省・経済産業省・厚生労働省・観光

庁等の省庁、東京都・文京区などの自治体、東京

ICT活用によるリカレント教育(社会人の学び直し)の推進

商工会議所や関係企業からのご支援や、他大学と

の連携を通じ、さまざまな活動を展開してきました。

大学間では、2019年度に「女性のためのリカ

レント教育推進協議会(FRE）」を発足させ、現在は

京都女子大学など８大学共同で、オンラインシン

ポジウムの開催などの普及啓発活動を行ってお

り、また実務家教員養成の面では、社会構想大学

院大学を代表校とした取組みに参画してきました。

本学のリカレント教育課程では、「次世代リー

ダーを目指す女性のためのDX人材育成コース(DX

人材育成コース)」のほか、「働く女性のためのラ

イフロングキャリアコース(働く女性コース)」、

「再就職のためのキャリアアップコース(再就職コ

ース)」と、それぞれ特色の異なる３つのコース

を提供して、社会人女性の学び直しを支援してい

ます。いずれも文部科学省「職業実践力育成プロ

グラム(BP)」に認定されている履修証明プログラ

ムで、大学という教育機関だからこそ、体系的な

学びを通して知識やスキルを身につけるだけでな

く、働く姿勢やマインドの醸成を目指すものとな

っています。

ICTの活用・推進の面では、各コースの特性に

あわせてICTを利用したカリキュラムを提供して

おり、さらにICTを学ぶ科目も取り入れています。

「DX人材育成コース」ではDXの仕組みを理解し

ながら、幅広いスキルを習得しマインドを高める

など、総合的な力をつけることができます。「働

く女性コース」(2021年度開設)と共に全面オンラ

イン授業としていますので、どの地域からでも受

講することができるようになっています。コロナ

禍前は対面形式のみで行っていた「再就職コース」

(2007年度開設)でも、現在ではオンラインと対面

の混合形式で実施しています(次ページ写真１)。

運営の面では、本学の学部・大学院が利用して

いるLMS(学習管理システム)のmanabaを導入し、

特　集

女性のための「DX人材育成コース」とリカレント教育

日本女子大学
生涯学習センター所長・文学部英文学科教授 髙梨　博子
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お知らせの通知、課題の提出、教員への質問や教

員からのフィードバックに活用することにより、

スムーズな授業運営が可能となっています。オン

ライン授業は主にZoomやTeamsを使った双方向

型で実施していますが、ブレイクアウトルームな

どの機能を利用して、受講者同士のグループワー

クやディスカッションの活性化にも役立てています。

次に、各コースの概要とICTの活用・推進の取

組みについて、詳しく説明していきます(表１）。

＜DX人材育成コース＞

「DX人材育成コース」は、文部科学省の事業

の採択を受け、コロナ禍で顕在化した日本の職場

におけるDX導入の遅れやDX人材不足を解消する

ために、DX推進人材の育成並びにデジタル分野

における女性のリーダーシップ推進を目指すもの

です。本学理学部の協力を得て、DXやICTの総合

的な知識が得られる概論科目のほか、データ処理

特　集

やツール学習などの演習、ビジネススキルやキャ

リア形成に関する科目も提供し、DXについて体

系的に学ぶことができるコースとなっています。

受講者が同じコンピューター環境で学習できる

ように、予め必要なソフトウェアをインストール

したPCを貸与して行うプログラミングの科目や、

実務家がDX推進事例を紹介する科目もあり、多

くの方々に履修していただいています。なお、こ

のコースは、厚生労働省「一般教育訓練給付金講

座」に指定されています。平日夜間と土曜日にす

べてオンラインで授業が行われるため、働きなが

ら学びやすい環境となっています。

受講者は、すでに社内でDXを推進していく立

場にあるチームリーダーや管理職の方、将来管理

職を目指している方など、ICTのリスキリングに

よって職場に変革をもたらし、日本の経済や社会

を牽引していこうという気概にあふれる女性たち

です。

第１回生の修了生からは、「カリキュラムが多

岐に亘り、DX推進だけでなく幅広い日常業務へ

の応用が効く内容だった」、「実務で即利用できる

スキルが身についた」、「今後のキャリアアップの

機会に大きく影響してくるのではないかとワクワ

クしている」などの感想が聞かれました。

＜働く女性コース＞

「働く女性コース」は、2021年度に全面オン

ラインで開設しました。2018年度に採択された

文部科学省の事業の一環として、社会人女性や企

写真１　ハイブリッド修了式の様子

表１　日本女子大学リカレント教育課程 2024年度 ３コースの概要
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業を対象としたニーズ調査を行い、その結果を踏

まえて、英語やICT、プレゼンテーションをはじ

め、ニーズの高いビジネススキルやキャリアデザ

インなどの科目を設置しました。調査結果からは、

学び直しを求める社会人女性が、離職した方だけ

でなく就労中の方にも増えていることがわかりま

したので、働く女性に受講していただけるように

授業時間を平日夜間と土曜日に設定しました。ま

た、時間を有効に使えるようオンライン実施にす

ることにより、全国から、さらには海外からも受

講されています。このコースは、厚生労働省「特

定一般教育訓練給付金講座」に指定されています。

修了生の声としては、「受講生同士がディスカ

ッションして意見をまとめ発表し、それをもとに

授業を進めていくなど受講生参加型の授業が多

く、普段周りにいる人とは違う考えを聞くことが

できとても新鮮だった」、「異なる年代、異業種の

受講生と一緒に学びの楽しさを味わうことができ

た」、「総合的にビジネススキルを習得できるプロ

グラムが用意されているので、マネジメント層を

目指している方にお勧め」などがあります。

オンラインの利便性が、様々な年齢、業種、職

種の方々と共に学び、意見を交わし、切磋琢磨で

きる環境を創造していることがわかります。さら

に、体系的なビジネススキルが身につけられるこ

とに加え、「人材育成の導入理論」など、キャリ

アアップを目指す女性のための科目も取り揃えて

いますので、管理職を目指したい方にも適したカ

リキュラムとなっています。

＜再就職コース＞

「再就職コース」は、社会人女性のエンプロイ

アビリティ向上と再就職支援を目的に本学リカレ

ント教育課程の創設時から継続しているコース

で、厚生労働省「専門実践教育訓練給付金講座」

に指定されています。

必修科目に英語やICTスキルのほか、自身のキ

ャリア設計について考える「キャリアマネジメン

ト」の科目を設置し、再就職支援としては、キャ

リアカウンセリングを行う他、東京商工会議所、

東京都労働局、文京区の支援による企業説明会を

開催しています。

修了生の感想としては、「勇気をもって第一歩

を踏み出し、じっくり学べた」、「再就職を果たし

て新しい自分になることができた」、「良き仲間に

巡り会えた」、などがあり、他の受講者たちと共

に学ぶ中で相互に刺激し合い、自己成長が促進さ

れていることがわかります。

コロナ禍では、対面授業からオンライン授業へ

の移行について不安もありましたが、実際に行っ

てみると、オンラインでも Zoomや Teamsを使っ

た双方向型授業がほとんどなので、全員がビデオ

をオンにして顔が見える状態で参加し、講師や他

の受講者たちと共に学ぶ環境を維持することがで

きました。ブレイクアウトルームを使ったグルー

プワークでは、かえって対面よりも発言しやすい

と感じることもあったようです。また、オンライ

ン授業は通学不要なので、その分時間を有効に使

うことができて履修しやすく、その結果、より多

くの授業を履修できるなどの利点があることもわ

かりました。「プレゼンテーション」など、科目

によっては対面の方がより効果が期待されるもの

もあるので、2021年度からは対面とオンライン

それぞれの良さを活かした混合型の授業形態を取

っています。企業説明会についても、現在は対

面・オンラインの両方で実施しています。

３．さいごに

日本の職場や社会においては、女性の管理職が

少ないなど、ジェンダーギャップが課題となって

います。筆者が留学中および研究員・教員として

アメリカに滞在していた時の経験から申し上げる

と、強い意志をもって学び、自分を高めながら人

生を切り拓いていく人々と接する中で、個人の尊

重を基盤とするダイバーシティが社会で実現され

ていること、そして学びのスタイルにも人それぞ

れ多様性があることを実感しました。本学のこれ

までの取組みでは、受講者が「リカレント(＝循

環する)教育」で学んだことを社会の中で実践し、

その経験を学びに持ち帰って反芻し、改善して実

践に戻す、という「学び」と「実践」の好循環が

生まれています。

本課程での学びは、他の受講者や講師と交流し、

視野を広げる機会を提供しており、ビジネススキ

ルを磨くだけでなく、マインドも向上させ、さら

に、人間力やコミュニケーション力も高めながら、

学びで得た知見を実社会の中で活かしていく術を

身につけてほしいと考えています。学び直したい

女性がもっと自由に学べるように、そして、学ん

だことを活かしてもっと社会で活躍できるよう

に、本課程ではこれからもリカレント教育を拡充

させていきたいと思います。

特　集
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度は、学生の数理・データサイエンス・AIへの

関心を高め、それを適切に理解し活用する基礎的な能力(リテラシーレベル)や、課題を解決するため

の実践的な能力(応用基礎レベル)を育成するため、数理・データサイエンス・AIに関する知識及び技

術について体系的な教育を行う大学等の正規の課程(教育プログラム)を文部科学大臣が認定及び選定

して奨励するものです。これにより数理・データサイエンス・AIに関する基礎的な能力及び実践的な

能力の向上を図る機会の拡大に資することを目的としています。

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム(リテラシーレベル)」については、大学・短期大

学・高等専門学校を対象に公募が行われ、令和４年度は認定された139件から７件が、令和５年度は

認定された165件から７件が、特に先導的で独自の工夫・特色を有する「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム(リテラシーレベル)プラス」として選定されています。

本協会では、｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム(リテラシーレベル)プラス」に選定され

た取組みについて、令和４年度は７件のうち大学６件の取組みを(「その４」、「その５」)として紹介し

ており、本号では令和５年度に選定された大学に協力を依頼し、５件について提供いただいた教育実

践などの取組みを(「その６」)として、紹介します。

なお、令和６年度は申請期間として３月４日〜５月13日が設けられており、８月〜９月に選定結果

が公表される予定です。

以下に「認定教育プログラム(リテラシーレベル）」、「認定教育プログラム(リテラシーレベル)プラ

ス」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その６）

● 認定手続き等

・　審査は外部有識者(内閣府・文部科学省・経済産業省が協力して選定)により

構成される審査委員会において実施

・　審査の結果を踏まえ、文部科学大臣が認定・選定

・　取組の横展開を促進するため、３府省が連携して認定・選定された教育プロ

グラムを積極的に広報・普及

●　スケジュール 

３月：公募開始 ５月：申請受付締切 ７〜８月：認定・選定結果の公表

プラス選定要件：大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されて
いること
認定教育プログラム プラス((MDASH-Literacy+)の認定手続き等

（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

•  大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程

•  学生に広く実施される教育プログラム(全学開講）

•  具体的な計画の策定、公表

•  学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得(モデルカリキュ

ラム参照)

•  学生に対し履修を促す取組の実施

•  自己点検・評価(履修率、学修成果、進路等)の実施、公表

•  当該教育プログラムを実施した実績のあること

認定教育プログラム(MDASH*-Advanced Literacy)の認定要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 概要」より転載）

＊Approved Program for Mathematics, Data science and AI Smart Higher Education
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ています。

学士課程教育では、内閣府の「AI戦略2019」

において、基礎に該当するリテラシーレベルを、

2025年度までに大学・高専の全学生に相当する

50万人の学生が履修するという目標が掲げられ

ました(図１)。一方、2017年度に設立された「数

理・AI・データサイエンス教育強化拠点コンソー

シアム」では、文理を問わず全国すべての高等教

育機関の学生が、数理・データサイエンス・AIを

習得できるような教育体制の構築・普及を目指し

て活動を行っています。各大学の取組みを全国に

普及・展開させるため、全国を６つのブロックに

分けて、各ブロックに属する加盟校が取組みの情

報をお互いに共有していま

す。2024年５月時点ではさ

らに９ブロックに細分化し、

加盟校は300校に及んでいま

す。

本学は、2020年度より、

関東首都圏ブロックの特定

分野協力校(医学・歯学)とし

て認定を受け、医療系の学

部を有する全国の大学にデ

ータサイエンス・AI教育を

普及・展開させることをミ

ッションとして活動してい

ます。本稿では2024年５月

現在まで約３年間の経緯を

振り返りながら、苦労した

点、工夫した点などを紹介

したいと思います。

１．はじめに
2022年11月にOpenAIがChatGPTを発表して以

降、AI技術に対する世界中の注目が一気に集まり

ました。この発表は、データサイエンスに対する

関心を大きく引き上げ、ChatGPTの人気を爆発的

に高めるとともに、データサイエンスの重要性を

一層強調しました。アメリカのグラスゴー社が発

表する職業ランキングでは、データサイエンティ

ストが2020年度から2022年度にかけて上位にラ

ンクインし続けており、この現象はAIおよびデー

タサイエンスの需要が急増していることを示して

います。技術の進化は加速し続ける見込みで、日

本政府もデータサイエンスの人材育成に力を入れ

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

東京医科歯科大学における医療系データサイエンス教育の取組み

図１　教育改革に向けた主な取組み

AI戦略2019(内閣府)より

須藤　毅顕

木下　淳博

東京医科歯科大学統合教育機構
（東京科学大学データサイエンス・AI全学教育機構　2024.10.1より）
大学院医歯学総合研究科教育メディア開発学分野特任講師

(左から　須藤、木下）

東京医科歯科大学統合教育機構
（東京科学大学データサイエンス・AI全学教育機構　2024.10.1より）
大学院医歯学総合研究科教育メディア開発学分野教授
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２．2020年度
まず初年度は、学内の既存科目の把握と改変を

行いました。コンソーシアムはリテラシーレベル

と応用基礎レベルのモデルカリキュラムを公開し

ています。このモデルカリキュラムには、各レベ

ルを構成する項目とその学修内容、ならびに授業

に含めるべきキーワードとなるスキルセットなど

が列挙されています。我々コンソーシアム加盟校

の教員や、データサイエンス教育をこれから実装

しようとしている大学の教員は、このモデルカリ

キュラムを既存科目と照らし合わせることで、自

大学で何が不足しているのかを把握することがで

きます。このモデルカリキュラムは、リテラシー

レベル、応用基礎レベルとして、文系・理系問わ

ず全大学・高専が参考とするようなモデルである

ため、必ずしも自身の大学に全ての項目を含めて

実装する必要はありません。例えば、医療系大学

では、医療系の学生が身に付けるべきデータサイ

エンスを取捨選択して科目を構成していくことを

想定しています(医学歯学薬学のモデルコアカリ

キュラム改訂を受けて、2024年１月には、コン

ソーシアムから「医歯薬系大学・学部における数

理・データサイエンス・AI教育実施に向けた手引

き」が公開され、その中でも触れられています)。

いずれの医療系大学でも共通していることです

が、本学でも、既に数学や統計学、疫学をはじめ

とするデータサイエンス関連科目が存在していま

した。そこで、既存の数学・統計学・情報学(バ

イオインフォマティクスを含む)関連科目の担当

教員にヒアリングを行いました。実施している内

容を確認し、事業内容およびコンソーシアムの概

要を伝えた上

で、科目間の重

複を極力無く

し、既存科目の

枠組みの中で、

少しでもモデル

カリキュラムに

沿った内容に変

更できないかを

検討しました。

例えば、これ

までのデータサ

イエンスの科目

では、それぞれ

の教員が各授業

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

内でプログラミングの実行環境のインストールか

ら説明していました。変更後は１年前期の必修科

目である情報処理/情報科学の授業で、Python導

入の演習を全ての学生を対象に行って、自身の

PCのOSに応じて、WinPython、またはAnaconda

というソフトをインストールさせたため、その後

はPythonによるプログラミング演習を学生自身の

PCですぐに始められるようになりました。また、

数学、統計学、情報学の基礎的な部分はある程度

すでに網羅されていることがヒアリングから分か

ったため、機械学習、深層学習といったいわゆる

AIに特化した授業内容とプログラミングの授業の

み追加すれば、モデルカリキュラムを網羅できる

と判断しました。

３．2021年度
前年度の検討を受け、2021年度には「医療と

AI・ビッグデータ入門」を新規科目として開講し

ました(図２）。本科目では、データサイエンスへ

の学生の動機付けを最大の目的とし、コンソーシ

アムのモデルカリキュラムでのリテラシーレベル

に相当する内容で構成しました。開講当初は医学

科、歯学科、検査学専攻１年生の必修科目でした

が、現在は全学科・専攻(医学科、歯学科、看護

学専攻、口腔保健衛生学専攻、口腔工学専攻)１

年生の必修科目としています。科目は前半が講義、

後半がPythonによるプログラミング演習となるよ

うに構成しました。2020年４月にデータサイエ

ンスの研究・教育に特化したセンターである

M&Dデータ科学センターが本学に設立されたた

め、前半の講義を同センターの講師陣に依頼して、

図２　令和３年度：「医療とAI・ビッグデータ入門」の新設



門」は動機付けが目的であったのに対し、この科

目は理解をより深めて実践力を身につけることを

目的としています。そのため、授業の９割はプロ

グラミング演習としており、扱う題材も８割が深

層学習(教師あり機械学習)、２割が自然科学系の

基礎研究で頻繁に使用されている教師なし機械学

習としました。また、応用基礎レベルはグループ

演習の実施が必須とされていますので、本科目で

も、グループワークとして深層学習のモデルを作

成させ、各グループで作成した最高精度のモデル

を提出させるという演習を実施しています。同科

目では、急速に普及した生成AIへの対応を意識し

て、ChatGPTの扱い方から自然言語処理の演習ま

でを授業に含めました。ChatGPTをはじめとする

生成AIはあらゆる分野に少なからず影響を与えて

いますが、教育分野での影響も大きく、各大学で

も生成AIへの対応を迫られていると思います。本

学にはデータサイエンス・AI教育を全国の医療系

大学・学部に普及させるミッションもあることか

ら、いち早く全学の学生・教職員に向けた「生成

系AI利用ガイドライン」を作成、公表して生成AI

の適切な利用を促しています。「ハルシネーショ

ン」(生成AIが偽りの情報をあたかも正しいかのよ

うにテキスト生成する現象)など、生成AIの注意

点を理解しないまま、生成AIを使いこなせずに、

単にエンターテイメントの一環や、簡単なレポー

ト作成ツールとして使用させるのではなく、生成

AIの正しい利用方法やデータサイエンスの魅力を

伝える方が、学生が得るものも大きいと期待して

います。2023年度の演習では、ChatGPTの仕組

みや簡単な使用方法を解説し、自然言語処理に関

するプログラミング演習を行う上での、演習の題

材となるテキス

ト 文 書 を

ChatGPTに作ら

せたり、がんを

疑う所見かどう

かのテキスト分

類を行うための

擬 似 デ ー タ を

ChatGPTに作ら

せたりなど、授

業コンテンツの

作成にも役立て

てChatGPTの活

用方法に工夫を

凝らしています。
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最先端の研究事例やデータサイエンスの社会実装

例を見せることで、医療分野での応用例や未来像

を知ってもらえるようにしました。後半のプログ

ラミング演習は、Pythonの基本、機械学習の基本、

深層学習の基本の３部構成としました。初めてプ

ログラミングをする学生が多いため、プログラミ

ングのコードはこちらで用意して、プログラミン

グの内容を理解してもらいながら、自分のPCで

機械学習が動くことや、データがどのように変化

するかを体験してもらうことに焦点をあてまし

た。基本的な内容にとどめて浅く広く知識を伝え

る授業とはせず、敢えて深層学習で肺のエックス

線画像の分類まで実施させることを、演習の最終

目標としました。プログラミングの基礎演習に焦

点を当ててしまうとPythonの理解には繋がる内容

となりますが、AIに興味を持ってくれるかどうか

はわかりません。データサイエンスへの興味を引

き出し、その魅力を伝えるためには、学生に「自

身のPCで肺のエックス線画像を評価するAIを作

ることができる」という驚きを与えるべきと考え

た次第です。視覚的に分かりやすいエックス線画

像を扱い、COVID-19の医療データを用いること

で、医療系学生の興味を惹くとともに、自身が将

来取り組む可能性のある課題を最終テーマに据

え、そのために必要な最小限の知識を、具体的に

分かりやすく伝えることに専念しました。

４．2022年度
2022年度には、コンソーシアムでの応用基礎

レベルを想定した「医療とA I・ビッグデータ応

用」を新規科目として開講しました(図３)。リテ

ラシーレベルである「医療とAI・ビッグデータ入

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図３　令和４年度：「医療とAI・ビッグデータ応用」の新設

MLP : Multi layer perceptron CNN : Convolutional neural network
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

５．途中での改変や工夫した点
「医療とAI・ビッグデータ入門」や「医療と

AI・ビッグデータ応用」の開講当初は、前述のよ

うにWinPythonやAnacondaというソフトウェアを

インストール後、Spyderという実行環境でプログ

ラミング演習を実施していましたが、2023年度

からは、全てのプログラミング実行環境をGoogle

Colaboratoryへ移行しました。Google Colaboratory

はGoogleが提供するPythonの実行環境であり、

Googleのアカウントさえ持っていればWebブラウザ

上で誰でも無料で気軽にPythonのプログラミングを

始めることができます。Spyderとの違いは画面の見

やすさとGPUを使用できる点です。授業を開始し

て分かったことですが、学生は持ち運ぶことを想

定して画面が比較的小

さいPCを購入しており、

また授業中は遠隔講義

のためのZoom画面とプ

ログラムの実行画面の

両方を立ち上げて受講

しています。Spyderで

は、入力するエディタ

画面と、作図や実行結

果が表示される画面が

分かれていますが、

Google Colaboratoryで

は、同一ウィンドウ内

で交互に対話形式出力

されるため、一つの大

きな画面で演習できま

す(図４)。また「医療

とAI・ビッグデータ応

用」の演習の後半では、

複雑な深層学習を実施するため、高い計算処理能

力が求められます。以前の演習では、長い処理時

間で授業が止まるのを防ぐため、実行ボタンを押

して機械学習が行われている間にプログラムの説

明を行うなど、工夫を強いられていました。それ

でも、説明が終わって次のデモに進みたいがまだ

機械学習の処理が終わっていないということもし

ばしばありました。Google Colaboratoryでは一定期

間内の決められた時間の範囲内などという制約は

あるものの、無料で計算処理能力の高いGPUを使

用できるため、授業を円滑に実施する上でのメリ

ットも大きいと感じています。

また、質問やオンデマンド受講学生への対応も

工夫が必要でした。授業は基本的にZoomを活用

した遠隔同期型で実施しましたが、

両科目とも非同期のオンデマンドで

も受講可能な科目として開設してい

ます。Zoomの録画動画はその日のう

ちに編集し、本学の LMSである

WebClassを活用して、オンデマンド

での受講や復習のために公開してい

ます。さらに授業実施日の翌週金曜

日の17時から質問コーナーを設置

し、遠隔同期型(Zoom)でも、遠隔非

同期型(オンデマンド型)でも、極力

公平に授業を受けられる工夫をしま

した(図５)。

データサイエンスの演習を実施す

図４「医療とAI・ビッグデータ入門」の改変（令和５年度から）

図５　ICT、LMSを活用した授業形態
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ています。また、ワーク

ショップや授業で使用し

たスライドはGitHub上に

公開しており、誰でも閲

覧・使用できるようにし

ています。使用する際に

は、最初のスライドの

QRコードから、授業対

象者や対象人数等を回答

していただく簡単なアン

ケートをお願いしていま

す。医療系AI教育をすで

に実施している大学に

も、これから実施する大学にも参考にしていただ

くとともに、各大学からもフィードバックをいた

だいて今後の改善につなげてまいりたいと思います。

７．最後に
医療系の学生に、どこまでデータサイエンスや

AIを学ばせるかという問題は、ワーキンググルー

プ内でも絶えず議論になっています。私見ではあ

りますが、全ての医療系の学生に、一からAIを実

装できるまでのデータサイエンティストレベルの

知識や技術を求める必要はないと思っています。

重要なことは、今後さらに加速するであろうAIの

進化に対して、柔軟に対応できる基礎的な知識と

姿勢を身につけることと、AIがどのようなことを

しているのかという概念をしっかりと理解しても

らうことだと思っています。そして何よりも重要

なことは、医療の専門家として、AIについても興

味を持ち続けてもらうことだと考えています。医

療系の学生がAIを学ぶ際に、「AIが本当に医療に

役立つのか」という疑問を抱くこともあるようで

すが、現在でも既に画像処理や画像診断などの領

域で、医療系アプリケーションソフトにAIが組み

込まれています。また、医療などの専門分野に限

らず、日常生活のあらゆる場面でAIが活用される

時代はすでに到来しています。今後、我々の医療

従事者の生産性を上げるためには、AIは必須のも

のとなるでしょう。頭が柔軟な学生のうちからAI

を積極的に活用する意識を持つことで、どの場面

でAIが活用できるのか、またAIと既存の何を組み

合わせれば良いのかについて、自由な発想が生ま

れることを期待しています。本取組みが少しでも

多くの医療系教育関係者に認知され、医療系デー

タサイエンス教育の普及に役立つことを願ってい

ます。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

るためには、演習で扱うデータセットが必要不可

欠です。特に、医療系学生向けのデータサイエンス

演習では、医療系のデータセットが有用であると考

えられます。そこで本学では可能な限り医療系の

データセットで演習を行えるように、メンバーが

絶えずアンテナを張り、演習で使えるデータセッ

トを探して少しずつ改変してきました。「医療と

AI・ビッグデータ入門」では、初年度の深層学習

における医療系データは肺のエックス線画像のみ

でしたが、2023年度はPythonのライブラリが提

供している公共データである、糖尿病や乳がんの

データを用いた機械学習の演習を追加し、「医療

とAI・ビッグデータ応用」での自然言語処理では、

がんの所見のテキストデータをChatGPTに作らせ

て、擬似データとして演習に利用しました(図６)。

データセットの充実は他大学が実装する際にも役

立つと思いますので、今後も拡充していく予定です。

６．普及展開への取組み
こうした学内の取組みを、学外にも発信してき

ました。2020年度には数理・データサイエン

ス・AI教育強化拠点コンソーシアムとの共催でワ

ークショップを、また2021年度には本学主催で

医療系大学の教員向けワークショップを開催し、

これまでの取組みの紹介とともに「医療とAI・ビ

ッグデータ入門」の教材を配布しました。2022

年度、2023年度は「医療系数理DSワークショッ

プ」と題して、複数回に分けて「医療とAI・ビッ

グデータ入門」および「医療とAI・ビッグデータ

応用」の授業のダイジェスト版を、他大学の医療

系教員に体験してもらう取組みを実施しました。

さらに日本医学教育学会大会や医療系ｅラーニン

グ全国交流会などでもワークショップや発表を行

い、積極的に本学の取組みの普及・展開を促進し

図６　現在演習で使用している医療系データセット
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にしたがってデータサイエンス関連の内容を学ん

でいくプログラムを立ち上げました。ここで先ほ

どの「情報や資料を有効活用するためのノウハウ

を学ぶ」という観点が有効になります。データや

文献，資料を利用することは大学での学習におい

て当然のことであり、多くの科目での授業内容に

データサイエンス関連の内容が含まれています。

既存の授業を十分に活用し、データサイエンスに

関わる内容をこれまで以上に意識することでリテ

ラシーレベルの教育は可能となります。

AI戦略 [1]では大学生への教育だけでなく、社会

人を対象としたデータサイエンス教育の普及や初

等・中等教育での情報教育の充実が求められてい

ます。本学は総合大学であり地方大であることの

特色を活かして、社会人向けのデータサイエンス

教育の普及ならびに小中高での情報教育の推進に

も協力してきました。以下、これらについて説明

していきます。

２．大学での数理・データサイエンス・
AI教育推進
本学では独自の「数理・データサイエンス・AI

教育プログラム」[2]を立ち上げ、そこに示された

課程を修了した学生には修了証を授与していま

す。全学で実施されている授業科目の中から、数

理・データサイエンス・AI関連の内容を含むもの

を対象科目とし、それらの科目での単位取得状況

によって以下のレベルを認定します。

１．はじめに
データサイエンス教育を行うと聞いて、どのよ

うな内容を思い浮かべるでしょうか。プログラミ

ング技術や高度な統計学を想定するかもしれませ

ん。それらは分野によっては重要ですが、文系理

系を問わない一般を対象とするならば必須とは言

えません。一方で、どの分野においても何らかの

資料を基に仕事を行うのは当たり前のことです。

例えば、インスピレーションが重要な芸術的仕事

を行うとしても、先人の作品から学ぶことや表現

のための技術を身に付けることは大切です。作品

や技術も一種の参考資料と考えるならば、それら

を有効に活かすことが求められます。データサイ

エンスの定義を広くとらえて、情報や資料を有効

活用するためのノウハウと考えれば、皆がデータ

サイエンスを学んでくださいと言われても納得し

やすいでしょう。本学でのリテラシーレベルのデ

ータサイエンス教育はこの観点を持って計画しま

した。

政府のAI戦略2019 [1]で、文理を問わず全ての

大学・高専生が初級レベルの数理・データサイエ

ンス・AIを習得することが目標とされました。こ

れにしたがって本学でもデータサイエンス教育を

振興することになりましたが、誰が何をどのよう

にすればいいのかの手探りから始まりました。新

たなデータサイエンス科目を立ち上げるにも人材

と時間が不足しています。全学生必修の「情報処

理」という教養科目があり、そこで基礎的な内容

を学修した上で、あとは個々の学生の志向と専門

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

栗本　　猛富山大学
データサイエンス推進センター長

富山大学での数理・データサイエンス・AI教育の推進
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修了要件のうち、教養科目「情報処理」(２単

位)は全学生必修の卒業要件になっています。こ

の科目は単なるコンピュータ実習ではなく、大学

生の学修に必要なアカデミックリテラシーを修得

するために履修生は以下の内容を行うことが求め

られます：

１)準備された複数のテーマから１つを選び、そ

のテーマに関連するデータや資料を文献やWeb

から収集する。その際には収集資料の信頼性を

確認すること(可能なかぎり公的機関の資料を

用いる)及び一次資料を用いること(ネットニュ

ースやまとめサイトを引用するのではなく元デ

ータにあたる)に注意する。

２)収集したデータを整理し、他者が分かりやす

い形で表やグラフにまとめて分析する。

３)分析結果を基に自分なりの考察を加えてレポ

ートにまとめる。この際に感想文ではなく大学

生らしいレポートの形になるようにする。

４)レポートの内容をプレゼン資料にまとめ、数

名で作ったグループ内で各自が発表を行う。

これらの作業に必要なITC の技術や、電子メー

ルでの作法、データの取り扱い方、統計学の基本

知識、ネットワーク利用上のマナーや倫理も学修

内容に含まれます [3]。ここでデータサイエンスに

関する必要最小限の知識と技術を身に付けます。

「情報処理」以外はそれぞれの学生の専門や志

向に応じて科目を履修していきます。本プログラ

ムは2020年度から開始されており、2022年度終

了時(プログラム開始時に１年生だった学生が３

年次を終了)では、全学生の60％がレベル１を、

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

11％がレベル２を修了しました [4]。今後は年度の

経過とともに、ほぼすべての学生がレベル１を、

理工系ではレベル２を卒業時には修了できる見込

みです。

既存の科目以外にもデータサイエンス関連の教

養科目として「データサイエンスの世界」(１単

位)と「データサイエンスの実践」(１単位)を新設

しました。前者では、各学部から代表を出しても

らって、自分の研究分野においてデータがどのよ

うに活用されているかの実例をオムニバス形式で

講義しています。後者では、表計算ソフト、R、

Python を用いてのデータ解析実習を基礎レベル

で行っています。８コマの授業なのでプログラム

を学生自ら作成できるようになるまで指導するこ

とは困難なので、こちらで作成したプログラムを

ツールとして用いる形での実習としています。ま

た、最近注目されている生成系AIに関して、現状

を紹介して基本的な使い方を試してみることも行

っています。2026年度からは教養科目にも基本

的な統計学の授業が新設される予定です。

後で述べる社会との連携に関わる教育として、

経済学部におかれたデータサイエンス寄附講座[5]

が主体となって行われている実践的な授業があり

ます。本学と日本電気株式会社とで連携協力する

寄附講座を設け、データサイエンスの基礎から実

際の事例を扱う実践的な演習までの様々な授業を

実施しています。実践演習では、企業や行政から

寄せられた課題につき、経済学部のみならず多く

の学部の教員と学生がともに、データサイエンス

を活用して課題を分析して解決方法を探求するこ

とで富山の地方創生を促進する商品やサービスを

創出することを目指します。2021年度には４企

業、2022年度には７企業、2023年度には４企業

１行政団体の案件を取り扱いました。年度末には

案件毎に状況報告と課題解決に向けた提案の発表

会が実施されます。以下は、2023年度の発表会

で報告された提供課題です。

■　魚津市役所(1)

魚津地域通貨「MiraPay』+「オープンデー

タ」を利用した地域活性化

■　魚津市役所(2)

レベル1

レベル2

レベル3

実践活用
レベル

4科目8単位以上修得
（教養・専門を問わず）

8科目16単位以上修得
（教養：2科目4単位以上、
専門：3科目6単位以上）

文部科学省の「数理・データサイエ
ンス・AI教育プログラム認定制度」
の認定を受けた工学部、及び都市デ
ザイン学部の学生のみが対象
（修了要件は学部毎に異なる）

レベル2の修了に加えて「データサ
イエンス実践演習科目」から3科目6
単位以上修得

表１　本学数理・データサイエンス・AIプログラム各レ

ベルの修了要件
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のようになっています。

A) 現代社会とデータサイエンス

B) 今、なぜビッグデータの利活用が注目されて

いるのか

C) 社会におけるデータの活用

D) デジタル社会におけるセキュリティ対策

E) データに基づく論理的な考え方

F) データと法・倫理

G) データから情報を得る⼿法 -統計学入門
H) 表計算ソフトによるデータサイエンス

I) DX実践ワークショップ

J) 統計ソフト R によるデータサイエンス

K) プログラミング⾔語 Python によるデータサ

イエンス

L) 機械学習の活用-分類-
M) 機械学習の活用-回帰-
いずれも60〜90分の動画であり、自ら選択し

たものだけを自由に視聴できます。

オンデマンドの特別講座以外にも、富山県、富

山市からの補助金で運営している「データサイエ

ンス連携推進事業」では下記にある様々な学習機

会が提供されています [7]。

１)IT パスポート試験支援講座(オンデマンド)

２)データサイエンス特別講座(対面・オンライン)

３)データサイエンスセミナー(対面・オンライン)

４)データサイエンス特別実習(対面)

都市OSを利用した防災対応のために基礎的

データ解析

■　大高建設

「ICT×無人化施工」による建設DXへの実証

研究

■　NiX JAPAN

道路異状箇所リアルタイム検知技術の実証研

究

■　北陸銀行

店舗利用状況改善に関する研究

■　アルビス

地域コミュニティの中核機能を目指す戦略策

定 -2024年度の本研究に向けての課題検討-

3．地域社会でのデータサイエンス教育
推進
寄附講座での活動以外にも、本学データサイエ

ンス連携推進事業では、富山県と富山市の協力の

下でデータサイエンス分野における人材育成や関

連事業を推進しています。この事業の対象は一般

社会人です。その一つとして「データサイエンス

特別講座」が開かれています。これはWeb で申

し込めば富山県内在住の方ならば誰もが無料でオ

ンデマンド配信の形で教材を視聴できるシステム

です [6]。これらの教材は本学の教員を講師として

作成されました。2024年度の講座内容は、以下

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図１　データサイエンス寄附講座の概要
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

Ⅲ．児童・生徒向け授業、大学生・大学院生によ

る児童・生徒支援

Ⅳ．保護者向け研修会

新学習指導要領の下、小中高で行われている

「問題解決的な学習」や「探究的な学び」の内容

がデータサイエンスにどう結び付いていくかを提

示する「データサイエンスにつながる学び」とい

うガイドブック [10]を作成し、県内の学校に配布し

ています。このガイドブックは、2022年度には

主に小学校の授業を中心にまとめたもの、2023

年度には中学校や特別支援学校に重点を置いてま

とめたものの２種類が発行されています。

現在、注目を集めている生成系AIにつき学校教

育の場でどのように取り扱い、活用をはかるべき

かという点についても冊子「生成AIの学校教育に

おける活用の在り方」 [11]を作成し、Web で公開

しています。

５．今後の課題
本学の数理・データサイエンス・AI教育プログ

ラム」は、2021年に文部科学省の「数理・デー

タサイ エンス・AI教育プログラム認定制度(リテ

ラシーレベル）」に認定され、2023年には先導的

で独自の工夫・特色を有するものとしてリテラシ

ーレベルプラスに認定されました。また、工学部

５)DX学修セミナー(オンライン)

６)DX実践ワークショップ(対面・オンライン)

４．初等・中等教育での情報教育推進
学習指導要領改訂により情報活用能力の育成が

強化されました [8]。2025年度には大学入学共通

テストの科目に「情報」が加わります。小中高の

各学校ではこれへの対応が必要となりましたが、

多くの学校で情報関連教育を担当する人員が不足

しています。また、どのような授業をすればよい

のかという点についても困っている学校が少なく

ありません。この問題に対し、本学は「富山

ICT・DS教育支援事業」 [9]として大学院教職実践

研究科の方々を中心に県内の学校に向けて情報提

供や支援を行っています。県並びに市町村の教育

委員会と情報共有し、ニーズにしたがって教員向

けの研修、情報関連授業の支援、保護者への情報

周知を行います。具体的な活動内容は、以下の通

りです。

Ⅰ．ホームページなどによる情報の提供・相談

Ⅱ．教員向け研修等の支援

・ ICT・DS教育に関する教員研修会への講師

派遣

・ オンラインセミナー、オンライン交流会

・ 動画による実践事例集の作成・公開

図２　富山大学の学校教育推進事業概要
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に関する教材はまだ少ないので、今後の充実が望

まれるとともに、各大学で作成した教材がより多

くの学校で共有しやすくなれば状況は改善される

でしょう。
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並びに都市デザイン学部で実施されているカリキ

ュラムが「認定教育プログラム(応用基礎レベル)」

に認定されています。限りある人的資源と教育資

産を活かし、できる範囲で数多くの学生がデータ

活用の重要性を認識する機会とデータサイエンス

の基礎を学べる環境を整えたこと、及び、学内だ

けでなく社会人や小中高も対象としてデータサイ

エンス教育の振興に努めていることがリテラシー

レベルプラスに認定してもらえた理由と考えてい

ます。今後はさらに多くの学部が応用基礎レベル

に認定されることが期待されています。(2024年

度に経済学部と理学部が改組しました。２〜３年

後の応用基礎レベル認定を目指しています。）

情報関連分野は進歩が速く、これまで学んだこ

とがすぐに時代遅れになり、新しい技術が続々と

導入されてきます。データサイエンス教育の内容

も時代の進歩に合わせて適宜改訂していく努力を

続けていかねばなりません。今、注意を向けてい

かねばならないのは生成系AIの活用についてで

す。ここ数年の間に生成系AIの本格的な利用が拡

がりつつあります。2023年７月に文部科学省か

ら「初等中等教育に段階における生成系AIの利用

に関する暫定的ガイドライン」[12]が出されました。

大学においても、これを参考にして学生の教育に

あたっていかねばなりません。ここで問題となる

のは、やはり人材不足です。実用レベルでAIにつ

いて教育できる教員はまだまだ数少なく、授業を

行うにしても適切な教材や教育方法は手探り状態

である学校がほとんどではないでしょうか。本学

でも同様の状況であり、現状としては生成系AIに

関する利用上の注意を学生に周知することと、現

在利用可能な生成系AIのいくつかを紹介すること

は教養教育の「情報処理」で行っていますが、そ

れ以上のことは一部の学部の専門科目で教えるか

学生自身の独学に委ねています。生成系AIに関す

る教職員向けの研修会が企画され、一部の有志に

よる検討会は行われており、それらの成果を今後

に活かしていくことが期待されています。個々の

大学だけでの努力には限界があるので、数理・デ

ータサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム

[13]が開示しているモデルカリキュラムや教材を活

用することが一つの対応策となります。生成系AI

https://ds.ctg.u-toyama.ac.jp/wp-content/uploads/2023/11/R4DSprogramHyoka231102.pdf
https://dstoyama.adm.u-toyama.ac.jp/2024/03/20/r6_ds-seminars_entry/
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1384661.htm
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https://www.mext.go.jp/a_menu/other/mext_02412.html
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ンシップ(データサイエンス）」を教養科目の選

択必修科目・集中講義として全学部・全学年の

学生を対象に開講しました。このように、本学

の数理・DS・AI教育は企業・自治体を巻き込

む形で始めました。日本初のデータサイエンス

学部が滋賀大学に設置されたのは2017年度で

すが、その前に実施した取組みでもあったため、

週刊ダイヤモンドや地元メディアにも取り上げ

られました。

１．はじめに
本学では、2016年から数理・データサイエン

ス・AI教育(以下、数理・DS・AI教育と略す)に取

り組んできました。この取組みは、地元企業や自

治体との連携を基盤とし、全学的な教育プログラ

ムとして展開されてきました。2022年８月には

文部科学省より「数理・データサイエンス・AI教

育プログラム(リテラシーレベル)」に認定され、

2023年８月には「リテラシーレベルプラス」に

も選定されています。本記事では、これまでの取

組みとその背景、そして今後の展望について述べ

ます。

２．本学における数理・DS・AI教育の
沿革
以下では、本学における数理・DS・AI教育の

取組みを時系列に示します。

・　2016年度：マイクロソフトイノベーション
センター佐賀(現・マイクロソフトAI＆イノベ

ーションセンター佐賀、略称MAIC佐賀)が佐賀

市に開所されました。これに伴い、本学は「マ

イクロソフト・AIイノベーションセンター in

SAGAを核とした七者連携協定」を締結してい

ます。七者とは、日本マイクロソフト、キャリ

アバンク、佐賀電算センター、EWMファクト

リー、佐賀県、佐賀市、本学を指します。なお、

締結当初は、日本マイクロソフト、パソナテッ

ク、佐賀県、佐賀市、本学の五者でした。この

協定では人材育成を目的としており、その一環

として、MAIC佐賀で「チャレンジ・インター

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

佐賀大学における数理・データサイエンス・AI教育
～産学官連携による数理・データサイエンス・AI教育の全学展開～

皆本　晃弥
佐賀大学
全学教育機構数理・データサイエンス教育推進室長
佐賀大学教育研究院自然科学域理工学系 教授

写真１　「チャレンジ・インターンシップ」での成果発表の様
子（2016年度）

・　2018年度：教養科目「データサイエンスへ
の招待」(２単位・後期・選択必修)を開講しま

した。この科目は全学部・全学年を対象とした

データ解析入門です。また、全ての研究科が連

携して開設する大学院教養教育プログラムにお

いて「データサイエンス特論」(１単位・後期)

を開講しました。理系研究科では必修となって

おり、履修者は200名を超えます。「データサ

イエンス特論」では、実際のデータ分析事例を

紹介し、佐賀県と企業10社が関わっています。

【協力企業(順不同)】福博印刷、FabLab SAGA、

フィロソフィア、SHKコーポレーション、オプ
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ティム、佐賀電算センター、アイセル、木村情

報技術、日本マイクロソフト社、あいおいニッ

セイ同和損保

2018年度の開始時には対面とオンライン同

時中継という形態で行っていましたが、現在は

オンデマンド型オンライン授業として実施して

います。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

研究科にデータサイエンスコースが設置されま

した。

・　2020年度：全学的にデータサイエンス教育
を展開するため、数理・データサイエンス教育

推進室が設置されました [1]。また、「佐賀大学

データサイエンス教育プログラム(リテラシー

レベル)」(以下、DSリテラシーと略す)を策定

し、学習到達目標を達成するための共通教材

(15コマ分)を作成しました。共通教材の作成に

は地元企業２社(オプティム、木村情報技術)も

参画しており、実例を踏まえた教材が提供され

ています。本学の数理・DS.・AI教育体制を図

１に示します。

・　2021年度：DSリテラシーを全学で開始し、

全６学部中４学部(経済学部、農学部、理工学

部、医学部)で必修化しました。DSリテラシー

は2022年８月に文部科学省より「数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラム(リテラシー

レベル)」に認定され、2023年８月には「リテ

ラシーレベルプラス」に選定されました。また、

理工学研究科博士後期課程に数理・情報サイエ

ンスコース設置が設置されました。

・　2022年度：DSリテラシーが全学部で必修化

されるとともに、「佐賀大学データサイエンス

教育プログラム(応用基礎レベル)」が開始され

ました。理工学部では応用基礎レベルが必修化

され、2023年８月には文部科学省より「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム(応

用基礎レベル)」に認定されました。理工学部

の「サブフィールド

PBL」では日本マイ

クロソフト社と協力

してAI実習を実施し

ており、学生は実践

的なスキルを習得し

ています。また、理

工学研究科ではAI・

データサイエンス高

度人材育成プログラ

ムも開始され、さら

に高度な専門知識と

技術を持つ人材の育

成を目指しています。

・　2023年度：理工
学部理工学科にデー

写真２　「データサイエンス特論」でのグループワークの様子
（2018年度）

・　2019年度：理工学部の改組に伴い、１年次
必修科目「データサイエンスⅠ」(前期・２単

位)および「データサイエンスⅡ」(後期・２単

位)を開講しました。内容は、確率・統計解析

の基礎およびExcelによる実装です。さらに、

教養教育科目の枠組み(インターフェース科目

サブスペシャルティコース)を用いて「プログ

ラミング・データサイエンス副専攻」を設置し

ました。本副専攻は、４科目(各２単位、計８

単位)で構成されており、学生が高度なプログ

ラミングスキルとデータ分析能力を養うことを

目的としています。また、同年に大学院理工学

図１　数理・DS・AI教育体制

4

4

AI



率は100％となっています。全学必修化に当た

っては、新規科目を立ち上げるのではなく、既

存の必修科目にDSリテラシーの内容を入れて

いくという形をとりました。そのため、図３に

示す通り、学部ごとに修了要件科目数が異なり

ます。「情報基礎概論」のすべての内容をDSリ

テラシーに変更した学部と、複数の既存科目の

一部を変更した学部に分かれます。

また、編入学生に対しても必修化が進められ

ています。2026年度には大学全体で収容定員

に対する履修率が100％に達する予定です。

・ インターンシップ：2016年度から地元企業
と協力して教養科目「チャレンジ・インターン

シップ(データサイエンス)」を継続して実施し

ており、これまでに44人の学生が履修しまし

た。2023年度には生成AIを活用したインター

ンシップも開催されました(次ページ図４)。

チャレンジ・インターンシップでは、

学生の成長を見るために、参加企業と協

力してルーブリックを作成し、初日と最

終日に評価を行うことで、学生の成長を

把握しています。学生は、ルーブリック

を見ることにより、求められる能力と水

準を把握することができ、結果として学

習支援にもつながるものと期待されます。

さらに、2021年度以降は理工学部の「地

方創生インターンシップ」においても地

元企業と協力してデータサイエンスに関

38 JUCE Journal 2024年度 No.1

タサイエンスコースを設置[2]

するとともに、大学・高専

機能強化支援事業(高度情報

専門人材の確保に向けた機

能強化に係る支援)に選定さ

れました。この事業により、

情報分野において、学部定

員が2023年度より30名、修

士定員が2027年度より20名

増員されます。また、高校

生向けにオンデマンド型オ

ンライン授業「データサイ

エンスBasic」の提供を開始

し、高校生にもデータサイ

エンスの基礎知識を提供し

ています。

３．本学の数理・DS・AI教育の特徴
上記の沿革で示した内容について特徴的なもの

をもう少し詳しく説明します。

・ 地元企業と連携した共通教材：共通教材(ス
ライド、動画、課題、小テスト)を地元企業と

協力して作成しました。学生の学習意欲向上に

寄与し、「学ぶ楽しさ」や「学ぶことの意義」を

理解させることを目的としています。学生アン

ケートでは、企業と協力して作成した項目が特

に関心を集めています。

図２にアンケート結果を示します。左側の

「社会で起きている変化」や「データ・AIの活

用領域」などが企業が作成した教材です。これ

らの項目は高評価を得ています。

・ 全学必修化：2022年度からDSリテラシーが

全学必修化され、全学部で入学者に対する履修

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

1. AI
1.1 AI AI

/
AI

1.2 

1.3 AI
AI

1.4 AI AI

1.5 AI

1.6 AI
2.

2.1 
2.2 
2.3 

3. AI
3.1 AI

3.2 
. 

3.3 

•
•
•

図３　リテラシーレベルの修了要件

図２　学生が関心を持った項目（青）と難しいと感じた項目（ピンク）
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

・ リスキル教育への貢献：2022年度に、社会
人を対象とした「佐賀大学 DXリスキルプログ

ラム」(A データ分析・機械学習コース、B 業務

改善スペシャリスト育成コース、C 新規事業創

出ハッカソンコース)を企業と協力して開講し

ました。このプログラムには、定員45名に対

して203名から応募があり、非常に高い関心が

寄せられました。また、ここで作成したオンラ

イン教材は、大学院教養プログラム「データサ

イエンス特論」の履修者にも視聴できるように

しました。定員は少し減らしたものの2023年

度にも実施しています(次ページ表１)。

４．その他の取組み
2017年度よりデータサイエンス教育について、

地元企業・自治体と意見交換会・講演会等(高度

情報系専門人材育成懇談会)を必要に応じて行って

います。

【参加・協力された自治体・企業(順不同）】

佐賀県、佐賀市、唐津市、有田町、日本マイクロ

図５　学生によるAIソリューション提案例

図４　インターンシップ募集案内

するインターンシップを実施し、学生がAI技術

を用いたソリューションの提案などを行ってい

ます(図５）。

・「科学へのとびら」：本学では高大接続事業と
して、高校生向けに「科学へのとびら」を開催

しています。この「科学へのとびら」において、

機械学習やAIに関わるテーマを導入しており、

高校生が早期にデータサイエンスの魅力に触れ

る機会を提供しています(図６）。

科目等履修生募集　ご案内の

学校に通いながら、
大学の単位を取得しませんか 令和５年度後学期

2023年10月～2024年３月

科目等履修生とは

図７　「データサイエンスBasic」募集案内[3]

図６　「科学へのとびら」プログラム例

・高校生へのデータサイエンス教育：佐賀県教育
委員会や県内のSSH指定校(佐賀県立致遠館高

校)とも連携し、SSH指定校の生徒へ、2023年

２月よりデータサイエンスのオンライン講義

(全８回)を試行的に行いました。その実績を踏

まえて、2023年度後期からは、「データサイエ

ンスBasicⅠ,Ⅱ」を提供しています。高校生は

科目等履修生として授業を受け、単位も取得で

き、本学に入学した場合には、卒業に必要な単

位として認定されます(図７)。
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を教科書としてまとめ、

サ イ エ ン ス 社 よ り

「Pythonによる数理・デー

タサイエンス・AI－理論
とプログラム―」を2023

年11月に出版しました(図

８）。

さらに、2024年度には、

全学教育機構においてデ

ータサイエンス副専攻を

設置しました。専門教育

科目と教養教育科目を組

み合わせ、文系学生(教育

学部、芸術地域デザイン学部、経済学部)に数学

や情報に関する科目を、理系学生(医学部、理工

学部、農学部)に会計、経営、法律に関する科目

を受講させる分野横断的な教育を提供すること

で、数理・データサイエンス・AIの理解と応用能

力を兼ね備え、社会課題の解決や価値創造によっ

て持続可能な社会構築に寄与する人材の育成を目

指しています。

５．おわりに
本学の数理・データサイエンス・AI教育は、地

元企業や自治体との連携を基盤とし、全学的な教

育プログラムとして展開されてきました。本稿で

はリテラシーレベルを中心に述べましたが、農学

部と経済学部の応用基礎レベル認定に向けた取組

みや、さらなる地元企業・自治体との連携を強化

を検討しているところです。本学の数理・DS・

AI教育については、本学の全学教育機構数理・デ

ータサイエンス教育推進室、広報室、理工学部な

どのWebページで随時お知らせします。

関連URL
[1] 佐賀大学全学教育機構　数理・データサイエン

ス教育推進室

https://www.oge.saga-u.ac.jp/dsci/

[2] 佐賀大学理工学部に，情報分野と連携して学べ

るデータサイエンスコースが登場しました！

https://youtu.be/db2MnWj8pAo?si=jMNfk12_Alz

WnA2B

[3] 大学の授業を高校生向けに開講します。 〜合格

すれば大学の単位取得。入学すれば卒業に必要

として単位認定〜

https://www.saga-u.ac.jp/koho/press/2023083030582

[4] 佐賀大学DXリスキルプログラム

https://www.sagallege-dx.admin.saga-u.ac.jp/

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

表１　佐賀大学 DXリスキルプログラム　募集内容
（2023年度）[4]

DX

30 15
15

5,000

2023 9 2024 1

15
5

15
3

MicrosoftExcel

2023 8 1 8 21

2023 9

 

ソフト、佐賀電算センター、EWM、キャリアバ

ンク、オプティム、木村情報技術、SUMCO、中

山鉄工所、福博印刷、佐賀銀行、あいおいニッセ

イ同和損保、ネットコムBB、フィロソフィア、

とっぺん、カラビナテクノロジー、アイセル、

FabLab Saga 、九州コーユー、CitynowAsia、ロー

カルメディアラボ、ナレッジネットワークなど

2023年度には、日本マイクロソフト社と協力

して、生成AIに関するFD研修を2回実施しました。

本研修は学内だけでなく、学外者も受講できるよ

うにし、延べ529人が受講しました。

また、理工学部では2019年度の改組でデータ

サイエンス教育を強化し、リテラシーレベルを

2021年度より、応用基礎レベルを2022年度より

必修化しました。そして、2023年度にはデータ

サイエンスコースを設置しました。大学院理工学

研究科においては、2019年度にデータサイエン

スコース(修士)、2021年度に数理・情報サイエン

スコース(博士)、2022年度にAI・データサイエン

ス高度人材育成プログラム(修士・博士)を設置し

ました。このように、リテラシーレベルからエキ

スパートレベルの教育を実施できる体制を整えて

います。なお、理工学部知能情報システム工学コ

ースでは、2021年度より応用基礎レベルからエ

キスパートレベルへの橋渡し科目として、３年次

科目「実践データサイエンス」、「データサイエン

ス演習」を開講し、数理・データサイエンス・AI

の理論と実践について教育しています。この内容

図８　
Pythonによる数理･デー
タサイエンス･AI
－理論とプログラム―

https://youtu.be/db2MnWj8pAo?si=jMNfk12_AlzWnA2B
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くなりますから、そこに精通した医師の養成は避

けて通れません。今後の医療、医学に欠かせない

臨床研究統計、バイオインフォマティクス、臨床

応用ロボットの研究を東京理科大学や早稲田大学

などと連携して進めています。必要とあれば、こ

れらの大学の研究室に学生が行って、研究する体

制を整えました。電子黒板を46台入れ、Small

group leaning に活用して電子情報を蓄積したり、

救急などの医療情報サーバを整備して人工知能に

つなげる予定です。病理診断やレントゲン画像な

どを人工知能を使った読影について企業と共同で

研究をする体制を築いています。」

この考えに基づき、その後、本学においてはロ

ボット手術、VRを用いた救急医療や教育、またア

ンドロイドを用いた診断に関する教育体制などが

整えられてきました。またAIを用いた研究も泌尿

器科、放射線科、病理学科、形成外科、救命救急

科などで始まり、シミュレーション教育にどのよ

うにAIを活用するかという議論も行われました[2]。

そのような状況において、2023年度からの新

カリキュラム発足に向けて、本学の授業内容を刷

新する必要性が生じ、物理学教室と数学教室が主

体となって、１年次のカリキュラムにAI教育を取

り入れることになりました。数学教室においては、

すでに統計学やコンピュータリテラシーなどAIに

関わることを一部教えており、物理学教室におい

てもPythonのプログラミング授業などを行ってい

たので、これらを統合し、またAIリテラシー教育

の部分を加えることとしました。リテラシー部分

１．はじめに
教育や研究そして産業界において人工知能

(Artificial Intelligence, AI)が今後重要な要素になる

ということを踏まえて、2019年に政府はAI戦略

2019を策定しました。それに伴い、大学でのAI

リテラシー教育を推進し、高校においても「情報」

の授業を必修にするために、現在は高校・大学の

教育カリキュラムが大幅に改定されつつありま

す。本学は、2021年から人工知能の教育をカリ

キュラムに取り入れ、文部科学省によって2023

年には数理・データサイエンス・AI教育プログラ

ムに関してリテラシー認定、2024年にはリテラ

シープラス認定されました。ここではそのカリキ

ュラム改定の経緯や、医学部ならではの特色につ

いて簡単に紹介していきたいと思います。

２．AI教育導入の経緯
本学の弦間昭彦学長は2017年に京都大学の西

田豊明氏(当時)との対談で以下のように述べまし

た[1]。

「私は2015年に日本医科大学の学長に就任し

ました。そのときに、これからの医学教育に何が

必要となるかを考えましたところ、人工知能、仮

想現実、ロボット・テクノロジーの３分野がこれ

からの医療、医学には必須なものであるだろうし、

日本医科大学としても力を入れて行かなければな

らないとの結論に達しました。」

「医学教育は生命科学が中心でしたが、これか

らは人工知能をはじめとした情報科学の比重が高

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

日本医科大学における
数理・データサイエンス・AI教育プログラムについて

藤崎　弘士日本医科大学
数理・データサイエンス・AI教育センター センター長
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の授業の名称は「人工知能概論」とし、この授業

を統括する機関として、数理・データサイエン

ス・AI教育センターを設立しました[3]。また医学

部におけるAI教育ということを鑑みて、臨床医に

よるAI 研究に関する講義を含ませることを必須

とすることにしました。さらに、AIカリキュラム

評価委員会も立ち上げて、授業内容の精査や改善

などを行っています。2022年５月に文部科学省

の数理・データサイエンス・AI教育プログラム認

定制度に申請を行い、その結果、本学の教育が

2022年８月にリテラシーレベルのプログラムと

して認定されました。またその翌年にはリテラシ

ープラスの申請も行い、私立大学の医学部として

初めて認可されました。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

表１　本学のカリキュラムで身につけることのできる能力

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

データ思考がなぜ重要なのかを説明でき

る。

Society5.0という言葉について説明がで

きる。

AIの歴史(第１次、第２次、第３次)につ

いて説明ができる。

カーツワイルのシンギュラリティについ

て説明ができる。

データにはどのような種類があるか、１

次、２次データとは何か説明できる。

データを用いたシミュレーションについ

て説明ができる。

データを表示(可視化)するやり方がいろ

いろあることを説明できる。

回帰について説明ができる。

相関と因果の違いについて説明ができる。

画像処理や音声処理の仕組みについて説

明ができる。

ビッグデータについて説明ができる。

データサイエンスのサイクルについて説

明ができる。

データAIの利活用領域について具体例を

あげて説明ができる。

データAIの最新動向について説明ができ

る。

人工知能と医療・医学との関係について

説明ができる。

人工知能に関する総合的な議論、発表が

できる。

３．本学のAI教育の内容と特徴
文部科学省の数理・データサイエンス・AI教育

プログラム認定制度に関する資料を参考に、表１

の16項目を本学のカリキュラムで身につけるこ

とのできる能力として定めました。医学や医療と

AIとの関連も含まれますが、一般的な大学生が身

につけるリテラシーの内容としては順当なものだ

と考えています。

2023年度における授業内容の概要は以下の表

２になります。

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

ガイダンス(人工知能とは、機械学習、デ

ータ思考、Society5.0など)

AIの最近の話題(自動運転、AI倫理、生成

AI、ChatGPT の使い方など)

データとは何か(情報量の概念、POSデ

ータ、オープンデータ、ビッグデータ、

各種データベースなど)

AIと救急医療(コロナ患者の入院判断、人

工呼吸器離脱予測)

機械学習とは何か(教師あり学習の手順、

深層学習とは)

画像診断におけるAI活用(CT、MRT画像

の処理、AI器具の管理)

データAIの利活用(企業における例、研究

における例)

医療における様々なAI化(ロボット医療、

説明可能なAI、マルチモーダルなAI)

Python入門①(繰り返し文、条件文、数

値積分、ニュートン法)

Python入門②(配列とは何か、配列の計

算、線形代数の基礎)

Python入門③(Pandasを使った統計処

理、グラフ化、フーリエ解析)

Pythonによるシミュレーション(ニュー

トン方程式やSIR方程式を解く)

Pythonによる機械学習(パーセプトロン、

ロジスティック回帰、決定木)

Pythonに よ る 文 字 処 理 (形 態 素 解 析 、

Wordcloud、RSA暗号、バイオインフォ

マティクス)

Pythonによる深層学習(畳み込みニュー

ラルネットワークを用いた医療画像の認

識)

理解度を確認するためのミニテスト

表２　2023年度における授業内容の概要



それぞれ救命救急科の五十嵐豊講師、放射線科の

町田幹講師、泌尿器科の赤塚純講師が担当してい

ます(写真１、２、３)。具体的な内容としては、五

十嵐講師はCOVID-19の患者の振り分けや、ECMO

などの取り外しの判定にどのように機械学習を使

うかということについて、町田講師は富士フィル

ムとの共同研究による医療画像AIの開発（放射線

によるブラーをどのように取り除くか）と、その

医療器具としての様々な問題点について、赤塚講

師は前立腺がんの大量のデータの取得に関するこ

と、説明可能なAI、マルチモーダルなAIの利用の

ことなどについて講義を行いました。やや専門性

の高い内容を含む講義ですが、学生にとってはア

ーリーエクスポージャーの意味合いもあり、後で

行った授業アンケートを見ても興味をもって聞い

ているようです。また、去年度から富士フィルム

による「AI技術開発支援サービスで体験する画像

診断AI開発研修」という内容を学生向けにアダプ

トしたものを講義していただいており、どのよう

に企業と連携していくか、また実際のAIのプロダ

クトを利用する際の注意点などについても学ばせ

ています。

それ以外の内容としては、AIに関するリテラシ

ーと、Pythonによるプログラミングになります。

まず初回ではAIの最新の状況から話を始めて、去

年度からはChatGPTやBingAIのような大規模言語

モデルに触らせる、使う際の注意を喚起する授業

を行っています。赤塚講師の授業でレポートを書

かせるときにも、お茶の水女子大学の伊藤貴之教

授のアイデアにしたがい、ChatGPTなどを使う際に

１．自分が解決したいと思う医療テーマを１

つ挙げてください。

２．選んだテーマについてその解決策を見つ

けるために生成AIに相談し、その内容をレ

ポートにそのまま写してください。

３．生成AIからの回答の気になる点や不自然

な点を見つけ、それを自分で修正し、完成

された内容をレポートにしてください。

４．修正した点について、その理由を説明し

てください。

という一連の手順を指示し、ただ生成AIの結果を

コピー＆ペーストするのでなく、どのように活用

すべきなのかということを学ばせています。リテ
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本学におけるAIリテラシー教育の特色は、先に

述べたように臨床医によるAIに関する講義が含ま

れるということであり、前ページ表２の４、６、

８がそれに当たります。2023年度に関しては、

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真１　本学でのAIリテラシー授業風景
（五十嵐　豊　講師）

写真２　本学でのAIリテラシー授業風景
（町田　幹　講師）

写真３　本学でのAIリテラシー授業風景
（赤塚　純　講師）
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

ラシーの内容としては、それ以外では、データと

は何か、機械学習とは何か、どのように社会で用

いられているのか、ということに関して一般的な

講義を行っています。授業に取り上げる内容やそ

のレベルとしては最新の教科書[4,5]に準拠したもの

になります。

一般的なAI導入の講義を終えてから、Pythonを

用いたプログラミングやデータの利活用について

の授業に入ります。まずは Google Colaboratoryの

使い方や、Pythonの文法についての最低限の説明

を行ってから、実際の数値データや画像データを

使って、AIやデータサイエンスの利用法に関して

手を動かして学ばせます。具体的な医学関連デー

タとしては、Wisconsin大学の有名な乳がんデー

タ[6]、脳波の時系列データ[7]、病理画像データ[8]、

GenBankの遺伝子配列データ[9]などです。それら

を用いて、統計的な基本処理(箱ひげ図、ヒスト

グラム、散布図、フーリエ変換など)やロジステ

ィック回帰、決定木、畳み込みニューラルネット

ワークといった機械学習の初歩について触れさせ

ています。

ただし、医学部の１年生には既にプログラミン

グの経験のある学生と、PCにあまり触ったこと

のない学生が混在しており、授業をゆっくり進め

ても進度に差が出てしまうため、４名のティーチ

ング・アシスタント(他大学の修士や博士課程の

学生であり、物理学科や情報学科に所属する)に

授業のサポートをしてもらうことにしています

(本学の１学年には120人ほどの学生がいますが、

午前と午後に分けて60人ほどに対して同じ授業

を１日で行うというスタイルです)。また２回の

授業ごとにレポートを提出させますが、それらは

TAの学生が評価を行い、学内のLMSのシステム

を使って医学生にフィードバックさせます。授業

の終わりにはLMS上でアンケートも行い、授業の

難易度やAIのリテラシーは身についたか、AIと医

学の関連は理解したかということについて尋ねた

ところ、2023年度は７割が内容を難しいと感じ

ていましたが、AIのリテラシーは身についたと感

じた学生は７割以上、AIと医学に関係があると感

じた学生は９割以上もいました。また文章による

匿名のクレームから、難しさの大部分はPythonの

プログラミングについてであることが分かりまし

４．おわりに
本稿では2021年度からの本学のAIリテラシー

教育の試みについて紹介させていただきました。

本学では、人工知能概論という授業をスタートさ

せ、AIのリテラシーに関する授業やPythonのプロ

グラミングに関する授業とともに、本学の特色と

して臨床医によるAI活用事例の講義、企業(富士

フィルム)による講義などを行っています。また

ティーチング・アシスタントの援用による授業サ

ポートとレポートなどの採点・フィードバック、

また授業後の学生アンケートやAIカリキュラム評

価委員会による授業の改善などがポイントとなる

かと思います。一方で、数十年前から本学におい

写真４　本学でのAIリテラシー授業におけるPythonプロ
グラミングの授業風景

たので、難易度を調整したり、ある程度項目を絞

って時間をかけて教えることにしています(写真

４)。

また本学には、GPA上位者プログラムや学部３

年時に研究配属という独自のプログラムが存在

し、医学に関連することを自主的にもしくは教員

とともに学ぶことが可能となっています。その機

会に数理・データサイエンス・AI教育センターに

おいて、さらにAIやデータサイエンスに関するこ

とを学ぶことも可能です。また、本学は東京理科

大学や早稲田大学とも業務連携しており、研究配

属においてこれらの大学に研鑽を積みにいく学生

も増えてきています。そこでは医工学的な研究や

AIに関わることを学んでいます。学部でのリテラ

シー教育と直接の関係はないですが、本学の大学

院でもAIについて学ぶコースが設けられています。
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タを与えてよいかなど)であり、今後はそのよう

なテーマについて研究している法律関連の講師を

招くことも考えています。

本稿が大学においてAIリテラシー教育を導入し

ようと考えている教育者の方の参考になれば幸い

です。本学においてAIリテラシー教育に関わって

いるすべての教職員の皆様に感謝いたします。
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てはコンピュータリテラシーという授業を既に行

っており、そこでは情報リテラシー(メールの読

み書きやSNSの使い方など)やWord、Excel、

PowerPointのような情報ツールの使い方に関して

教えています(これは他大学でも似たような授業

があると思います)。また数学の授業でも微分積

分、確率統計、線形代数といったAI機械学習に関

わることをある程度教えており、これらを統合し

てAIリテラシー全体のカリキュラムとなります。

それらを修了した学生は修了バッチをもらうこと

ができます(必修科目でもあるので、進級する全

員がもらうことになります)。

2021年から授業を開始してまだ３年ほどしか

経っていませんが、AIの進歩に合わせて授業を調

整していかねばならず、これは物理学などの確立

した内容に対する授業とは全く異なったことにな

ります。またPythonなどのプログラミングの手法

だけをやらせても、その内容がすぐに風化する可

能性もあるため、どれだけ原理についても解説す

るべきか(しかし、そうすると、時間もかかり、

またリテラシーの範囲からは逸脱してしまいま

す)頭の痛いところです。近年のもっとも大きな

変化はChatGPTなどの生成AIの登場で、これによ

ってレポートの巧妙な「剽窃」も可能になり、評

価の際にはレポート以外の手段を考えることが必

須になります。また、プログラミングに関しても

GPT4以降であれば、ブラウザー上で日常言語を

用いるだけで実行したり、結果の視覚化ができて

しまいます。プロフェッショナルなプログラマー

になる必要がなければ、将来的にはプログラミン

グを習得すること自体が不必要になる可能性もあ

ります。

また医学部、医学生に対してのAI教育というこ

とに関しては、さらに考慮しなければならないこ

とがあります。それは患者などの生体データを将

来的には扱うということで、その管理やプライバ

シーの問題についても通常の学生よりは深く理解

している必要があるということです。そのような

データを収集するためにはどれくらいの苦労(労

働)が必要か、ということも知る必要があります。

これらの話題に関しては、臨床医による講義であ

る程度はカバーしていますが、AI倫理[10]などの問

題は非常に新規のテーマ(生成AIにどこまでデー

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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そして全学教務委員会で新しいデータサイエンス

教育について議論を重ね、2022年度に医療保健

学部でも情報リテラシー科目を開設するにあわせ

て、全学部で「北陸大学データサイエンス・AI教

育プログラム」を開始しました。

本プログラムの目的は、全学部の学生がデータ

サイエンス・AIに関する基礎的な知識を修得し、

データを理解・活用して情報の解釈と意味を見出

すことができる「データリテラシー」を身につけ

ることです。プログラムの内容は、文部科学省

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認

定制度(リテラシーレベル）」のモデルカリキュラ

ムの項目をカバーすることに加え、私立大学等改

革総合支援事業タイプ１の関連設問や経常費補助

金(特別補助)「４数理・データサイエンス・AI教

育の充実」区分１の要件を満たすように予め設計

しました。具体的には後述するように、全学部の

必修科目で開講すること、法人格のある組織と協

定を交わして実データの提供を受け実課題に取り

組む実践的な学修内容にすること、他大学への普

及活動をすることなどが求められます。

(2)プログラムの構成と運営体制

本プログラムでは、既存の科目や組織を活用し

て速やかに立ち上げることを目的にしました。ま

ず、全学部１年生対象の必修科目である「情報リ

テラシー」の内容を、リテラシーレベル認定制度

の５つの審査項目に対応するモデルカリキュラム

の項目をすべてカバーするように一部修正しまし

た。授業構成を次ページ表１に示します。それに

加えて、各学部独自の内容で実施する選択の統計

学入門科目では、オプションの項目を扱います。

次ページ表２のとおり、科目名、配当年次、履修、

単位数は既存科目を活用したため、学科によって

異なっています。両科目を修得した学生には、オ

ープンバッジによる修了証が発行されます。

プログラムの教育内容についてはアメリカ統計

１．はじめに
本学は、石川県金沢市に位置する私立大学です。

1975年度に薬学部のみの単科大学として創立さ

れ、その後、2017年度に３学部を改組・新設し

ました。現在は、薬学部、医療保健学部、経済経

営学部、国際コミュニケーション学部の４学部７

学科で構成され、2024年５月１日時点での学生

数は2,284名となっています。本学は、「自然を

愛し、生命を尊び、真理を究める人間の形成」を

建学の精神とし、「健康社会の実現」を使命・目

的に掲げています。

また「2025年度までに学生の成長力No.1の教

育を実践する大学となる」という長期ビジョンを

掲げ、これまで様々な改革に取り組んできました。

本学では、建学の精神や使命・目的を達成する

ためにも、また社会からの要請に応えるためにも、

全学的にデータサイエンス教育を推進することが

重要であると考え、2022年度から全学部の学生

を対象とした「北陸大学データサイエンス・AI教

育プログラム」を開設しました。本稿では、この

プログラムの概要と特色ある取組みについて紹介

します。

２．北陸大学データサイエンス・AI教育
プログラムの概要

(1)プログラム開設の経緯

本学では、2019年度に経済経営学部と国際コ

ミュニケーション学部でノート PC必携の

BYOD(Bring Your Own Device)を導入し、2020年

度にはこの２学部で初年次必修の入門科目である

「情報リテラシー」の内容を共通化しました。

2020年度にはGoogle Workspace for Educationと

Microsoft Office 365 Educationも同時導入し、こ

れらクラウドサービスの利用についても１年生か

ら学び始めることとしました。2021年度には、

薬学部と医療保健学部でもBYODを導入し、薬学

部の「情報リテラシー」の内容も共通化しました。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

北陸大学のデータサイエンス・AI教育プログラム

田尻　慎太郎北陸大学学長補佐（情報・IR担当）
経済経営学部 教授
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協会(ASA)が2016年度に出した「統計学教育にお

ける評価と指導のためのガイドライン(GAISE)」

レポートも参照しました。GAISEでは、①統計的

思考を教える、②概念の理解を重視する、③文脈

と目的を伴う実データを用いる、④アクティブラ

ーニングを促進する、⑤テクノロジーを使って概

念を探究し、データを分析する、⑥学生の理解度

を適切に評価し学習を改善する、ことを推奨して

います。

2022年度には、まず１年生482名が情報リテ

ラシーを、104名が統計学入門科目を履修し、内

93名が両科目に合格しました。2023年度は、４

学部６学科10クラスで情報リテラシーを開講し

567名が履修し513名が合格、統計学入門科目は

３学部５学科で開講され384名が履修し314名が

合格しました。これによりプログラムを開始して

２年間で計411名がデジタル修了証を授与されま

した。2022年度入学の２年生の65％が修了した

ことになります。

運営体制としては、前述の全学教務委員会がプ

ログラム改善のための体制と自己点検・評価体制

を兼ねています。授業運営ではプログラムコーデ

ィネーターの教員を設け、情報リテラシー教材の

作成にあたっています。クラス担当教員とアシス

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

タント学生(SA)がメンバーのチームをMicrosoft

Teams内に開設し、教材の配布から授業運営に関

する意見交換までリアルタイムのコミュニケーシ

ョンを実践しています。SAは担当クラスの授業

終了後、当日中に活動報告を投稿することになっ

ており、その内容を翌日以降のクラスで役立てる

ことができています。それに加えて毎週オンライ

ン会議を開いて、各週の授業の振り返りと次週の

授業内用についての情報共有を行っています。学

期前には新任教員・SAを対象とした講習会を開

催し、学期終了後の振り返りミーティングでは、

成績評価や次年度の改善事項について議論し、複

数教員が担当する科目でも教育の質が一定に保た

れる工夫を行っています。

学外との関係では数理・データサイエンス・AI

教育プログラム拠点コンソーシアム北信越ブロッ

クや金沢市近郊私立大学等の特色化推進プラット

フォームにおいて事例発表を行い、複数の企業と

連携して教育内容の充実を図っています。

３．プログラムの特色ある取組み
(1)ノーコードツールの採用

本プログラムでは、学生がプログラミングの習

得に時間を割くことなく、データ可視化や分析の

概念を学べるよう、プログラムのすべての科目で

ノーコードツールを採用しています。情報リテラ

シーでは、ビジュアル分析ツールの「Tableau」

を導入しました。Tableauはドラッグ＆ドロップ

の簡単な操作で、データの可視化や分析が行える

ツールです。これにより学生はプログラミングス

キルがなくても、大量のデータを扱い、そこから

新しい知見(インサイト)を導き出すことができま

す。

従来用いられたExcelでは、グラフ要素のデー

タはまず範囲指定する必要がありますが、

Tableauではフィールドをドラッグ＆ドロップで

直接操作することで可視化を行うことができます

(次ページ図１)。また、データソースであるExcel

ファイルとTableau上の分析が分離しているため、

RやPythonなどを使わずともテーブル形式の構造

化データの取り扱いに習熟することができます。

Tableauを採用したことでデータ分析の敷居が

下がり、学生の学習意欲が顕著に高まりました。

授業では、Tableauの基本

的な操作方法から、データ

の可視化、ダッシュボード

の作成、ストーリーの作成

など、EC(電子商取引)企業

の１万行からなるサンプル

データセットを使って段階

的に学習を進めます。

統計学入門科目では経済

経営学部で「Exploratory」、

国際コミュニケーション学

表１　情報リテラシーの授業構成

授業回
情報リテラシー
セクション

Tableau
セクション

第01回 イントロダクション

第02回 オンラインコミュニケーション

第03回 ミニレポート 企業ビデオ講演①

第04回 PowerPointの利用 Tableau演習①

第05回 PCの仕組み Tableau演習②

第06回 情報倫理・情報セキュリティTableau演習③

第07回 AI入門 Tableau演習④、分析コンペ課題発表

第08回 50%アンケート 企業ビデオ講演②

第09回 1年生世論調査① 分析コンペ中間発表会

第10回 1年生世論調査②

第11回 1年生世論調査③ クラス代表の発表

第12回 タイピングデータ分析① 分析コンペ表彰式

第13回 タイピングデータ分析②

第14回 分析レポートの作成

第15回 分析レポートの修正

表２　北陸大学データサイエンス・AI教育プログラムの科目構成(2023年度)

情報リテラシー

（全学共通内容）

統計学入門科目

（学部独自内容）

学部

全学部学科

薬学部

医療保健学部

経済経営学部

国際コミュニ

ケーション学部

科目名

情報リテラシー

臨床統計学

データサイエンス

データサイエンス

統計学Ⅰ

データ解析

情報処理応用

配当年次

１年

３年

１年

１年

２年

２年

１年

学期

前期

後期

後期

後期

前期

後期

後期

履修

必修

必修

選択

選択

履修必須

選択

履修必須

単位数

１〜２

1.5

１

１

２

２

１



生はTeams上にアップされた動画

教材を自身のスマートフォンで視

聴しながら、ノートPCを操作し

ます。この学習方法は学生から好

評を得ており、アンケート調査で

は「ハンズオン動画の内容と難易

度は適切だった」と回答した学生は87％を超し

ています。

(3)Tableau分析コンペティションの開催

学生のデータ分析への興味・関心を高めるた

め、ツール操作の学習後に授業内で分析コンペテ

ィションを開催しています。学生は、大学から提

供されたデータセットを用いて、Tableauで自由

に分析を行い、インサイトを導き出します。

分析コンペティションでは、実際の企業データ

や公開データを用いて課題を設定しています。

2022年度は、キャンパス内の売店を運営して

いる株式会社太陽アソシエイツと協定を結び、コ

ロナ禍前後の販売データを提供いただきました。

さらに日本インスティチューショナル・リサーチ

協会の提供する学生調査アンケートのダミーデー

タと国勢調査の都道府県別人口推移データを加え

て、３つのデータセットから１つを選んで分析す

るようにしました。売店データは日付、商品カテ

ゴリ、売上金額などの情報を含んでいます。学生

はこのデータを用いて売上の時系列変化、商品別

の売上構成などを分析します。例えば、ある学生

は「季節ごとに売れ筋商品が変化するため、商品

構成を適宜見直す必要がある」という分析結果を

示しました。

2023年度は、同じ企業が運営する学食の食券

販売機の４年分、35万行に達するデータを学生

に提供しました。学生調査アンケートもダミーデ

ータではなく、実際に学内でIR室が実施している

アンケート結果を匿名化したデータに替えまし

た。このようにキャンパス・ライフに関わる身近

な実データを扱うことで受講生は高い意欲で取り

組むことができます。分析結果はクラス内で発表

し、相互に評価し合います。優秀者は全学の発表

会で表彰され、連携企業の審査員から講評をいた

だく機会を設けています。
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部では「HAD」、薬学部と医療保健学部では「EZR」

というノーコードの分析ツールを採用していま

す。ExploratoryはRを分析エンジンとしながら、

シンプルでモダンなUI(User Interface)を通してデ

ータ加工、可視化、統計分析、機械学習までを容

易に行えるツールです。

２年生の「統計学Ⅰ」では、記述統計、推測統

計、分散分析、重回帰分析などを学習します。プ

ログラム対象科目ではありませんが、連動して開

講している「統計学Ⅱ」では、さらにロジスティ

ック回帰、決定木、ランダムフォレスト、XGBoost、

主成分分析、クラスタリングなどのより発展的な

内容を扱います。学生は、Exploratoryを使って、

これらの手法を実際のデータに適用し、結果を解

釈する演習を行います。Exploratoryを活用するこ

とで、学生はコーディングに煩わされることなく、

統計分析や機械学習の概念を直感的に理解するこ

とができます。また、分析結果をノートとしてま

とめ、Webに公開することもできるため学習成果

の可視化にも役立っています。

(2)教室内反転学習の実施

情報リテラシーと経済経営学部の統計学科目で

は、動画を活用した教室内反転学習を実施してい

ます。従来のPC演習は長らく教員の操作をプロ

ジェクタに投影し、それを見ながら受講生が操作

を真似るものでした。しかし、これだと教員には

学生が操作についてきているかが分かりません。

また習熟度が異なる学生がいるにもかかわらず、

一定の進度が強制されるという課題がありまし

た。そこでコロナ期の遠隔授業以後、ツール操作

に関する部分はすべて動画教材にし、教室内でそ

れを視聴し、反転授業形式にすることで既存課題

を解決することができました。動画にすることで

担当教員のスキル差に関係なく、全クラスで一定

の品質を担保することにも繋がりました。

情報リテラシーの授業では、写真１のように学

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図１　Tableauの操作画面

写真１　教室内反転授業の様子
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(4)企業連携の実施

プログラムではデータサイエンス分野で先進的

な企業と連携し、実践的な教育を行っています。

Tableauを販売している株式会社セールスフォー

ス・ジャパンからはデータリテラシーに関する講

演動画とTableauの操作方法を解説する動画教材

を提供いただき、上述のように分析コンペティシ

ョンの受賞者の選考、講評に協力いただきました。

同様にExploratory Inc.からも講演動画と教材の提

供を受けています。データ分析を専門とするヴェ

ルク株式会社からは、スーパーマーケットにおけ

るデータ活用の実際について解説いただき、それ

を学んでから学生はデータ分析コンペティション

で売店データに向き合いました。

経済経営学部の統計学Ⅰでは株式会社truestar

の協力で、同社が提供するPrepper Open Data

Bankのデータを用いて金沢市内の出店プランを

Tableauで分析する特別授業を実施しました。ま

た統計学ⅡではDataiku Japan株式会社に協力いた

だき、データ準備から可視化、機械学習、AI、ア

プリ開発までを統合しておこなうデータコラボレ

ーションツールであるDataikuを用いた、携帯電

話の解約顧客予測の機械学習プロジェクトの特別

授業も実施しました。

これらの企業連携を通じて、学生は最先端のデ

ータ分析ツールに触れることができるだけでな

く、データ分析の実務的な側面についても学ぶこ

とができます。企業の課題解決にデータ分析がど

のように活用されているのか、データ分析の結果

がビジネスにどのようなインパクトをもたらすの

かといった点について、具体的なイメージを持つ

ことができます。

４．プログラムの成果と評価
(1)学生の学習意欲と満足度

情報リテラシーのTableauセクション学習後の

アンケートでは、学生の高い学習意欲と満足度が

示されました。図２で示すとおり、2023年度の

アンケート結果では、「意欲的に取り組んだ」と

回答した学生が94.0％、「満足した」と回答した

学生が90.9％に上りました。この結果は、文系学

部の学生を含めた全学部で共通して見られ、プロ

グラムが学生に好意的に受け入れられていること

が分かります。

また、プログラム開始時の学習意欲と、終了後

の「意欲的に取り組んだ」「満足した」との回答

に有意な差は見られませんでした。このことから

事前の学習意欲にかかわらず、ほぼ全ての学生が

意欲的に取組み、満足感を得られるプログラムで

あったことが示唆されます。学部別では、文系学

部である経済経営学部の学生の満足度が特に高い

ことがわかりました。

自由記述の回答では「データからインサイトを

見つけ出すことの面白さを知った」「データ分析

の手法が身についた」「データアナリストという職業

に興味を持った」といったコメントが寄せられま

した。プログラムが文系・理系を問わず学生のデ

ータサイエンスに対する興味関心を高め、学習意

欲を喚起する効果があったことがうかがえます。

(2)学外からの評価

2022年度に実施した内容を踏まえ、2023年度

にリテラシーレベル及びプラスに同時申請したと

ころ無事に選定されることができました。リテラ

シーレベル自体は過去３年間で382件が認定され

ているものの、他大学等の規範となりステークホ

ルダーから支持される先導的で独自の工夫・特色

が求められるプラスに選定された私立大学はこれ

までに６大学しかありません。その中で文系学部

を持つ大学は本学と前年に選定された大正大学だ

けです。プラス選定には独自内容に加え、全学部

において履修必須としているプログラムが重視さ

れ、全学の50％以上の学生が履修しているか、

３年以内にそれを実現する具体的な計画を示す必

要があります。本学では「情

報リテラシー」が必修であり、

学生数の多い経済経営学部２

年次の「統計学Ⅰ」を履修必

須にしたことでクリアするこ

とができました。

プログラムに協力いただい

た企業からも、高い評価を得

ています。連携企業の担当者

からは、「北陸大学の活動が活

発で、学生に実践の機会を提

供している点がすばらしい」

「学生のうちからデータ分析ツ

ールに触れて学べることは素

晴らしい」といった声が寄せ

られています。実際、プログ

ラムを受講した学生の中から図２　Tableauセクションアンケートの結果
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からは学内でデータ分析に興味を持つ教職員を対

象にしたゼミ形式の「データ分析塾」を開催し分

析スキル向上を図っています。教員はデータ分析

塾に参加することで、データサイエンスを自身の

授業に活かすためのアイデアを得ることができま

す。職員はIR室が管理する教学IRデータを実際に

用いて、自身の部署の課題を解決する最終課題に

取り組みます。

また本学の学生と教職員が中心となって、地域

の企業や教育機関のTableauユーザーと共に「北陸

Tableauユーザー会」を2024年３月に立ち上げま

した。ここで、データサイエンスのコミュニティ

形成と地域課題解決に立場を超えて取り組んでい

きます。ユーザー会では、Tableauに関する勉強会

や交流会を定期的に開催し、学生と社会人が共に

学び合う場を生み出すことを目標にしています。

学生が企業のデータサイエンティストと直接交

流できる機会として、志願した学生が東京のデー

タ分析企業を訪問するツアーも2024年３月に実

施しました(写真２）。学生は、データサイエンス

の最前線で活躍する企業を訪問し、データ分析の

実務について学ぶとともに、将来のキャリアにつ

いても考えを深めることができます。このような

取組みを通して、学生のデータサイエンスに対す

る興味関心をさらに高め、学習意欲を持続させて

いきます。

データサイエンスは、特定の学部の学生だけが

学ぶものではありません。文理を問わず、様々な

分野の学生が学び、それぞれの専門分野に活かし

ていくことが重要です。１〜２年次科目で学んだ

分析スキルを、３〜４年次の専門科目、卒業研究

で活用できるように今後もFD研修などに取り組

んでいきます。これらの取組みを通して、本学は、

データサイエンス教育の先進的なモデルケースを

確立し、地域社会と連携しながら、データサイエ

ンス人材の輩出と地域の課題解決に貢献していき

ます。本プログラムをきっかけに生じた様々な取

組みについては本学のサイトで公開しているので

ご覧いただければ幸いです[1]。

関連URL
[1] https://www.hokuriku-u.ac.jp/sptopics/datascience.html
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写真２　セールスフォース・ジャパンを訪問した学生

４名が、これまでにデータ分析企業３社の長期イ

ンターンシップに採用されました。

2023年９月には、Salesforce本社のアンバサダ

ープログラムであるTableau Academic Ambassador

に、本学から学生１名と教員１名が選出されまし

た。この学生は2022年度のTableau分析コンペテ

ィションの優勝者であり、それにとどまらず学内

外においてTableauを用いた実践に取組み、その

成果を大学教育学会課題研究集会で発表するなど

しました。Tableau Academic Ambassadorは、世界

中の教育機関から選ばれた、Tableauを活用した

データサイエンス教育の推進者の証であり、本学

の取組みが世界的にも注目されていることの表れ

と言えるでしょう。

(3)外部コンテストでの入賞

プログラムで培ったデータ分析スキルを活か

し、学生が外部のコンテストで入賞する成果も挙

がっています。2022年度には大学生を対象とし

たTableau企業分析AWARDで、2023年度にはそ

の後継のTableauデータ分析AWARDで、本学の学

生チームがいずれも３位入賞しました。2023年

５月には社会人も参加するSnowflake社主催の

「Rising 未来のデータサイエンスコンテスト」の

アイデア部門で、本学の学生チームが「生活習慣

病患者を減らし、10年後の健康な高齢者を増や

そう！〜少子高齢化が引き起こす2030年問題へ

の対応策〜」というテーマで準優勝を果たしまし

た。これらの成果は、プログラムで身につけたス

キルが実社会でも通用するレベルであることを証

明しています。

５．おわりに
(1)データサイエンス・AI副専攻の開設

本学ではプログラム実施の経験を踏まえ、

2024年度から「北陸大学データサイエンス・AI

応用基礎(副専攻)プログラム」を立ち上げました。

この副専攻ではすべての学部の学生を対象に、情

報リテラシーと統計学入門に加えて、プログラミ

ング、AI入門、データサイエンスのための数学、

多変量解析、機械学習を学ぶ科目を用意していま

す。副専攻の開設により、データサイエンスに興

味を持つ学生が、より専門的なスキルを身につけ

ることができるようになります。将来のデータサ

イエンティスト、AIエンジニア、ビジネスアナリ

ストなどを志す学生に魅力的な学習の場を提供す

ることを目指しています。

(2)学内外の学びのコミュニティ形成

本学では、データサイエンス・AI教育プログラ

ムの学びを単なる授業で終わらせるのではなく、

学内外の学びのコミュニティを形成することで、

学生のデータサイエンスに対する興味と能力を持

続的に高めることを目指しています。2023年度
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公益社団法人 私立大学情報教育協会

令和６年度(2024年度)事業計画書

※ICT(Information and Communication Technology) : 情報通信技術

②　分野横断フォーラム型授業の試行研究
ネット上で多分野の知識を組み合わせることにより、新しい知の創造を訓練し、協働的に社会の課題に取り組む授業

モデルの可能性を研究するため、以下により小委員会を継続設置して対応する。
一つは、「医療系フォーラム型実験小委員会」において、令和５年度までに６年間実験したICT活用による分野横断の

多職種連携授業のノウハウをビデオ化し、国・公・私立の栄養・医療系大学に配信した視聴状況をアンケートし、課題
解決に向けたQ&Aを作成する。

二つは、「法政策等フォーラム型実験小委員会」において、４年間実験したICT活用による有識者を交えた｢法政策等
フォーラム型授業｣の実験を振り返り、分野横断対話型授業による新たな学びの提案を行う。

③　思考力等の外部点検・評価・助言モデル構想の研究
学修成果の質保証システムの一環として、学生が卒業までに思考力等を身に付けることができるようにするため、複

数外部者によるビデオ試問で点検・評価を行い、その結果を大学の担当教員にフィードバックし、担当教員から学生一
人ひとりに助言を支援するモデル構想の有効性を確認するため、「外部評価モデル小委員会」を継続設置して試行実験
を行い、検証する。

【公益目的事業】
［公益１］私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
（１）情報通信技術による教育改善の研究

学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を促進支援するため、ICTを活用したアクティブ・ラーニングの充実を目指し
た授業改善の研究を以下により行う。

【事業組織】学系別FD/ICT活用研究委員会
分野別サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

①　対話集会による学修者本位の教育、問題発見・課題解決型教育等(PBL)*の研究                  
*PBL(Problem-based learning、Project- based learning)

学生一人ひとりの能力を伸長する個別最適な授業と、対面授業と遠隔授業を効果的に組み合わせた問題発見・課題解
決型教育(PBL)の推進普及を目指すため、大学教員を中心としたオープンな分野連携による文系、理系、栄養・医療系
グループの対話集会を継続実施する。教育のDX化を後戻りさせない中で、学修者の立場に配慮した振り返りの学修支援
環境の整備、学修の質の向上を目指した対面授業と遠隔授業を取り入れた反転授業の効果的な取組みの工夫、PBLの推
進普及を積極化する対策、学生参加によるFD促進策、生成AIを利活用した授業改善等について探究する。

対
話
集
会

分野連携のグループ(G) 主な研究テーマ

・　LMS等による学修者の振り返り

・　ハイブリッドによる学びの質を高める反転授業

PBL推進普及の積極化対策

学生参加のFD活動

・　生成AIを利活用した授業改善栄養学・薬学・医学・歯学・看護学・リハビリテーション学（Ｇ）

社会福祉学・社会学・教育学・統計学・情報教育・体育学・英

語教育・法律学・政治学・国際関係学・コミュニケーション関

係学、経営学・経済学・会計学・心理学(G）

数学・機械工学・経営工学・建築学・電気通信工学・物理学・

土木工学・化学・生物学・被服・美術デザイン学(Ｇ)
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［公益２］情報教育の改善充実に関する調査・研究
【事業組織】 情報教育研究委員会

情報リテラシー・情報倫理分科会
分野別情報教育分科会
情報専門教育分科会
データサイエンス教育分科会

①　社会で求められる情報活用能力育成の研究と理解の促進
高校の必履修科目「情報Ⅰ」と大学情報教育の接続が円滑に対応できるよう、プログラミング・アルゴリズム関連の

教材及び教育方法、モデル化・シミュレーション関連の教材及び教育方法、データサイエンス・AI活用教育に向けた教
材及び教育方法の事例を整備しつつある。以上の活動を効果的に進めるため、「情報活用教育コンソーシアム」のプラ
ットフォーム上で関係教員によるシンポジウムや意見交流の機会を設け、コンテンツ利活用の促進に向けた紹介活動、
生成AIを使いこなす授業方法、著作権法などの対応事例を収集・紹介する。

②　仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションの研究
学生が取り組んでいるSDGsの研究を仮想空間の上で企業・自治体に紹介し、興味・関心があればマッチングして、

個別に当事者同士でPBLを展開するオープンイノベーションを本格的に進めていくためのパイロットプランをとりまと
め、実施に向けた準備への対応をすすめるため、情報専門教育分科会に「メタバース・VR教育利活用小委員会」を継続
設置する。

③　データサイエンス・AI教育を支援する研究
本協会の「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プラットフォーム」に文部科学省で認定したリテラシ

ーレベル、応用基礎レベルの先導的な「プラス」認定校の情報を更新・掲載するとともに、リテラシーレベル、応用基
礎教育レベルのワークショップを行い、学生が意欲的に取り組むような授業運営の工夫、教材などの支援について研究
し、理解の促進を図る。

［公益３］私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
（１）情報環境整備に関する調査及び推進

【事業組織】情報環境整備促進委員会
デジタル技術を活用して授業の価値の最大化を実現する情報関係の基盤環境を整備するため、私立大学全体の整備計画の

ニーズを継続して調査し、国による財政援助の要望をとりまとめ、私立大学団体連合会に協力を要請するとともに、文部科
学省に補助事業の充実を働きかける。

［公益４］大学連携、産学連携による教育支援等の振興及び推進
（１）電子著作物等の利用推進

【事業組織】電子著作物等利用推進委員会
補償金の分配は、文化庁長官の指定管理団体である授業目的公衆送信補償金等管理協会(SARTRAS)から、一部の大学利用

報告を踏まえて、分野ごとの著作権管理事業者等に委託し、その団体から個別の権利者に分配するとしており、便宜的に調
査した利用報告に基づく著作権者への分配にとどまっている。本協会としては、絶対多数を対象とする分配が実現されてい
ない現状を打開するため、著作権者の一元管理導入と、ブロックチェーン技術を用いたシステムの導入を組合わせ、透明性
のある権利者データベースを構築し、そのデータを基に大学等教員個人に補償金が分配されるよう働きかけを続ける。また、
必要に応じて改正個人情報保護法の施行に伴う私立大学への影響等についてアンケートを行い、課題を整理し、対応などの
支援をとりまとめる。

（２）産学連携による教育支援の振興・推進
【事業組織】産学連携推進プロジェクト委員会

産学連携による教育支援として、以下の２事業を実施する｡
①　産学連携人材ニーズ交流会

学生が新しい価値の創造に立ち向かっていけるよう、日本社会全体で学びを支援する仕組みとして、共創活動の拠点
をメタバース上の仮想空間に設け、SDGs(持続可能な開発目標)の解決を目指す「SDGsサイバーフォーラムコモンズ」
の構想に基づくパイロットプランの実現を目指した準備について、情報専門教育分科会から報告を受け、実現可能性を

私情協ニュース
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確認する。

②　大学教員の企業現場研修
教員の教育力向上を支援するため､賛助会員の協力を得て、デジタル革命による事業価値の創出に取り組む事業戦略

の動向、技術革新の現場情報、人材育成の方針を紹介いただき、若手社員と大学教育に対する意見交換を行う中で、授
業を振り返る気づきの機会を提供する｡

［公益５］大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
（１）情報通信技術を活用した優れた授業研究の評価と表彰

【事業組織】ICT利用教育改善発表会運営委員会
教育改善にICTを利活用するFD(ファカルティ・ディベロップメント)活動の振興普及を促進・奨励し、優れた授業研究の

選考・表彰を通じて、学修者本位の教育の実現、大学教育の質の向上を図るため、文部科学省の後援を受けて、国立・公
立・私立の大学・短期大学の教員を対象に、オンライン方式で「ICT利用による教育改善研究発表会」を実施する。

（２）教育改革のための情報通信技術活用に伴う知識と戦略的活用の普及
（２）－１　私情協 教育イノベーション大会

【事業組織】教育イノベーション大会運営委員会
大学におけるデジタル変革(DX)が今後一層進展していくことを踏まえて、教育改革に向けたDX、学生支援改革に向け

たDX、業務改革に向けたDXなどの観点から、先行して取組んでいる好事例の紹介及び意見交流をオンライン方式で行
う。例えば、LMS等を活用した学びの振り返り、生成AIを導入した授業改善、分野横断フォーラム型教育の推進、ハイ
ブリッド型教育(反転授業、PBLなど)の推進、仮想空間(メタバース)を活用した学びの質向上、デジタル人材育成の推進、
外国大学とのオンライン連携授業の国際通用性などの情報提供を行う。また、ICT利活用による授業改善の研究や学修
成果の可視化など実践事例の発表、大学・賛助会員連携によるICT導入・活用事例の紹介を通じて理解の促進・共有を
図る。

（２）－２　短期大学教育改革ICT戦略会議（休止）
【事業組織】短期大学会議教育改革ICT運営委員会

「短期大学教育改革ICT戦略会議」は休止するが、短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を
促進する事業として、複数の短期大学と自治体等が協働する地域貢献支援活動のコンソーシアムを本協会ネット上に形
成し、生成AIを利活用した教育による「高齢者との交流促進・課題解決策の支援事業」、「地域価値発見の支援事業」、

「地域課題取組情報共有の支援事業」について試行し、可能性をとりまとめる。

（３）教員及び職員の情報通信技術活用能力の研修
（３）－１　FDのための情報技術研究講習会

【事業組織】FD情報技術講習会運営委員会
私立大学教員のICT教育技術力の向上を支援するため、大学・短期大学の教員を対象に学外FDとして対面方式で実施

する。分野に共通するLMSを用いた授業の個別最適化、対面授業とオンライン授業を効果的に組み合わせた反転授業、
生成AIの利活用、授業コンテンツ使用の著作権法上の知識・理解の習得を目指す「全体会」と、参加者が希望するテー
マの「ワークショップ」を実施する。例えば、オンデマンド動画教材の作成、反転授業のデザインと学修内容の動画制
作、学修データの解析方法、対面・オンラインでのICT活用法(LMS、2Dメタバース、授業支援のための生成AIなどの紹
介)、オンライン多職種連携教育、オンライン授業・対面授業の学修評価方法(学生の生成AI利用含む)などについて、基
礎的な理解を深め実践できるよう支援するとともに、参加者同士で意見交換しながら理解を深める。

（３）－２　大学職員情報化研究講習会
【事業組織】大学職員情報化研究講習会運営委員会

私立大学職員のICT活用能力の開発・強化を支援するため、大学・短期大学を対象に10月頃に対面方式による「基礎
講習コース」を実施し、データ取り扱いの基礎的なスキルの習得と課題解決の演習を行う。なお、「ICT活用コース」は
休止する。

私情協ニュース
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（４）情報セキュリティの危機管理能力のセミナー（休止）
【事業組織】情報セキュリティ研究講習会運営委員会

情報セキュリティ対策問題研究小委員会
情報セキュリティの危機管理能力のセミナーとしての「大学情報セキュリティ研究講習会」は休止するが、大学でのベン

チマークリストを用いた自己点検・評価・改善が定着するよう、情報セキュリティ研究講習会運営委員会においてベンチマ
ークリストの内容を再検討し、更新した上で、大学に活用の仕方ガイドを添えて配信する。なお､情報セキュリティ対策問
題研究小委員会は、必要に応じて運営委員会と合同で活動する｡

［公益６］この法人の事業に対する理解の普及
【事業組織】事業普及委員会

公益目的事業について理解と協力を得ることを目的に、全国の大学及び関係機関に向けて機関誌「大学教育と情報」の発
行と、インターネットによる情報発信を行う。また、全国の大学関係者に理解の普及を拡大するため、オンライン方式で全
地域の大学・短期大学の関係者、賛助会員に「事業活動報告交流会」を実施する。

【その他事業】
［他１］高度情報化の推進支援
（１）情報化投資額の点検・評価の推進

【事業組織】支援室
本協会加盟の大学、短期大学の情報化投資額の実態を調査し、大学の規模・種別ごとに比較可能な投資額情報を加盟校に

提供し、費用対効果の点検を支援する。

（２）情報通信技術活用に伴う相談・助言
【事業組織】支援室

学修者本位の教育と学びの質向上を目指したICTの活用方法と推進方策、財政援助の有効活用、情報環境の構築等につい
て、加盟校の要請に基づき個別にキメの細かい相談・助言を支援する｡

（３）大学､企業､地域社会との連携を推進する拠点校､関係機関への支援
【事業組織】支援室

アクティブ・ラーニング・ｅラーニング・IR等を支援する拠点校､クラウドの活用等について支援する国立情報学研究所と
必要に応じて連携し、事業の推進を支援するとともに、日本オープンオンライン教育推進協議会(JMOOC)に役員として参画
し、組織の維持・発展を支援する｡

［他２］経営管理者等に対する教育政策の理解の普及
（１）教育改革FD/ICT理事長･学長等会議（休止）

教育改革事務部門管理者会議と重なるため、休止する。

（２）教育改革事務部門管理者会議
加盟校の事務局長､部課長等を対象に、大学教育のDX化、質保証のDX化、業務改革のDX化への取組み、文部科学省「大

学等発スタートアップの抜本的強化」、「全国学生調査」の試行結果と今後の計画、改正個人情報保護への対応、情報化投資
額調査の結果、情報セキュリティ対策に関する課題認識など共有するため、「教育改革事務部門管理者会議」をオンデマン
ド方式で10月に実施する。

［他３］研究会等のビデオ･オンデマンド配信
【事業組織】事業普及委員会

本協会で発表・講演された映像コンテンツを教職員の職能開発の研究資料として活用できるように、デジタルアーカイブ
化し、希望する加盟校及び賛助会員に有料で配信する予定にしている｡

私情協ニュース
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各種委員会

学系別教育FD/ICT活用研究委員会

担当理事・総括委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授

英語教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
田中　宏明 京都先端科学大学 名誉教授
委　員
山本　英一 関 西 大 学 国際部教授、国際教育センター長
アドバイザー
五十嵐義行 東 京 国 際 大 学 国際関係学部准教授

心理学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
片受　　靖 立 正 大 学 心理学部准教授
木村　　敦 日 本 大 学 危機管理学部准教授

法律学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
加賀山　茂 名 古 屋 大 学 名誉教授
委　員
吉野　　一 明 治 学 院 大 学 名誉教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 学長補佐、教育支援センター所長
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
村田　治彦 宮崎産業経営大学 法学部准教授
アドバイザー
笠原　毅彦 桐 蔭 横 浜 大 学 大学院法学研究科教授

経済学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部長
委　員
碓井　健寛 創 価 大 学 経済学部教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
山崎　好裕 福 岡 大 学 経済学部教授
アドバイザー
林　　直嗣 法 政 大 学 名誉教授

経営学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
青木　茂樹 駒 沢 大 学 経営学部教授

2

公益社団法人私立大学情報教育協会

役員・各種委員会委員

役　　員

会　長
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授

副会長
安西祐一郎 東京財団政策研究所 所長、日本学術振興会顧問、

慶應義塾大学学事顧問・
名誉教授

常務理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
山名　早人 早 稲 田 大 学 理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事、情報処理サービスセンター所長
井口　信和 近 畿 大 学 総合情報基盤センター長

理事
松本　章代 東 北 学 院 大 学 情報処理センター長
宮治　　裕 青 山 学 院 大 学 情報メディアセンター所長
清水　將吾 学習院女子大学 国際文化交流学部准教授
田中　輝雄 工 学 院 大 学 学術情報センター工手の泉所長
今井　康博 上 智 大 学 情報システム室長
髙橋　　裕 専 修 大 学 情報科学センター長
岡田　　工 東 海 大 学 学長室部長
大貫進一郎 日 本 大 学 学長
阿部　直人 明 治 大 学 情報基盤本部長
加藤　雅士 名 城 大 学 情報センター長
中本　　大 立 命 館 大 学 教学部長
谷田　則幸 関 西 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長
巳波　弘佳 関 西 学 院 大 学 副学長

監事
鈴木　克夫 桜 美 林 大 学 教育探究科学群教授
長谷川治久 日 本 女 子 大 学 メディアセンター所長

私情協ニュース
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宮林　正恭 松 蔭 大 学 客員教授
雑賀　憲彦 徳 島 文 理 大 学 総合政策学部教授
伊藤　友章 北 海 学 園 大 学 経営学部教授

会計学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
岸田　賢次 名古屋学院大学 名誉教授
委　員
松本　敏史 早 稲 田 大 学 大学院会計研究科教授
阿部　　仁 中 部 大 学 経営情報学部教授
河﨑 照行 甲 南 大 学 名誉教授
金川　一夫 九 州 産 業 大 学 非常勤講師
木本　圭一 関 西 学 院 大 学 国際学部教授

社会福祉学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
戸塚　法子 淑 徳 大 学 総合福祉学部教授
委　員
山路　克文 皇 學 館 大 学 元現代日本社会学部教授
荻野　剛史 東 洋 大 学 福祉社会デザイン学部教授
アドバイザー
天野　マキ 東 洋 大 学 名誉教授

物理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
寺田　　貢 東京情報デザイン専門職大学 情報デザイン学部教授
委　員
穴田　有一 北海道情報大学 元経営情報学部教授
満田　節生 東 京 理 科 大 学 理学部嘱託教授
徐　　丙鉄 近 畿 大 学 元工学部教授

化学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
武岡　真司 早 稲 田 大 学 理工学術院教授
幅田　揚一 東 邦 大 学 理学部教授
庄野　　厚 東 京 理 科 大 学 工学部教授

機械工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
副委員長
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
委　員
青木　義男 日 本 大 学 理工学部特任教授
高野　則之 金 沢 工 業 大 学 工学部長

建築学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
澤田　英行 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部長
松岡　　聡 近 畿 大 学 建築学部教授

柳沢　　学 摂 南 大 学 理工学部学部長、特任教授

経営工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
井上　明也 松 蔭 大 学 観光メディア文化学部教授
委　員
玉木　欽也 青 山 学 院 大 学 経営学部教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 理工学術院教授
高野倉雅人 神 奈 川 大 学 工学部教授

栄養学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
原島恵美子 神奈川工科大学 健康医療科学部准教授
委　員
市丸　雄平 東 京 家 政 大 学 名誉教授
上田龍太郎 日本大学短期大学部 教授、専攻科食物栄養専攻主任
鈴木　良雄 順 天 堂 大 学 スポーツ健康科学部教授
由良　　亮 中京学院大学短期大学部 健康栄養学科准教授
服部　浩子 東 京 家 政 大 学 家政学部准教授

被服学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
委　員
潮田ひとみ 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
石垣　理子 昭 和 女 子 大 学 環境デザイン学部教授
石原　久代 椙山女学園大学 生活科学部教授

医学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
高松　　研 東 邦 大 学 学長
委　員
大久保由美子 帝 京 大 学 医学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授

歯学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部客員教授
藤井　　彰 日 本 大 学 名誉教授
奥村　泰彦 明 海 大 学 歯学部客員教授
花田　信弘 鶴 見 大 学 名誉教授
アドバイザー
森實　敏夫 日本医療機能評価機構 客員研究主幹

薬学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
黒澤菜穂子 北海道科学大学 名誉教授
副委員長
齊藤　浩司 北海道医療大学 名誉教授
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委　員
西村　哲治 帝 京 平 成 大 学 名誉教授
大嶋　耐之 金 城 学 院 大 学 薬学部教授
大津　史子 名 城 大 学 薬学部教授
徳山　尚吾 神 戸 学 院 大 学 薬学部教授
河島　　進 北 陸 大 学 元学長、北陸大学所属薬局

法政策等フォーラム型実験小委員会

主　査
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 学長補佐、教育支援センター所長
委　員
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 元法学部教授
神澤真佑佳 山 形 大 学 人間社会科学部講師

医療系分野フォーラム型実験小委員会

主　査
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部客員教授
委　員
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
原島恵美子 神奈川工科大学 健康医療科学部准教授
山元　俊憲 昭 和 大 学 名誉教授
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
小原眞知子 日本社会事業大学 社会福祉学部教授
二瓶　裕之 北海道医療大学 情報センター長、薬学部教授
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授

外部評価モデル小委員会

委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部客員教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 学長補佐、教育支援センター所長
佐渡友　哲 日 本 大 学 元法学部教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
前田　幸男 創 価 大 学 法学部教授
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター所長、理系教育センター次長、教授
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部長
服部　浩子 東 京 家 政 大 学 家政学部准教授

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

（委員長は置かず、座長を持ち回り）
担当理事・総括委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
（政治学）
委　員
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
昇　　秀樹 名 城 大 学 都市情報学部教授
清滝　仁志 駒 澤 大 学 法学部教授

（社会学）
委　員
土屋　　薫 江 戸 川 大 学 社会学部教授
犬塚潤一郎 実 践 女 子 大 学 生活科学部教授

（コミュニケーション関係学）
委　員
鈴木　利彦 早 稲 田 大 学 商学部教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部教授
岡本真由美 関 西 大 学 商学部教授

（国際関係学）
委　員
林　　　亮 創 価 大 学 文学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 元法学部教授
柏崎　　梢 関 東 学 院 大 学 国際文化学部准教授

（電気通信工学）
委　員
鈴木　徹也 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
星野　貴弘 日 本 大 学 理工学部准教授

（土木工学）
委　員
栗原　哲彦 東 京 都 市 大 学 建築都市デザイン学部准教授
武田　　誠 中 部 大 学 工学部教授
窪田　　諭 関 西 大 学 環境都市工学部教授

（数学）
委　員
井川　信子 流 通 経 済 大 学 法学部教授
平野照比古 神奈川工科大学 名誉教授
山崎　洋一 岡 山 理 科 大 学 理学部講師
西　　　誠 金 沢 工 業 大 学 基礎教育部教授

（生物学）
委　員
佐野　元昭 金 沢 工 業 大 学 バイオ・化学部教授
西村　靖史 別 府 大 学 文学部長

（看護学）
委　員
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
永吉美智枝 東京慈恵会医科大学 医学部看護学科准教授

（芸術系美術・デザイン学）
委　員
有馬十三郎 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
宮田　義郎 中 京 大 学 工学部教授
井澤　幸三 大 手 前 大 学 副学長、建築＆芸術学部教授
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（統計学）
委　員
渡辺美智子 立 正 大 学 データサイエンス学部教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
今泉　　忠 多 摩 大 学 名誉教授
西川　哲夫 武 蔵 野 大 学 客員教授

（教育学）
委　員
舟生日出男 創 価 大 学 教育学部教授
三尾　忠男 早 稲 田 大 学 教育・総合科学学術院教授
竹熊　真波 筑紫女学園大学 文学部教授

（体育学）
委　員
内山　秀一 東 海 大 学 体育学部教授
來田　享子 中 京 大 学 スポーツ科学部教授
田附　俊一 同 志 社 大 学 スポーツ健康科学部教授

情報教育研究委員会

担当理事
安西祐一郎 東京財団政策研究所 所長、日本学術振興会顧問

慶應義塾大学名誉教授
委員長
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
副委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 情報教育研究所長、メディアコミュニケーション学部教授
𠮷田　尚史 駒 澤 大 学 副学長
白木　洋平 立 正 大 学 情報環境基盤センター長
筧　　捷彦 早 稲 田 大 学 名誉教授、東京通信大学名誉教授

情報教育研究委員会　情報リテラシー・情報倫理分科会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 情報教育研究所長、メディアコミュニケーション学部教授
委　員
高岡　詠子 上 智 大 学 理工学部教授
佐々木　整 拓 殖 大 学 工学部教授
和田　　悟 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
金子　勝一 山 梨 学 院 大 学 経営学部教授
高橋　　等 静 岡 産 業 大 学 経営学部教授
中西　通雄 追手門学院大学 経営学部教授
本村　康哲 関 西 大 学 文学部教授
アドバイザー
松田　稔樹 東 京 工 業 大 学 リベラルアーツ研究教育院教授

情報教育研究委員会　情報リテラシー・情報倫理分科会

情報活用教育コンソーシアム運営小委員会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 情報教育研究所長、メディアコミュニケーション学部教授
委　員
山口　敏和 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部准教授
小原　裕二 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部講師
松尾　由美 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部講師

情報教育研究委員会　分野別情報教育分科会

主　査
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部長
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部被服学科教授
大久保由美子 帝 京 大 学 医学部医学教育センター教授
アドバイザー
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元 大学情報センター准教授

情報教育研究委員会　情報専門教育分科会

主　査
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
藤田　昌克 帝 京 大 学 文学部教授
北原　秀治 東京女子医科大学 先端生命医科学研究所特任准教授
内山　泰伸 立 教 大 学 大学院人工知能科学研究科委員長、教授
金子　勝一 山 梨 学 院 大 学 学習・教育開発センター教授
佐野　典秀 静 岡 産 業 大 学 経営学部長
矢野浩二朗 大 阪 工 業 大 学 情報科学部教授
小田まり子 久留米工業大学 AI応用研究所副所長
アドバイザー
高田　哲雄 文 教 大 学 情報学部名誉教授
斎藤　直宏 東京国際工科専門職大学 デジタルエンタテインメント学科長教授
小野　好之 インターネット協会 青葉電子顧問
畑口　昌洋 ﾓﾊﾞｲﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ推進ｺﾝｿｰｼｱﾑ 代表幹事
光井　隆浩 スキルマネージメント協会 幹事長

情報教育研究委員会　情報専門教育分科会

メタバース・VR教育利活用小員会

委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
北原　秀治 東京女子医科大学 先端生命医科学研究所特任准教授
内山　泰伸 立 教 大 学 大学院人工知能科学研究科委員長、教授
矢野浩二朗 大 阪 工 業 大 学 情報科学部教授
小田まり子 久留米工業大学 AI応用研究所副所長
アドバイザー
斎藤　直宏 東京国際工科専門職大学 デジタルエンタテインメント学科長教授
光井　隆浩 スキルマネージメント協会 幹事長

私情協ニュース
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情報教育研究委員会　データサイエンス教育分科会

主　査
渡辺美智子 立 正 大 学 データサイエンス学部教授
委　員
松尾　由美 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部講師
今泉　　忠 多 摩 大 学 名誉教授
西川　哲夫 武 蔵 野 大 学 客員教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 創造理工学部教授
土方　嘉徳 関 西 学 院 大 学 情報化推進機構副機構長、商学部教授
アドバイザー
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
辻　　　智 大 阪 公 立 大 学 研究推進機構特任教授

ICT利用教育改善発表会運営委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委員長
田中　宏明 京都先端科学大学 名誉教授
委　員
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授
山本　　誠 東 京 理 科 大 学 工学部教授
山路　克文 皇 學 館 大 学 元現代日本社会学部教授
舟生日出男 創 価 大 学 教育学部教授
戸塚　法子 淑 徳 大 学 総合福祉学部教授
高岡　詠子 上 智 大 学 理工学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 元法学部教授

教育イノベーション大会運営委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授
委　員
二瓶　裕之 北海道医療大学 情報センター長、薬学部教授
井川　信子 流 通 経 済 大 学 法学部教授
望月　雅光 創 価 大 学 経営学部副学部長
今泉　　忠 多 摩 大 学 名誉教授
寺田　　貢 東京情報デザイン専門職大学 情報デザイン学部教授
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長
阿部　直人 明 治 大 学 理工学部教授
菊池　英明 早 稲 田 大 学 情報企画部副部長、人間科学学術院教授
原田　　章 追手門学院大学 教育支援センター長，経営学部教授
前田　利之 阪 南 大 学 総合情報学部教授
アドバイザー
藤本　元啓 金 沢 工 業 大 学 日本学研究所客員研究員
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事

短期大学会議教育改革ICT運営委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授

委　員
早坂　明彦 聖徳大学短期大学部 総合文化学科准教授
三田　　薫 実 践 女 子 大 学 国際学部教授
西岡　健自 清 和 大 学 特任教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 進路支援センターキャリアコンサルタント
治京　玉記 大阪人間科学大学 人間科学部教授
及川麻衣子 山野美容芸術短期大学 美容総合学科准教授

短期大学会議教育改革ICT運営委員会小委員会

主　査
三田　　薫 実 践 女 子 大 学 国際学部教授
委　員
西岡　健自 清 和 大 学 特任教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 進路支援センターキャリアコンサルタント
治京　玉記 大阪人間科学大学 人間科学部教授
及川麻衣子 山野美容芸術短期大学 美容総合学科准教授

FD情報技術講習会運営委員会

担当理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
委員長
高木　　功 創 価 大 学 経済学部教授
委　員
二瓶　裕之 北海道医療大学 情報センター長、薬学部教授
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター所長、理系教育センター次長・教授
渡辺　雄貴 東 京 理 科 大 学 教育支援機構教職教育センター教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 学長補佐、教育支援センター所長
井上　明也 松 蔭 大 学 観光メディア文化学部教授
杤尾　真一 追手門学院大学 経済学部経済学科准教授
岩﨑 千晶 関 西 大 学 教育開発支援センター副センター長、教育推進部教授
アドバイザー
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授

電子著作物相互利用事業委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委員長
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 学長補佐、教育支援センター所長
委　員
宮林　正恭 松 蔭 大 学 客員教授
近藤　　隼 早 稲 田 大 学 大学総合研究センター事務長
蓬田健太郎 武庫川女子大学 食物栄養科学部教授、教務部次長
アドバイザー
堀部　政男 一 橋 大 学 名誉教授、堀部政男情報法研究会会長
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授

大学職員情報化研究講習会運営委員会

担当理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事、情報処理サービスセンター所長

私情協ニュース
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委員長
木村　増夫 上 智 学 院 理事
副委員長
祖父江一郎 芝 浦 工 業 大 学 理事、総務部長
委　員
中本　一康 北 海 学 園 管財部長
高橋　昭子 東 海 大 学 学長室次長
大野　俊幸 東 洋 大 学 情報システム部情報システム課課長補佐
北　　真一 日 本 女 子 大 学 管理部システム課長
小野　和彦 日 本 大 学 管財部ＩＴ管理課長
柳　　光弘 明 治 大 学 情報メディア部メディア支援事務室事務長
永間　広宣 早 稲 田 大 学 情報企画部情報企画課長
平野　伸明 京 都 産 業 大 学 情報センター課長
金﨑 暁子 大 阪 学 院 大 学 教育開発支援センター課長
宮口　岳士 関 西 大 学 学術情報事務局情報推進グループ長
前川　昌則 近 畿 大 学 経営戦略本部デジタル戦略室課長代理
東條　　弘 武庫川女子大学 総合情報システム部長

産学連携推進プロジェクト委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授
副委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
辻村　泰寛 日 本 工 業 大 学 先進工学部教授
井上　明也 松 陰 大 学 観光メディア文化学部教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部特任教授
歌代　　豊 明 治 大 学 経営学部教授
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
アドバイザー
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
吉永　裕司 (株)内 田 洋 行 執行役員、高等教育事業部長
渡部　　真 (株)日立製作所 学術情報営業第一部長
原田　　慶 富士通Japan(株) 教育ソリューションビジネス推進部マネージャー
松野　　純 ＮＥＣネッツエスアイ(株) マーケティング戦略グループマネージャー

情報セキュリティ研究講習会運営委員会

担当理事・委員長
井口　信和 近 畿 大 学 総合情報基盤センター長、情報学部教授
副委員長
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長
委　員
粂川　二郎 桜 美 林 大 学 情報システム部
下野　祐輝 大 東 文 化 大 学 学園総合情報センター事務室
室井　宏之 二 松 学 舎 大 学 情報システム管理室長
石山　隆弘 明 治 大 学 情報メディア部生田メディア支援事務室
村山　宏幸 神 奈 川 大 学 情報システム部長
倉田　　洋 産 業 能 率 大 学 学習支援センター長、経営学部教授
向井　宏明 金 沢 工 業 大 学 工学部情報工学科教授
アドバイザー
中嶋　卓雄 東 海 大 学 名誉教授、セキュアサイクル社長室長

情報セキュリティ対策問題研究小委員会

主　査
菊池　浩明 明 治 大 学 総合数理学部教授
委　員
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
布田　裕一 東 京 工 科 大 学 コンピュータサイエンス学部教授
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長
高倉　弘喜 国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系教授
アドバイザー
松坂　　志 情報処理推進機構 セキュリティセンター

事業普及委員会

担当理事
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授
委員長
今泉　　忠 多 摩 大 学 名誉教授
委　員
波多野和彦 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部教授
西浦　昭雄 創 価 大 学 副学長、経済学部長
木村　増夫 上 智 学 院 理事
歌代　　豊 明 治 大 学 経営学部教授

事業普及委員会・翻訳分科会

委　員
山本　英一 関 西 大 学 国際部教授、国際教育センター長
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部教授

基本調査委員会

担当理事
山名　早人 早 稲 田 大 学 理事
委員長
井上　明也 松 陰 大 学 観光メディア文化学部教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部客員教授
高木　　功 創 価 大 学 経済学部教授
アドバイザー
今泉　　忠 多 摩 大 学 名誉教授

情報環境整備促進委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 鉄道総合技術研究所 会長、明治大学顧問・名誉教授
委　員
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
歌代　　豊 明 治 大 学 経営学部教授
梅田　茂樹 武 蔵 大 学 経済学部特任教授
アドバイザー
青木　義男 日 本 大 学 理工学部特任教授

私情協ニュース
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本協会加盟校の特典
①　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

②　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言が
受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

③　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

④　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け
会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。

⑤ 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ
を視聴できます。 

⑥　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑦　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑧　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授
業改善の動向を把握できます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日
８月23日（金）
９月 ４日（水）～６日（金）
10月中旬（２日間予定）
10月31日（水）
11月29日（金）
12月 ６日（金）予定
12月21日（土）予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
会場未定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

ICT利用による教育改善研究発表会 
私情協　教育イノベーション大会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］（対面開催）
教育改革事務部門管理者会議
第41回臨時総会（対面開催）
事業活動報告交流会
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（文系・理系）

3

私情協ニュース

令和６年度行事日程と加盟校の特典

令和６年予定

会議名 配信会場および実施方法月　日
１月 ９日（木）予定
１月18日（土）予定
２月中旬予定
２月下旬予定
３月上旬予定
３月28日（金）

アルカディア市ヶ谷
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
都内および周辺の予定
会場未定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷

新年賀詞交歓会（対面開催）
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系）
大学教員の企業現場研修（対面開催）
FDのための情報技術研究講習会（対面開催）
産学連携人材ニーズ交流会
第42回臨時総会（対面開催）

令和７年予定
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私情協ニュース

本協会顧問、名誉会員の戸高敏之先生（同志社大学名誉教授）は、

令和６年５月13日に85歳で逝去されました。謹んで哀悼の意を表し

ます。

戸高敏之先生は、昭和62年12月（1987年）から本協会草創期の任

意団体（私立大学情報処理教育連絡協議会）の役員として参画され、

平成４年（1992年）の社団法人化に際して、事業活動を社会にオー

プン化して事業価値を共有できるよう、企業による賛助会員制度の

創設と財政基盤の確立に努められました。

平成７年度（1995年）に３代目の会長に就任されてから、平成21年度（2009年）

までの14年の長きに亘り､現在展開しています事業の骨格を果敢におつくりになられ

ました。そのいくつかを紹介します。

一つは、情報通信技術活用（ICT）の有用性を大学執行部及び大学教員に紹介する

ため、平成８年から５年ごとに３回、300頁にわたる「大学教育の提言」を上梓し、

学問分野別にICTを活用した授業モデルの紹介と、大学教員に求められる教育力と

FDの必要性をとりまとめ、大学で組織的な教育改善を行う一つの羅針盤を提示して

理解を求めました。この活動が基礎になって、６年後の平成24年度（2012年）に私

が（向殿）会長時代に、｢未知の時代を切り拓く教育と情報通信技術の活用」と題し

て、30分野の学士力の考察と教育改善モデルの提言に発展し、文部科学省、日本学

術会議でも参照され、現在においても活用されております。

二つは、情報通信技術を活用した教育方法の研究を振興・普及するために、大学

教員による教育での情報通信技術活用方法の実践的な取組みを審査し、優れた教育

方法の研究に文部科学大臣賞などの表彰制度を創設し、現在に至っており、国・

公・私立の大学教員に権威ある教育方法の評価システムとして定着しています。

三つは、教育に必要な電子著作物の相互利用が円滑に行われるよう、インターネ

ットを介して著作権の権利処理代行を無料で実施し、それを契機に授業目的公衆送

信補償金制度の創設に向けた著作権法改正に本協会として取組みました。

四つは、情報がインターネットでつながることで大きな利便性が得られる反面、

リスクが生じることを予防するため、日本で初めて社会正義の視点から「情報倫理

教育のすすめ」を上梓し、大学における情報倫理教育の普及促進を図りました。

会長を退任された後も戸高先生は顧問として、大所高所から意見をいただくとと

もに､今年の新年賀詞交歓会では歴代会長として挨拶いただきました。また、短期大

学教育改革戦略会議の運営委員長として、平成７年度からICT活用による短期大学教

育の質の向上に取組み、令和元年度より実験的に有志の短期大学とネット上でコン

ソーシアムを立ち上げ、地域貢献支援事業の活動を展開し､短期大学に希望を持たせ

るなど、本協会事業の充実・発展に貢献されてきました。

ここに、顧問、名誉会員の戸高敏之先生のこれまでのご功績と、本協会へのご厚

情に感謝と敬意を表し、ご冥福をお祈りいたします。

公益社団法人　私立大学情報教育協会　会長　向殿　政男

顧問、名誉会員　戸高敏之先生を偲んで

戸高敏之先生

追　悼



VUCA(ブーカ)の時代と言われるように、変動が

激しく不確実で、予測できない複雑な問題を抱える

現代社会では、これまでの常識が通用しなくなると

言われており、学生には新しい物事や変化そのもの

に適応する能力が求められています。AIと共存する

中、物事の本質を捉える訓練を通じて、実践的に社

会課題の解決に立ち向かい、未来を切り拓いていく

世界に通用する人材の育成が要請されています。そ

れには、大学教育での知の創造に加え、地域社会や

企業の知見、現場感覚、実践体験などを取り入れた

学びを通じて、地球的規模で未来を拓く価値の創造

に挑戦していく新しい学びが必要になります。

そこで、本協会では、社会と大学が連携した共創

活動の「場」が不可欠と判断し、仮想空間にSDGs

（持続可能な開発目標)の活動拠点を設けたモデル構

想を研究しています。

今回は、SDGsを掲げてイノベーションに取組む

企業・自治体から、事業展開の状況及びそれを担う

人材育成の課題等について情報提供いただきます。

その上で、共創活動の実現に向けて本協会が計画す

る｢SDGsサイバーフォーラムコモンズ構想｣のパイロ

ットプラン(試行実験)の基本方針を｢情報専門教育分

科会｣から報告を受け、全体討議において、試行実

験の意義及び具体化計画について意見交換を行い、

理解の共有を図るとともに試行実験の実現可能性を

探求しました。以下に概要を報告します。

開催日時：令和６年３月４日(水）13：00〜17：00

配信会場：配信アルカディア市ヶ谷(私学会館）

オンライン開催(Zoom使用）

参 加 者：大学関係者　　72大学　 107名

企業関係者　　16社 31名

計　　　　　　　　　138名　

１．開会挨拶
向殿　政男　氏　

公益社団法人 私立大学情報教育協会会長
変動が激しく不確実で、予測でき

ない複雑な問題を抱える現代社会で

は、これまでの既成概念や考え方な

どを大きく変えることが避けられな

くなっている。

そのような中で、新しい物事や変

化そのものに適応する能力が求められるようになっ

てきており、生涯に亘り、主体的な行動が期待され

ている。大学教育においても、多様な分野を横断し
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令和５年度(2023年度)産学連携事業の実施報告
産学連携人材ニーズ交流会／大学教員の企業現場研修／学生による社会スタディ

1

事業活動報告

産学連携人材ニーズ交流会
た学びが重視されてきており、大学を超えて、企業

や社会と多様な知を組み合わせる中で、新たな価値

を共に創り出す活動の場づくりが大事になってい

る。本会議では、最初に企業・自治体の方々からSDGs

に取組むイノベーティブな活動と大学教育への期待

について情報提供いただき、その上で、学生チーム

と企業・自治体が共創活動の拠点を仮想空間に設け

て、ワクワクしながら参加できる「創発的な学び」

を目指した「SDGsサイバーフォーラムコモンズ構想」

のパイロット化について、考える機会にしたい。

２．情報提供１
(１)無電化地域の未来を照らすプロジェクト

「LIGHT UP THE FUTURE」の取組み
多田　直之　氏　　

パナソニックホールディングス株式会社
CSR・企業市民活動担当室主幹

世界の９人に１人が電気のない暮らしで教育・経

済・健康・安全に課題を抱える中、再生可能エネル

ギーによるあかりを、NGO／NPOや国際機関など、

様々なパートナーと連携して｢無電化地域｣に届け、

現地での支援プログラムを通して、教育や健康、収

入向上の機会創出をすることで、貧困のない持続可

能な社会づくりに貢献するパナソニックグルプの

｢LIGHT UP THE FUTURE｣の取組みが紹介された。

人材育成の課題

としては､「如何

に関心を持たせ

るか」、｢どう自

分ごとにして考

えることができ

るか｣が第一ステ

ップであること

が紹介された。

（２)持続可能なまち・地域づくりを目指す
｢SHIMZ Beyond Zero 2050」の取組み

伊東　浩司　氏　　
清水建設株式会社環境経営推進室企画部長、
安全環境本部環境部長

｢その先の未来」からバックキャストの視点で、

持続可能な社会を｢脱炭素」、｢資源循環」、｢自然共生」

の３つの視点で捉え、設計・施工建物の運用時の

CO2排出ゼロなど、サプライチェーンを通して脱炭

素社会に貢献するとともに、技術革新や再エネ電力

の創出、カーボンニュートラルに向けたグリーンイ

1 2 3 4
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３．情報提供２
「SDGsサイバーフォーラムコモンズ構想」の
パイロットプラン基本方針について

大原　茂之　氏
私立大学情報教育協会情報専門教育分科会主査

①　昨年度の産学連携人材ニーズ交流会の振り返り

として、日本が競争力を高めていくには、大学教

育だけでは限界がきており、学生に新しい価値の

創造に立ち向かって行けるよう、大学と社会が連

携して学びを支援する仕組みが必要と判断し､高

い問題意識を持つ学生チームがSDGsの課題解決

に企業・自治体と仮想空間でマッチングを行う共

創活動の場(｢SDGsサイバーフォーラムコモンズ」）

を設け、世界に通用する｢創発的な学び｣を目指す

ことにした。

②　答えのないSDGsの課題解決に向けて、どのよ

うに考え、どのようにアプローチしたらよいのか

など、共創活動の学びを企業・自治体関係者に広

く知っていただき、その上で実践体験を通じて多

様な知見の獲得を目指す。

③　期待される効果として、学生は、社会の知見・

現場感覚、エビデンスに基づく科学的考察などの

体験を通じ、自由な発想を展開する中で、社会か

らの意見や反応を組合わせ、創発的に問題解決す

る社会人力を身につけることが期待される。大学

は、共創体験を支援することで学生と社会のウェ

ルビーイングに貢献し、大学価値の拡大・向上に

繋げることが期待される。企業・自治体は、学生

と共に価値づくりを実現していくことで、組織の

存在価値を高め、次の世代を繋いでいく人材の育

成や、新たな価値創出や地域創生、製品・サービ

スの開発などに繋げていくことが期待される。

④　事業化の実施は、当面本協会でマッチングを行

う。マッチング後の共創活動は、参加大学と企

業・自治体との合意にもとづき個別的に展開す

る。マッチングの実施時期は、2024年度を予定

している。共創活動終了後の成果の発表・評価は、

参加大学と企業・自治体との合意にもとづく範囲

で、WebやYouTubeなどを予定している。

⑤　共創活動のプラットフォームは、参加大学･企

業等組織間で可能な範囲で調整し、対面で行う場

合や、ネット上で意見交換する場合、メタバース

を使う場合など、合意に基づいて構成する。費用

負担は、参加大学・企業・自治体組織間で検討・

調整する。

事業活動報告

ンフラの整備などの取組が紹介された。人材育成の

課題としては、「現在は、５年〜10年の現場経験者が中

心で、環境系

の学部などで

学んだ意欲あ

る若手が活躍

する場や機会

をもっと活か

す仕組みが必

要であること」

が紹介された。

（３)リサイクル率83％で14年連続日本一の大崎町
が目指す「サーキュラーヴィレッジ」の取組み

齊藤　智彦　氏　
一般社団法人大崎SDGs推進協議会専務理事 

すべての資源がリサイクル、リユースされて循環

する｢サーキュラーヴィレッジ｣の実現に向け、地域

住民にリサイクルに対する考え、取組み、分別方法

を広め、リサイクル率83％を達成、14年連続リサ

イクル率日本一を記録している鹿児島県大崎町の取

組が紹介された。人材育成の課題としては、「地域

の課題は10年先を行く中で、地域と都市のギャップ

をどう埋めていくかの問題がある。『SDGsサイバー

フォーラムコ

モ ン ズ 構 想 』

のような学び

を通じて、多

くの若者が地

域の問題に興

味を持って取

組むきっかけ

になる」こと

への期待が紹介された。

（４)北九州市の環境学習　～ESDの取組み～
ESD：Education for Sustainable 
Development(持続可能な開発のための教育)

荒木　伸一　氏　
北九州市環境局総務政策部環境学習課主査

1950年〜60年代に大気汚染や水質汚濁などの深

刻な公害をもたらした北九州市が、「市民環境力」

をキーワードに環境問題に取組んでいる様々な事例

が紹介され、その一つとして、次世代を担う子ども

たちが、就学時から環境について興味・関心を持ち、

環境に対する正しい知識を身に付けるため、｢北九

州ESD協議会｣を通じて各分野の団体・個人が様々

なESD活動を

推進し｢持続

可能な社会づ

くり｣に参画

できる人材を

育成する取組

みを行ってい

ることなどが

紹介された。
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事業活動報告

プロセスであり、創発的な学びとは、既存の情報

や概念を組み合わせて新しい視点を見つけ、問題

に対する創造的な解決策を考えたりする学びであ

る。創発的な思考は、問題解決や革新に不可欠な

スキルとされている。創発を生み出すには、多く

の知識や経験を組み合わせると、予測もつかない

ようなアイデアを生み出す可能性があり、多くの

要素が複雑に絡み合うように、ネットワークで繋

げていくことが重要になる。

⑥　情報の取扱いについて、予め学生チームと企

業・自治体チーム間で情報漏洩防止のルールを合

意形成しておく必要がある。活動に伴う心得のガ

イドラインを作成し、ビデオ化してオンデマンド

で配信する。ルールの徹底は、参加大学の担当教

員の協力を得て、ビデオ・オンデマンドの学修成

果をモニタリングするなどを考えている。

４．全体討議
「SDGsサイバーフォーラムコモンズ構想」の
意義、試行実験の実現可能性を考える

座　長：向殿会長
登壇者：大原副委員長 

産学連携推進プロジェクト委員
会、情報専門教育分科会主査

井端事務局長
私立大学情報教育教会事務局長

(１)「SDGsサイバーフォーラムコモンズ構想のパイ

ロットプランの基本方針」に関する主な質疑応答

①　メタバース上で学生と企業等とマッチングする

学びの必要性は強く実感しているが、学生の意欲

をつなげるためには具体的な課題が必要になるの

ではないか。日本としてSDGsの取組みが遅れて

いることが指摘されていることもあり、日本全体

としての課題を設け議論していく方が、発信力が

あるように思うがどうか。

回答：私情協が設定することではなく、教員や学生

を巻き込んで自分事として問題を見つけていただ

きたい。それぞれの大学で興味・関心のあるテー

マを考えて、主体的に取り組んでいただきたい。

②　メタバース上で企業・自治体の目にとまって意

見してもらえるようにする仕組みを考える必要が

あると思うが、何か考えているか。

回答：自分達のSDGsに対する取組みを広報活動す

るのが、コモンズのプラットフォームの力と考え

ている。その際に「こういう問題がある」とアピ

ールするだけでは関心を惹きつけないので、どの

ようにアピールすればよいのか、アイデアを出す

ことが必要となる。生成AIに相談してブラッシュ

アップを図ることも一つの方法と思う。

(２)昨年度の交流会を振り返り、以下の２点につい

て参加者の意識を確認した。

①　日本が競争力を高めていくには、学生に新しい

価値の創造に立ち向かって行けるよう、大学と社

会が連携して学びを支援していくことが大事と考

えることについて、３割の賛同にとどまった。

② SDGsの課題解決に、意欲のある学生チームの活

動計画を仮想空間で企業・自治体関係者に紹介

し、マッチングを行い、共創活動の場を設ける構

想について意義があることについて、３割の賛同

にとどまった。

（３)共創活動で目指す「創発的な学び」について理

解を共有するため、以下の説明が行われた。

①　創発とは、新しいアイデアや解決策を生み出す

②　創発的思考を促す授業としては、「社会問題を

解決するPBLの機会を設け、分野を横断して問題

発見・課題解決型プロジェクトを行う」、「アイデ

アの発想、構想の試作モデルの作成」、「フィード

バックの収集などを体験させるデザイン思考のワ

ークショップを行う」、「時間・場所の制約がない

仮想空間を活用して外部の専門家と対話し、振り

返りを行う中で合理的な解決策を確認する」、「学

生チームのアイデアを発信する場を仮想空間に設

け、相互にレビューできる自己表現の場をオープ

ンに提供する」、などを組み合わせて授業設計す

ることが望まれる。

(４) 産学連携による共創活動の意義を確認した上

で、大学教育での位置づけと産学連携の意義に

ついて、次の通り確認した。

①　与えられた課題を処理するだけでは、新たな価

値の創出を目指すことはできない。学生達の目線

で直面している問題の解決に向けて、分野を横断

して社会での知見を組み入れた新しい発想を構想

するPBLの教育が求められている。共同研究、創

作活動、ゼミナールなど､高い問題意識を持つ学

生チームによるPBLを対象としている。理想とし

ては、副専攻制度の中で、関連領域の学生、教員

が分野を横断して関われる特別演習授業などを想

定している。学びの自由度を支援する新たな仕組

みが必要になってくることに意見を求めたとこ

ろ、次のような意見があり、共有した。

意見：PBLの実施には目的設定と共有が一つ重要に

なることと、さらに責任をもって多様な学びがで

きるように、自律性、価値観、倫理観、論理的な

思考、専門的な思考などのポイントを押さえてお

くことが重要で、スタートがスムーズになる。

②　産学連携では、共創活動の実践体験に挑戦して

いく仕組みとして、時間や場所の自由度が高い仮

想空間を活用する方法が得策と考え、メタバース

に学生チームの計画を掲載して、アバターを通じ

て企業･自治体等関係者と交流を深め､支援をマッ
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ルマネジメント協会、インターネット協会、モバ

イルコンピューティング推進コンソーシアムを予

定している中で、スキルマネジメント協会幹事長

の光井氏に受け止め方について感想を求めた。

これまでは企業の立場で業界団体として課題を

設定して産学連携してきたが、今回は学生の視点

で課題設定しており、共通項もあるので産業界の

支援ができると思っている。また、国家で進める

デジタル田園都市構想の中でも、自治体として学

生の動きに関心を持っているので、他の人たちと

つなぎながら課題を克服していけるのではないか

と、希望的観測をもっている。

（７)共創活動終了した後の成果の発表・評価につい

て、次の通り確認した。

参加大学と企業等との合意にもとづく範囲で、参

加大学のWebやYouTubeなどに、｢いいね」による評価

と記述による「コメント」を受ける方法で行うことを

想定している。また、学生個人に対する評価は、担当

教員による面接の結果とチーム内での相互レビュー

の結果などにより、判定を行うことを想定している。

（８)共創活動事業を行うことによる学生、大学、企

業・自治体に期待される効果について、次の通り

確認した。

①　学生への効果としては、創発的に問題解決する

社会人力を身につけることが期待される。また、

近い将来には学生個人の活動履歴がブロックチェ

ーン上に記録され、活動実績を証明できるように

なるのではないかと考えている。

②　大学への効果としては、学生と社会のウェルビ

ーイングに貢献していることを通じて、大学価値

の拡大・向上に寄与することができると考えてい

る。

③　企業・自治体への効果としては、組織の存在価

値を高める、次の世代を繋いでいく人材の育成、

新たな価値の創出、地域創生、製品・サービスの

開発などにつなげることができると考えている。

５．総括
向殿座長から、以上のような共創活動のパイロッ

ト化について、まだ課題は山積しているが、大学を

越えた新しい学びの枠組み作りを始めることについ

て、大学と社会が連携した教育のオープンイノベー

ションが着実に前に進んでいくことを切望するとの

総括が行われ、閉会した。

【情報提供者等を交えた全体討議の場面】

右から向殿座長、大原副委員長、井端事務局長

チングする仕組みを考えた。

マッチングする仕組みとしては、まず、SDGs

の169ターゲットのどれに関わってくるのか整理

させる。その上で、問題解決の提案について、解

決策による影響を整理し、解決策を実施するとど

のような影響が生じてくるのか、トレードオフの

状況を掲載しておく。企業等関係者のアバターが

近づくと、問題の関心を引き付けてコミュニケー

ションが始まり、アバター同士で反応を確認しな

がらマッチングに進むステージを教員交えて考

え、発信していくことを想定している。その過程

においてAIで情報を収集し、最適な連携先を探索

する方法もある。

（５)マッチングした後の共創活動の仕組みについ

て、次の通り確認した。

①　メタバース上でマッチングした後の共創活動

は、費用負担が伴うので、学生チームが所属する

大学と企業・自治体チームが所属する組織間でプ

ラットフォームの選定について、合意形成を行う。

その際、学生チームの担当教員は、所属大学と協

議し、費用負担の方法などについて検討しておく

ことが必要になる。

②　共創活動に対する情報保護への対応は、予め学

生チームと企業・自治体チーム間で情報漏洩防止

のルールを合意形成しておく必要がある。それを

周知徹底する方法として、ガイドラインを作成し、

学生向けにビデオ・オンデマンドで配信し、参加

大学の担当教員の協力を得て、ビデオ・オンデマ

ンドの学修成果をモニタリングするように考えて

いる。

（６)以上のような方針を踏まえ、パイロット化を来

年度予定している大学チームと企業関係者から試

行実験の受け止め方について感想をたずねた。

①　帝京大学では、ゼミ学生によりメタバース空間

のマッチング環境の開発クラスターで大学長の承

認を得て行うことにしている。

②　久留米工業大学では、これまで３年間教員が考

えた14テーマの課題解決のPBLを地域の関係者を

交えて実践してきた経験があり、学生の成長につ

ながってきている。私情協の実験は、学生自身が

課題を発見して､創発的な思考を促すPBLを仮想空

間で行うので､これまでのPBLを発展させるものと

して大変期待している。なお、来年度から大学院

でもPBLを行うことになり、現在、地域社会との

マッチングの内容や取り交わしの条件整備などで

苦労している。

③　静岡産業大学では、近隣の市・まち、企業によ

る産官学のPBLは実績をもっているが、実験のよ

うに距離の離れた仮想空間の中でPBLを体験する

ことに期待している。少し心配なのは、学びの時

間をどのようにとれるか、例えば夜間や休暇期間

を使うなどの問題がある。

④　企業等のチームは賛助会員の企業として、４社

に打診している。さらに、民間団体として、スキ
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１．開催趣旨
大学教員の教育力向上を支援するため、賛助会員の全面的な協力を得て、｢大学教員の企業現場研修｣を開

催し、情報産業における事業戦略の動向、若手社員を交えた大学での学びに対する要望などの意見交換を通
じて、授業改善に向けた気づきを提供している。

２．開催方法
本年度はオンラインによるテレビ会議形式(Zoom使用)でなく、対面方式で実施した。

３．開催日時・参加状況
令和６年(2024年)２月21日(水） 株式会社内田洋行 参加者：15大学　15名
令和６年(2024年)２月27日(火） 株式会社日立製作所 参加者：17大学　17名
令和６年(2024年)３月 ６日(水） NECネッツエスアイ株式会社 参加者：25大学　25名
令和６年(2024年)３月 ７日(木） 富士通Japan株式会社 参加者：21大学　25名

計　　78大学　82名
４．プログラムの概要

大学教員の企業現場研修

事業活動報告

実施企業

株式会社内田洋行

２月21日(水）

13：00〜16：45

株式会社日立製作所

２月27日(火）

13：00〜15：00

NECネッツエスアイ

株式会社

３月６日(水）

13：30〜17：15

富士通Japan株式会社

３月７日(木）

13：00〜15：00

実施内容

１．未来の教室 Future Class Room Labo の紹介とユビキス共創広場CANVAS ツア
最新のショールーとハイフレックス授業にも対応する｢未来の学習空間｣の見学及び最新のライブオ

フィス見学。

２．内田洋行の人事戦略の紹介
会社紹介と社員教育プログラムを通じて、｢情報の価値化と知の協創をデザインする企業｣を目指し

て取り組んでいる人材育成の考え方や仕組み、採用などの紹介と意見交換。

３．教育データ利活用に向けた取り組みの紹介 
GIGAスクール構想や最適な指導や支援を行う教育データ利活用に向けた取組みの先進事例を紹介。

４．若手社員との意見交換
若手社員から業務内容、必要なスキル、ICT企業の課題や実態、大学への要望などの発表と意見交

換。

１．事業概要、人材育成の取組の紹介
日立が展開する社会イノベーション事業を中心に事業概要と、事業の推進に向けた日立の人財に対

する考えを説明。

２．イノベーションの核となるICT活用事例の紹介
教育研究や業務のデジタル化推進が求められる中、日立コンサルティングから、大学におけるデジ

タル人財の育成やデジタル化推進に向けた風土醸成・組織変革について説明。

３．若手社員との意見交換(大学での学びについて）
営業部門とSE部門の入社１〜３年目の若手社員から、担当業務内容・必要なスキル・業務上の課題

や実態・大学時代に役だった経験や大学への要望などの発表と意見交換。

1．事業概要、事業戦略の紹介
DX活用による働き方改革の取組について、自社での実践の事例を交えた紹介とオフィス見学で現

場・環境を体感。

２．イノベーションの核となるDX活用事例の紹介
DX活用による授業運営効率化やデータ共有基盤活用等のICT活用事例、及び大学IR推進に向けた

取組を紹介。

３．人材育成の取り組み(説明と意見交換）
人材育成の体系と、今後のDX推進に必要となる人材育成の考え方や取組について紹介し、意見交換。

４．若手社員との意見交換(大学での学びについて）　
若手社員３名から、現在の業務内容や経験を踏まえ、大学時代に受講して役立った授業や、学んで

おきたかったこと、大学に対する要望などを発表し、大学教育に求める人材育成について意見交換。

１．事業戦略の紹介
富士通JapanのDX(デジタル・トランスフォーメーション)を強力に推進し、日本の持続的な成長を

支える取組み及び富士通Japanが考える大学DXや最新の事例等を紹介。

２．ジョブ型新卒採用へのチャレンジ
富士通グループのジョブを起点とした採用に転換し、職種・ビジネス単位ごとに適した人材採用の

紹介。学生が自身のキャリア志向や強みを認識し挑戦できるよう、インターンシップの拡大や社員と

の対話の場を提供している取組みの一部を紹介。

３．若手社員との意見交換（大学での学びについて）
若手社員から現在の仕事の内容や経験を踏まえ、大学時代に役立った授業や学ぶべきこと、大学に

対して望みたいことなどについて発表し、意見交換。
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５．参加者の声 
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令和５年度「大学教員の企業現場研修」４社の参加者アンケート集計結果
（参加者：82名　回答者：75名）
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学生による社会スタディ

オンラインによるテレビ会議形式で開催した結果、グループ討議を含む「全プログラム参加」と「有識者の情報提供

に限定参加」を合わせて、35大学60名が参加した。

１．開催目的
全国の国立・公立・私立の大学１・２年生を対象に、情報通信技術を活用した新しい価値創造の重要性に気づき、早

い段階から発展的な学びが展開できることを支援する。

２．開催日時・場所
令和６年２月５日(月)にZoomによるテレビ会議形式でアルカディア市ヶ谷から配信した。

３．参加者の構成
（１)全プログラム参加者(40名）

参加大学は、公立１大学、私立18大学の19大学。参加者40名の内訳は、１年生33％、２年生67％、男性53％、

女性47％、人文社会系30％、法学系５％、経済・経営系18％、情報・理工系23％、メディア系25％であった。

（２)情報提供のみ参加者(20名）

参加大学は、私立16大学。参加者20名の内訳は、１年生30％、2年生70％、男性53％、女性47％、学部別では

人文社会系35％、法学系10％、経済・経営系15％、情報・理工系15％、メディア系20％、家政系５％であった。

４．プログラム概要
12：00

12：30

12：40

13：00〜14：10

情報提供

50分

意見交換

20分

14：10

14：20〜15：05

情報提供

35分

意見交換

10分

15：05〜15：50

情報提供

35分

意見交換

10分

15：50

16：00〜17：15

17：15〜17：30

17：30

Zooｍ　接続開始

開会挨拶
社会スタディの進め方について
【有識者からの情報提供と意見交換】
１．「未来は君たちの手にある- 生成AIを活用したイノベーション-」

須藤　　修　氏　（中央大学国際情報学部教授、東京大学大学院特任教授）
デジタル技術が産業・生活・文化に至る社会のあらゆる分野に浸透し、地球規模で、個人の幸せや社会の豊か

さを実現する価値創造に結び付ける取り組みが進展しており、世界の主流は、DX(デジタル変革)に大きく変わろ

うとしている。未来は君たちの手にあるので、文理の境界を超え、新しい社会の創造に向けたスキルの習得や社

会的実践を通じて「生成AIを活用したイノベーション」にチャレンジして欲しいことが情報提供された。

休憩
２．「意味のイノベーションによるアントレプレナーシップへのチャレンジ」

小西　一有　氏　（合同会社タッチコア代表、九州工業大学客員教授）　
グローバルなデジタル変革の中では、「問題解決のイノベーション」では競争に勝てない。大事なことは、「モ

ノからコトへのような人々の生活の豊かさや幸せ感をもたらす「意味のイノベーション」を実現することである。

求められるのは、イノベーションを興し、既成概念、固定概念を覆すような独創的な製品やサービス、事業など

を発想し、展開できるマインド、すなわち「アントレプレナーシップ」である。そのために、学生時代から失敗

をおそれずに新しい発想でチャレンジしてほしいことが情報提供された。

３．「正解の学びから思考の学びでデジタル革命にチャレンジ」
大原　茂之　氏　（東海大学名誉教授、株式会社オプテック代表取締役）　 

不確実性の時代にあっては、常に現状を振り返り未来を予測して活動することが求められ、サイバー空間上で

分野を横断して社会と連携する中で物事を予測して構想を実現していくことが不可欠になる。これからは教室だ

けでなく、サイバー空間で、多くの人たちと意見交換する学びが求められる。そのために、自分で考え自分で発

想する(創造力)と一つのヒントから多くを生み出す(応用力)を身に付け、デジタル革命の時代に主体的に活躍でき

る学びを作ることにチャレンジして欲しいことが情報提供された。

休憩
【気づきの整理と発展】
１．気づきの整理と発展のためのグループ討議

※ グループで「情報通信技術を活用して未来社会にどのように向きあうか」について考える。

２．気づきの発表
※ グループごとにまとめた結果を代表者が発表する。

閉会
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５．参加者の声

 

 
 

 

令和５年度(2023年度)「学生による社会スタディ」参加者のアンケート集計結果
（アンケート回答者15名）
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１．はじめに
私立大学情報教育協会が主催する本講習会は、大学

教員の教育技術力向上を目的とした学外FD活動事業の

一つとして位置づけられ、多くの参加者を集めて毎年

開催されている。今年度は、追手門学院大学を会場に

令和６年２月26日(月)の１日で開催した。

文部科学省では、オンライン授業を導入して、学生

一人ひとりの可能性を最大限に伸長する学修者本位の

教育への転換や、教育の質向上・高度化を目指した対

面授業とオンライン授業を効果的に組み合わせた新し

い学びの創出を大学に働きかけており、対面とオンラ

インを組合せた授業を如何にデザインし、学生に最良

な学びを提供できるかが問われるようになる。

そこで、｢全体会｣は、反転授業、生成AIの活用、フ

ォーラム型授業実験と、著作権に関する講演の４件を

構成するとともに、アラカルト方式の｢ワークショッ

プ｣は、４つのテーマを設定した。

参加者数は37名、33大学１短期大学(前年度オンラ

イン開催60名、42大学２短期大学)であった。

２．講習内容と結果
全体会
（１)講義映像を活用した反転授業の効果的なデザイン

を考える
岩﨑 千晶　氏(関西大学教育開発支援センター

副センター長、教育推進部教授)

最初に、講義映像を対面授業に活かすことを目的と

し、反転授業には完全習得学習型と高次能力育成型が

あることを示し、それぞれにどのような授業実践例が

考えられるのか、解説を加えた。

次に、実際に授業を設計する際、「授業目標と教育方

法・講義映像の内容、評価やフィードバックのバラン

スをとること」、「授業前に行う講義映像視聴・学習活

動と対面授業との接続を検討すること」の重要性につ

いて論じた。

最後に、具体的にどのような講義映像を制作するの

が望ましいのかについて言及し、｢自学自習のために、

導入・展開・まとめと講義映像で一つのまとまりを示

した映像がよいのか」、「授業で展開の部分を膨らませ

るために、まとめの部分を講義映像に入れない映像が

良いのか」など、どのような内容を講義映像に含むこ

とが望ましいのかについて検討する機会とした。

（２)生成AIを活用した授業の取組み
二瓶　裕之　氏(北海道医療大学情報センター長、

薬学部教授）

AIを活用して教育の質向上を目指したDX推進計画と

して、学習ログを解析するAI機能の拡充に加えて、教

育に必要なスキル修得支援、反転授業動機づけの刺激、

グループワークの刺激、最適な演習問題の提示など、

AIにより学生の学修活動を支援することで、個別最適

化教育を実践している。

なかでも、生成AIを活用した授業の取組みとして、

AIに教員、相談役、学生、画匠などの役割を演じさせ

ることで、学生自身が生成AIの信頼性や人間による判

断の大切さを体験しながら、批判的視点を持つことの

重要性を醸成する教育を提供している。

さらに、これらの支援では、API版GPT 4.0やDALL

Eなどの技術を活用し、学生が異なる専門分野や学年

を超えたディスカッションを行ったり、具体的な添削

指示を受けたり、専門的な回答を得たり、プレゼンテ

ーションで使用する画像を生成できるようにしている。

（３)法政策系分野オンラインフォーラム型授業実験の
成果と課題

中村　壽宏　氏(神奈川大学学長補佐、教育支援

センター所長、法学部教授）

令和元年から４年にかけて実施した｢法政策等フォー

ラム型学習モデル実験授業｣の概要を報告した。

大学教育における現在の問題点は、｢教員は自分が教

えることができる範囲でしか学生に享受することしか

できない｣という点にある。教員の知識量・研究範囲に

限定されることなく、学生に問題を調査させ、検討さ

せるアクティブラーニングの手法が有用だが、ひとり

の教員が指導するには、限界が生じることも否めない。

法政策等フォーラム型学修モデル実験は、この問題

に対処するひとつの方策として、「各別の教員が担当す

る複数の授業を合同する」、「多方面の分野の研究者や

実務家の助言を得る」という授業方法を模索した。但

し、この授業方法の最大の問題点は、多数の教員、多

分野の研究者・実務家が、一斉に同じ時間・場所の集

結が困難なことから、毎週の実施は不可能であった。

そこで、実験では、「インターネット上に電子掲示板

（電子会議室)を設置し、多数の学生がいつでも自分の

意見を書き込むことができる、非同期型の議論の枠組

みを構築する」こととした。また、多分野の研究者お

よび実務家に、｢手の空いた時に電子掲示板に参加し、
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適宜、学生への助言や指導などを行う｣お願いをした。

多分野の研究者・実務家からの支援は、電子掲示板

上での助言だけでなく、全学生が参加する一斉集合型

の授業回を設置し、その場で専門的な知識を提供し、

参加学生との意見交換ができるよう、遠隔会議システ

ムによってミニシンポジウムを開催した。これにより、

学生は最初から一定レベルの基礎的知識を有した状態

で問題の検討に入ることができ、暗中模索状態での時

間の浪費を回避できた。

最終的な学生の成果は、例年を上回る内容であり、

現実的かつ実効性が望める社会に対する提案を策定で

きた。

本研究講習会の参加者からは、概ね好意的な評価を

いただき、午後の研修時間帯において、複数の先生か

ら具体的な実施に係る質問や、この手法を発展させる

ための助言等があった。

（４)デジタル教材の著作権対応とChatGPTの対応
中村　壽宏　氏(神奈川大学学長補佐、教育支援

センター所長、法学部教授）

髙嶌　英弘　氏(京都産業大学法学部教授）

本研究講習会では、これまで長期に亘って著作権に

関する講演を行ってきたが、今年度は、生成AIに関す

る著作権の問題にも対応した。

最初に中村氏から、著作権保護制度の基礎として、

著作権法による権利者保護と他人著作物の利用、補償

金制度によるデジタル教材の利用について解説した。

他人の著作物をサーバーにアップロードし、教室内の

学生に配付する場合や、学生が好きな時にデータをダ

ウンロードして勉強する異時授業公衆送信も35条に基

づく補償金制度によって無許諾で利用できる。また、

授業外で大学が他者の著作物を管理している場合、経

年で利用するなどの場合にも補償金の支払いが必要と

なる。

補償金の支払いは、大学が毎年５月１日の在籍学生

数に720円と消費税を掛けた額をSARTRASという団体

に支払う。プールされた補償金はSARTRASの活動に伴

う経費を除く残額が全部著作者に分配される仕組みに

なっているが、全ての著作権利者に分配されていない

という最大の問題がある。

次に髙嶌氏から、生成AIと著作権の関係について、

①生成AIを利用してそのまま文章や画像を授業だけに

使っていたら問題はないが、自分の著作物として利用

する場合は、既存の著作物との類似性と依拠性があれ

ば著作権侵害になる。②学生が自分で書いた文章の一

部に生成AIで出力した文章を切り貼りし、類似性と依

拠性が認められる場合に、部分的な利用であっても著

作権侵害の危険は出てくる。③画像の生成AIに一番問

題が生じやすい。例えば､プロンプトの中で「トトロと

似たって」と指示した場合には､依拠性がある。同一性

保持権侵害になるのは明らかで、学生が一番やりかね

ないと思う。

今の段階では、学生も教職員も著作権教育を大学と

して行っていくことが急がれる。

午後の研修時間帯での質問には、生成AIに関するも

のはなかったが、遠からず多くの教員が授業実施に際

して、生成AIと関わることにとなって行くことは明ら

かなことから、今回の講演も意味あるものであったと

考える。

ワークショップ
（１)ワークショップ１

オンデマンド動画教材作成の紹介
杤尾　真一　氏(追手門学院大学経済学部経済学

科准教授）

パワーポイントから音声を付加した動画を作成し、

その動画に字幕を付ける講習を行った。また、自分の

声や合成音声を用いてナレーションを付けた。将来は

AIを用いた自分の合成音声に置き換えることも可能と

なる。字幕により難聴者は内容の理解が進み、加えて

健常者でも音声と活字の両方を通して理解が深まる。

演習の手順は、①パワーポイントでリハーサル的な

ナレーションのため、Wordなどのディクテーション機

能で文字に起こし、見直して編集、②音声合成ソフト

VOICEVOXで文字を音声ファイルに変換、③パワーポ

イントに音声ファイルを貼り付けて調整、④パワーポ

イントから動画ファイルに書き出す､⑤ Microsoft

Clipchampで字幕作成を行い調整､⑥Clipchampで動画フ

ァイルを作成する。

参加者からは、「具体的なポイントを聞くことができ

たので、後は実践あるのみだと思った」、｢自分のパソ

コンで実際に操作確認できたのが良かったと思う｣など

の感想があった。

（２)ワークショップ２
1コマから反転授業を実践しよう！：対面授業に
おける講義映像の活用法
岩﨑 千晶　氏(関西大学教育開発支援センター

副センター長、教育推進部教授)

授業回において反転授業を１コマから導入するため

の方法を考えることを目標とした。

ワークシートを用いて、１つの科目に対する「講義

映像として取り上げる学習内容」、「講義映像の視聴後

に行う学習活動」、「対面授業で行う内容」の３点を検

討する場を設けた。各自でこれらについて記述をした

後、関連分野を専攻する教員同士でペアをつくり、そ

れぞれが記載した内容についてピアレビューを行った。

その後の発表では、「対話の機会をこれまで以上に設

けたいと考える授業回に反転授業を取り入れた」、

「常々課題に思っていた授業回に反転授業を取り入れる

ことにした」など、授業をよりよくするためのFD活動

に結びついている様子が見受けられた。

参加者からは、「難易度が高いイメージから、気軽に

導入できるイメージに変わった」、「内容が実践的で、
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れ、有意義なワークショップとなった。

参加者からは、「自分のシラバスは良くできていると

自負していたが、学修目標と評価方法がリンクしてお

らず、明確でもなかった」、「新しい授業を考えねばと

奮起し、ARCSモデル(学修意欲向上の動機づけ)の話は

とても共感した」などの感想があった。

３．おわりに
参加された先生方の講習会全体の感想として、「レク

チャーで得た知識をワークショップでスキルとして身

に付ける素晴らしい構成だった」、「反転授業を実施す

る基本的な考え方に頭の整理がついた」、「学会等でDX

をもとにした授業の取組み報告を聞いたが、どのよう

に対応すべきなのか分からないままだった。今回は、

いろいろな方法・やり方が聞けて良かった」、「生成AI

と著作権の話は考えたこともなかった内容で大変興味

深かった」などの意見が寄せられた。

参加者の内、アンケート回答者22名の集計によれば、

参加者個人が抱えている課題の達成について、「達成で

きた」と「見通しが立った」との回答がほとんどであ

ることから、本講習会の目的は達成されたと見られる。

次年度の授業からできるような気になった」、「ワーク

とグループで意見交換できたのが良かった」などの感

想があった。

（３)ワークショップ３
対面・オンライン授業でのICT活用
及川　義道　氏(東海大学教育開発研究センター

所長、理系教育センター次長・

教授）

対面やライブ型オンライン授業を中心に、ICTを活

用した学生の授業への参加促進方法について解説、実

習を行うとともに、テキスト生成AIの教員を支援する

ための活用方法に焦点を当てて解説、実習を行った。

LMSの授業利用では、サンプルコースを提示しなが

ら、シラバスや重要情報を学生に読ませる工夫、動画

教材を予習・復習に活用するためのインタラクティブ

コンテンツについて紹介、解説を行った。さらに、ア

イコン操作による擬似的な身体移動が行える2Dメタバ

ース、CommentScreen、Slidoといったリアルタイムで

学生の意見、理解の状況を取得可能なクラウドサービ

ス、教卓で講義を行うスタイルからフロアの学生と近

い距離で授業を展開するタブレットとワイヤレス環境

を用いた板書等について解説、体験実演と技術的な解

説を行った。

生成AIの活用では、ChatGPTを用いた授業設計、問

題作成など、教員が授業を行うためのサポーターとし

てのテキスト生成AIの利用方法を解説、実習した。

参加者からは、「様々な授業支援の方法を知ることが

でき、実際に使用してみたいものがたくさんあった」、

「学生が普通に使っているChatGPTをどうするのか分か

らなかったので、体験できてよかった」などの感想が

あった。

（４)ワークショップ４
多様な学習環境における学修評価方法(学生の生
成AI利用を含む)

渡辺　雄貴　氏(東京理科大学教育支援機構

教職教育センター教授）

ミニレクチャーとその話題をもとに、参加者同士で

ディスカッションを行う繰り返しにより、授業改善、

シラバスの改善を目的とした。

ミニレクチャー１「イントロダクション」では、大学

を取り巻く環境、ポストコロナ時代の大学教育につい

ての説明を行い、ディスカッションでは、グループ内

で自身の授業シラバスをもとに説明する活動を行った。

ミニレクチャー２では、｢インストラクショナルデザ

イン(授業の入り口・出口・方法）」を説明し、ディスカッ

ションでは、学修目標と評価方法の妥当性を検証した。

続いて、ミニレクチャー３では、｢生成AIと大学教

育｣についての説明を行った。ディスカッションでは、

生成AIを自身の授業において、どのように考えるかに

ついて議論を行った。参加者は、活発に議論に参加さ
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達成
できた

見通しが
たった

達成できな
かったワークショップ名

① オンデマンド動画教材作成の
紹介

② １コマから反転授業を実践し
よう

③ 対面・オンライン授業での
ICT活用

④ 多様な学習環境における学修
評価方法

4.5割
（５人）

３割
（３人）

5.5割
（７人）

１割
（１人）

4.5割
（５人）

７割
（８人）

３割
（４人）

８割
（７人）

１割
（１人）

1.5割
（２人）

１割
（１人）

表１　アンケート集計

過去３年間における新型コロナウィルス感染は、各

大学における新しい授業形態、特にオンライン授業形

態への転換を促進することとなったが、ICTの活用に

よる新たな授業形態が十分に確立され、普及している

とは言い難い。ポストコロナにおいては、むしろ対面

とオンラインを活用し、また生成AIへの対応とDXの推

進という新たな課題をも考慮した新しい教育・授業形

態の在り方が問われている。

本年の講習会は、オンデマンド教材開発の方法と反

転授業の導入、デジタル教材開発と生成AI活用におけ

る著作権の問題、さらに多様な学習環境における授業

設計と評価方法の問題など今日大学教育が対応すべき

課題とニーズに応えるタイムリーで有意義な内容であ

ったと言えよう。

今後も、ICT支援教育をテーマとした先導的取組み

である本事業は、これまで私情協が永年実践し積み上

げてきたノウハウと、教育界の趨勢・最新のニーズを

見極めつつ、立案・推進されなくてはならない。次年

度も、今回の実績を精査し、より実りある研究講習会

を開催したい。

文責：FD情報技術講習会運営委員
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「生成AIを利活用した授業改善の取組み」
原稿募集

76 JUCE Journal 2024年度 No.1

本協会機関紙「大学教育と情報」に掲載する原稿「生成AIを利活用した授業改善の取組み」について、以
下のように募集します。

１．原稿の内容
①　生成AIを利活用した授業改善の取組みとして、実際に先生が授業の中で利活用された経験に基づいて

情報提供して下さい。

②　情報提供の内容

＊　学生に生成AI利活用を薦める背景

＊　利活用した授業科目名、授業科目の目標、履修対象者、授業での利活用の仕方

＊　事前・事後学修の課題と生成AI利活用の仕方（コピペの実態、利活用の内容表示、課題提出後の口

頭確認等）

＊　学生への生成AI使用指導の有無と指導の内容

＊　授業での学生の生成AI使用実態（アイデア出し、文章構成、翻訳、プログラミング、創作等）と学

びの効果、生成AIを使用した成績評価の仕方、今後の課題など

２．応募資格
大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
①　字数・・・3,600字（機関誌２ページ分）、図表等含む

②　構成・・・タイトル、見出し（上記１．②を参考に作成）

③　表現・・・Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。

図表（めやす：ヨコ７㎝× タテ５㎝、約200字分)

４．送付方法と送付期限
①　本協会事務局へメール添付にて送付ください。

info＠juce.jp

送付期限は３期に区分します

②　１期 ： 令和６年 ５ 月末日
２期 ： 令和６年 ７ 月末日
３期 ： 令和６年10月末日

５．原稿の取扱い
本協会の専門委員会において取扱を決定します。掲載が決定した場合には、掲載号を書面で通知し、修

正を依頼する場合はその内容と期日についても通知します。

６．問い合わせ・送付先
公益社団法人 私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　E-mail：info＠juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル４階

募 集

「大学教育と情報」に掲載
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
139法人（154大学　40短期大学）

（2024年６月30日現在）

名　簿
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北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

松本　章代（情報処理センター長）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

石田　努（総合情報センター長）

白鴎大学

舩田　眞里子（情報処理教育研究センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

福田　光良（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

藤田　貴宏（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長、DX推進センター長）

江戸川大学

宮崎　孝治（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

増井　由紀美（メディアセンター長）

秀明大学

高見澤　秀幸（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

杉原　亨（高等教育研究センター准教授）

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

蜂屋　孝太郎（総合情報技術センター運営委員会副委員長）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

安倍　達哉（教育支援センター部長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院女子大学

清水　將吾（国際文化交流学部准教授）

共立女子大学・共立女子短期大学

鈴木　孝之（総合情報センター長）

工学院大学

田中　輝雄（学術情報センター工手の泉所長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山崎　壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

金尾　朗（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）



78 JUCE Journal 2024年度 No.1

名　簿

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

倉見　昇一（ICT教育研究センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

岡田　工（学長室部長（情報担当））

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京都市大学

河原林　順（情報基盤センター長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

杉本　雅彦（情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

澤口　隆（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

成蹊大学

渕　史彦（高等教育開発・支援センター所長）

専修大学・石巻専修大学

髙橋　裕（情報科学センター長）

武蔵野大学

林　浩一（MUSICセンター長）

明治大学

阿部　直人（情報基盤本部長）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（事務局長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（情報マネジメント学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

杉原　多公通（理事長、学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

大下　福仁（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

木村　文輝（学長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

武蔵大学

山下　奨（経済学部教授）
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愛知淑徳大学

牧　勝弘（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

君山　博之（情報センター長）

中京大学

髙坂　拓司（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

名城大学

加藤　雅士（情報センター長）

大谷大学

廣川　智貴（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

舟杉　真一（副学長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都ノートルダム女子大学

加藤　佐千子（図書館情報センター長）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（学務部長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター担当課長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

川下　維信（高等教育推進センター長）

帝塚山学院大学

西川　隆蔵（学長）

阪南大学

伊田　昌弘（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

佐々木　英洋（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

三浦　欽也（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

尾崎　誠（学術情報部情報教育センター長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

稲冨　恭（教学部長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

清水　信年（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

山本　景一（医療イノベーション研究推進機構専任教授）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　https://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

矢吹　優子（事務部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

鬼追　一雅（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（副学長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（情報処理センター所長、商学部教授）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

藤村　まこと（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（e-キャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（文学部長、理事）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

大西　智和（情報処理センター所長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（情報基盤センター長）
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